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53条(3)-1 

 

1. 要求事項の整理 

試験炉設置許可基準規則第 53条における要求事項等を第 1.1 表に示す。本要求事項は、新規制基

準における追加要求事項に該当する。 
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第 1.1表 試験炉設置許可基準規則第 53条における要求事項 

及び本申請における変更の有無 

 

要求事項 変更 

の有無 

１ 試験研究用等原子炉施設は、発生頻度が設計基準事故より低い事故であって、当

該施設から多量の放射性物質又は放射線を放出するおそれがあるものが発生した場

合において、当該事故の拡大を防止するために必要な措置を講じたものでなければ

ならない。 

 

【解釈】 

・ 第５３条の要求は、ナトリウム冷却型高速炉に係る試験研究用等原子炉施設

については、設計基準事故より発生頻度は低いが、敷地周辺の公衆に対して過

度の放射線被ばく（実効線量の評価値が発生事故当たり５ミリシーベルトを超

えるもの）を与えるおそれのある事故についての評価及び対策を求めるもので

ある。 

・ 事故の想定に当たっては、自然現象等の共通原因となる外部事象や施設の特

徴を踏まえた内部事象に起因する多重故障を考慮すること。 

・ 具体的な事故としては、例えば、以下が挙げられる。 

  イ 燃料体の損傷が想定される事故 

    冷却材漏えい時の主冷却系統、補助系等による強制循環冷却の失敗、電

源喪失時の冷却の失敗による燃料損傷事故等 

・ 第５３条に規定する「当該事故の拡大を防止するために必要な措置」とは事

故の発生及び拡大の防止、放射性物質の放出による影響の緩和に必要な設備及

び手順の策定等であり、例えば、以下に示す措置又はこれらと同等以上の効果

を有する措置をいう。 

イ 燃料の損傷が想定される場合 

      代替冷却による炉心の損傷防止対策、燃料から原子炉容器内に漏れた放

射性物質の貯留等による環境への放出防止対策 

有 
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2. 要求事項への適合性 

 2.1 安全評価に関する基本方針 

原子炉施設は、発生頻度が設計基準事故より低い事故であって、原子炉施設から多量の放射

性物質又は放射線を放出するおそれがあるもの（以下「多量の放射性物質等を放出するおそれ

のある事故」という。）が発生した場合において、当該事故の拡大を防止するために必要な措置

を講じたものとする。なお、多量の放射性物質等を放出するおそれのある事故は、発生頻度が

設計基準事故より低いが、敷地周辺の公衆に対して過度の放射線被ばく（実効線量の評価値が

発生事故当たり 5mSv を超えるもの）を与えるおそれのある事故を対象とし、代表的事象を選定

して、発生防止及び拡大防止並びに影響緩和のために必要な措置を講じる。 

事故の想定に当たっては、自然現象等の共通原因となる外部事象や施設の特徴を踏まえた内

部事象に起因する多重故障を考慮し、燃料体の損傷が想定される事故（以下「炉心の著しい損

傷に至る可能性があると想定する事故」という。）を選定する。 

 

 2.2 炉心の著しい損傷に至る可能性があると想定する事故 

炉心の著しい損傷に至る可能性があると想定する事故として選定した評価事故シーケンスを

以下に示す。 

（１）炉心流量喪失時原子炉停止機能喪失（ULOF） 

ａ．外部電源喪失及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故 

ｂ．外部電源喪失及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故 

（２）過出力時原子炉停止機能喪失（UTOP） 

ａ．出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳

事故 

ｂ．出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗

の重畳事故 

（３）除熱源喪失時原子炉停止機能喪失（ULOHS） 

ａ．２次冷却材流量減少及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故 

ｂ．２次冷却材流量減少及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故 

（４）原子炉容器液位確保機能喪失による崩壊熱除去機能喪失（LORL） 

ａ．１次冷却材漏えい（2箇所）事故 

（５）交流動力電源が存在し、かつ原子炉容器液位が確保された状態での崩壊熱除去機

能喪失（PLOHS） 

ａ．２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗の重畳事故 

ｂ．外部電源喪失及び強制循環冷却失敗の重畳事故 

（６）全交流動力電源喪失による強制循環冷却機能喪失（SBO) 

ａ．全交流動力電源喪失（外部電源喪失及びディーゼル発電機起動失敗）事故 

（７）局所的燃料破損（LF） 

ａ．冷却材流路閉塞（千鳥格子状）事故 
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2.3 格納容器破損防止措置 

炉心の著しい損傷に至る可能性があると想定する事故に対処するための炉心損傷防止措置

が機能しないことを仮定し、炉心の著しい損傷の可能性が生じる場合に、その拡大を防止し、

あるいは施設から多量の放射性物質等の放出を防止するための措置（以下「格納容器破損防止

措置」という。）を講じることを基本方針とする【炉心の著しい損傷に至る可能性があると想

定する事故に対する格納容器破損防止措置：別紙 1参照】。 

 

2.4 格納容器破損防止措置の有効性評価の条件等 

  2.4.1 基本的考え方 

炉心の著しい損傷に至る可能性があると想定する事故に対処するための炉心損傷防止措

置が機能しないことを仮定した場合に、格納容器破損防止措置が有効であることを示すため、

評価対象とする事故シーケンスを整理し、対応する評価項目を設定した上で、計算プログラ

ム（以下「計算コード」という。）を用いた解析等を踏まえて、措置の有効性を評価するこ

とを基本とする。 

 

  2.4.2 解析にあたって考慮する事項 

有効性評価は、「添付書類 8 10.10 多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止の

ための資機材」の「「燃料体の損傷が想定される事故」に係る資機材」等を用いたものを対

象とし、原則として事故が収束し、あるいは当該事故の収束が合理的に判断できる時点まで

を対象とする【解析にあたって考慮する事項：別紙 2参照】。 

   

  2.4.3 有効性評価における解析の条件設定の方針 

有効性評価における解析の条件設定については、「2.4.2 解析にあたって考慮する事項」

を考慮するとともに、評価対象とする事故の発生頻度が極めて小さいことを踏まえて、設計

値等の現実的な条件を用いた最適評価を行うことを基本とする【有効性評価における解析条

件の設定：別紙 3参照】。また、計算コードや解析条件の不確かさが大きい場合には、感度

解析等によりその影響を適切に考慮する。 

 

  2.4.4 解析の実施方針 

有効性評価における解析は、評価項目となるパラメータの推移のほか、事象進展の状況を

把握する上で必要なパラメータの推移について解析を実施し、事象進展が適切に解析されて

いることを確認する。 

 

  2.4.5 有効性評価に使用する計算コード 

有効性評価において使用する計算コードは、評価事故シーケンスの特徴に応じて、評価

項目となるパラメータに有意な影響を与える現象（以下「重要現象」という。）がモデル化

されており、実験等を基に検証され、適用範囲を含めて不確かさが把握されているものを

選定して使用する【有効性評価に使用する計算コード：別紙 4参照】。 
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  2.4.6 有効性を評価するための評価項目の設定 

炉心損傷防止措置が機能しないことを仮定した場合において、必ずしもすべての評価事故

シーケンスにおいて直ちに格納容器への負荷が発生するわけではなく、事故の進展は評価事

故シーケンスによって大きく異なる。また、本原子炉施設は低圧システムで、伝熱特性に優

れた単相のナトリウムを冷却材に使用していること、燃料の装荷量の少ない小型の原子炉で、

高い固有の安全特性を有していること、原子炉冷却材バウンダリが放射性物質の閉じ込めに

有効な物理障壁を形成していること、原子炉容器外側に安全容器を設置していること、格納

容器（床下）を窒素ガス雰囲気としていること、格納容器（床上）には大きな自由空間体積

が存在することなどの特徴を有している。したがって、格納容器破損防止措置に有効性があ

ることを確認するための評価項目の設定においては、これらの本原子炉施設の設計の特徴と

評価事故シーケンスの特徴を適切に考慮するものとする。 

以上を踏まえて、格納容器破損防止措置に有効性があることを確認するため、以下の評価

項目を設定する。 

   （1） 負の反応度フィードバックが卓越し、炉心の発熱と冷却とがバランスし静定する事象

において、炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであり、かつ、炉心を十分に

冷却できるものであること。具体的な評価項目は、「国立研究開発法人日本原子力研究

開発機構大洗研究所（南地区）高速実験炉原子炉施設（「常陽」） 第 53条（多量の放

射性物質等を放出する事故の拡大の防止）に係る説明書（その 2：炉心損傷防止措置） 

2.4.6 有効性を評価するための評価項目の設定」で設定した評価項目を適用する。 

   （2） 炉心の著しい損傷に至った場合において、放射性物質等（溶融炉心物質を含む。）（以

下「損傷炉心物質」という。）を冷却することで原子炉冷却材バウンダリの温度上昇を

抑制し、原子炉容器内に損傷炉心物質を閉じ込めることができること。具体的な評価項

目として以下を設定する。 

    ① 原子炉容器内で分散し再配置した損傷炉心物質を安定に保持・冷却できること。 

    ② 原子炉冷却材バウンダリの健全性が維持できること。 

   （3） 燃料の溶融に伴う即発臨界超過により放出されるエネルギーによって原子炉容器の上

部からナトリウムが格納容器（床上）に噴出する可能性がある場合において、格納容器

の破損を防止できること。具体的な評価項目として以下を設定する。 

    ① 原子炉冷却材バウンダリの健全性が維持できること。 

② 格納容器（床上）へ噴出するナトリウムの燃焼等に対して、格納容器の健全性が維持で

きること。 

   （4） （2）が達成できない事象においては、原子炉容器外に流出した損傷炉心物質等を安全

容器内にて保持・冷却できること。具体的な評価項目として以下を設定する。 

    ① 安全容器内に流出した損傷炉心物質等を安定に保持・冷却できること。 

    ② 安全容器バウンダリの健全性が維持できること。 

（5） 炉心が溶融する過程で、炉心が露出するまでにナトリウムの蒸発が生じ、原子炉冷却

材バウンダリが高圧になる場合には、主中間熱交換器及び補助中間熱交換器の原子炉冷
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却材バウンダリ（1次・2次境界）の過圧を防止できること。具体的な評価項目として

以下を設定する。 

① 主中間熱交換器及び補助中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1次・2次境界）の

健全性が維持できること。 

   （6） 炉心が溶融する過程で、炉心が露出するまでに蒸発した冷却材（ナトリウム）が格納

容器（床下）に流出する場合において、格納容器の破損を防止できること。具体的な評

価項目として以下を設定する。 

① 格納容器床下に流出するナトリウムの熱的影響に対して、格納容器の健全性が維持でき

ること。 
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2.5 格納容器破損防止措置の有効性評価結果【有効性評価結果の整理：別紙 5参照】 

2.5.1 外部電源喪失及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故 

（１）事故の原因及び説明 

外部電源喪失及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故は、原子炉の出力運転中に、

何らかの原因で外部電源が喪失した後、「電源喪失」による原子炉トリップ信号の発信に

失敗し、原子炉の停止に失敗する事象として考える。 

（２）格納容器破損防止措置の基本的な考え方 

外部電源喪失及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故では、炉心損傷防止措置が機

能しないことを仮定した場合、炉心の著しい損傷に至ることから、１次主冷却系における

低速運転（１次主循環ポンプのポニーモータを使用）、２次主冷却系の自然循環及び主冷

却機の自然通風により、損傷炉心物質を冷却することで原子炉冷却材バウンダリの温度上

昇を抑制し、原子炉容器内に損傷炉心物質を閉じ込める措置を講じることで格納容器の破

損を防止する。 

また、炉心の著しい損傷に至った場合、燃料の溶融に伴う即発臨界超過により放出され

るエネルギーによって原子炉容器の上部から格納容器内にナトリウムが噴出する可能性

があるため、回転プラグを含む原子炉容器構造及び格納容器構造により即発臨界超過

の影響を緩和し、格納容器の破損を防止する。 

外部電源喪失及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故における格納容器破損防止

措置の対応手順の概要を第2.5.1.1図に示す。 

（３）格納容器破損防止措置 

（ⅰ）格納容器破損防止措置 

外部電源喪失及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故において、格納容器の破

損を防止するための措置を以下に示す。これらは、影響緩和を目的とする。なお、事

故の状況に応じて、これらの措置を適切に組み合わせるものとする。 

ａ．外部電源喪失時は非常用ディーゼル電源系、交流無停電電源系及び直流無停電

電源系により非常用電源が確保され、原子炉保護のために必要な施設内補機へ

の給電が行われる。なお、原子炉保護系は、直流及び交流無停電電源系より給

電され、１次主循環ポンプのポニーモータは、直流無停電電源系より給電され

る。 

ｂ．原子炉冷却材バウンダリの温度上昇を抑制するため、１次主冷却系における

低速運転（１次主循環ポンプのポニーモータを使用）、２次主冷却系の自然循

環及び主冷却機の自然通風による原子炉容器内冷却を可能とする。 

ｃ．回転プラグ及びその固定ボルトを含む原子炉容器構造及び格納容器構造に

より、即発臨界超過により放出されるエネルギーによって原子炉容器の上

部から格納容器内に噴出したナトリウムの影響を緩和する。 

ｄ．燃料が破損したと推定される場合は、原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カ

バーガス等のバウンダリ内に放射性物質を閉じ込め、貯留する。 
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ｅ．格納容器（床上）へナトリウムが噴出し、格納容器内の圧力、温度及び床上

放射能レベルが異常に上昇した場合は、「格納容器内圧力高」、「格納容器内温

度高」及び「格納容器内床上線量率高」により警報が中央制御室に発せられ、

工学的安全施設の作動により、格納容器から放出される放射性物質を低減する。

なお、工学的安全施設は、手動操作によっても作動できるものとする。 

（ⅱ）その他 

ａ．原子炉施設における放射性物質の濃度及び放射線量並びに周辺監視区域の境

界付近における放射線量を監視及び測定するための放射線管理施設により、迅

速な対応のために必要な情報を収集する。 

ｂ．防護活動組織を編成して事故の拡大防止や影響緩和に必要な措置を講じる。 

（４）資機材 

外部電源喪失及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故における格納容器破損防止

措置に使用する設備等を第2.5.1.1表に示す。これらの設備等は、基準地震動による地震

力に対して機能を喪失しないように整備する。 

（５）作業と所要時間 

外部電源喪失及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故における格納容器破損防止

措置の手順及び各手順の所要時間を第2.5.1.2表に示す。 

（６）措置の有効性評価 

（ⅰ）格納容器破損防止措置 

ａ）損傷炉心物質の原子炉容器内保持 

1）起因過程の評価 

ａ．解析条件 

計算コードＳＡＳ４Ａにより解析する。 

ⅰ）一般電源系の電源が全て同時に失われ、2ループの１次主循環ポンプの主

電動機が同時に停止し、2 ループのポニーモータによる低速運転に引継が

れるものとする。 

ⅱ）何らかの理由により原子炉トリップ信号の発信に失敗するものとする。 

ⅲ）照射燃料集合体については、放出エネルギーが大きくなるよう燃料イン

ベントリの大きい炉心燃料集合体に置き換える。 

ｂ．解析結果 

解析結果を第 2.5.1.2図に示す。 

外部電源喪失及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故においては、１次

主循環ポンプの主電動機の停止によって冷却材流量が減少し、出力／流量比の

高い集合体で冷却材が沸騰し、燃料の破損に至るが、冷却材温度の上昇に伴う

負の反応度、破損した燃料の分散に伴う負の反応度が投入されることで原子炉

出力は低下し、起因過程の範囲では炉心は部分的な損傷にとどまり、即発臨界

を超えることはない。  

2）遷移過程の評価 
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ａ．解析条件 

計算コードＳＩＭＭＥＲ－Ⅲにより解析する。 

ⅰ）起因過程の解析結果を初期条件とする。 

ⅱ）起因過程の解析結果を引継ぐタイミングは、ラッパ管が破損する前とす

る。 

ⅲ）放出エネルギーが大きくなるよう制御棒下部案内管及び後備炉停止制御

棒下部案内管を模擬しない 2次元体系での解析を行う。 

ｂ．解析結果 

解析結果を第 2.5.1.3図から第 2.5.1.5図に示す。 

本事象においては、炉心での冷却材流量が定格流量の約 10％まで低下する

ため、炉心部の冷却材が沸騰し、被覆管が溶融する。その後、未破損であった

燃料が崩壊し、固体状の燃料が炉心下部に堆積する。このため、反応度と出力

が上昇し、全炉心規模で燃料が溶融する。全炉心規模での燃料溶融後は制御棒

下部案内管及び後備炉停止制御棒下部案内管からの燃料流出によって深い未

臨界状態となるが、ここでは制御棒下部案内管及び後備炉停止制御棒下部案内

管からの燃料流出を保守的に無視した解析を行った。その結果、反応度が 1$を

超過し、出力が上昇するが、燃料の分散移動等による負の反応度効果で出力は

速やかに低下し、その出力過渡における炉心平均燃料最高温度は約 5,110℃で

ある。最高温度到達後は燃料の分散によって、反応度及び出力は低下する。こ

の即発臨界超過後は溶融燃料が炉心上下に流出することにより未臨界状態と

なる。 

3）再配置・冷却過程の評価 

ａ．解析条件 

計算コードＳｕｐｅｒ－ＣＯＰＤ及びＦＬＵＥＮＴにより解析する。 

ⅰ）１次主冷却系の循環パスは確保されており、１次主循環ポンプのポニー

モータ運転と２次主冷却系の自然循環による冷却パスは確保されるものと

する。 

ⅱ）炉心から下部プレナムに移行する燃料量は炉心インベントリの 70％とす

る。 

ⅲ）下部プレナムに移行した溶融燃料は、冷却材中でクエンチ・微粒化して

原子炉容器底部にデブリベッドとして堆積するものとする。 

ｂ．解析結果 

１次主冷却系における低速運転（１次主循環ポンプのポニーモータを使用）、

２次主冷却系の自然循環及び主冷却機の自然通風による原子炉容器内冷却に

より、損傷炉心は長期にわたって安定的に冷却され、炉心内に残留した燃料及

び炉心部から放出されて原子炉容器底部等に移行した燃料は、原子炉容器内で

保持される。なお、原子炉容器底部に生じる最大応力（一次応力）はＳＵＳ３
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０４ステンレス鋼のクリープ破断特性と比較して小さく、原子炉容器が破損す

ることはない。 

ｂ）原子炉容器の上部から格納容器内に噴出したナトリウムの影響緩和 

1）機械的エネルギーによるナトリウム噴出量の評価 

ａ．解析条件 

計算コードＳＩＭＭＥＲ－Ⅳ、ＡＵＴＯＤＹＮ及びＰＬＵＧにより解析する。 

ⅰ）機械的エネルギーを高めに評価する観点から、炉心損傷後の膨張過程の

解析では、炉心の下端及び径方向外端は剛体として扱う。 

ⅱ）遷移過程の解析結果を初期条件とする。 

ⅲ）遷移過程の解析結果を引継ぐタイミングは、炉心平均燃料温度が最大値

に到達した時点とする。 

ⅳ）機械的エネルギーの定義は、上部プレナムのナトリウムが圧力源から受

ける外部仕事とする。 

ｂ．解析結果 

炉心損傷後の膨張過程において崩壊炉心部から上部プレナムに放出された

溶融燃料と溶融スティールの混合物は、冷却材との熱的相互作用によりナトリ

ウム蒸気を生成させ、上部プレナムのナトリウムを上方へ加速するとともに、

原子炉構造に機械的負荷を与える。この際、発生する機械的エネルギーは約

3.6MJである。機械的負荷によって炉心バレル構造物及び原子炉容器が水平方

向に変形するが、原子炉冷却材バウンダリの健全性は損なわれない。また、安

全容器側壁には作用を及ぼさない。垂直下方向への機械的負荷は原子炉容器を

下方へ変形させるものの、健全性は損なわれない。また、原子炉容器の下方へ

の変形により安全容器底面には作用を及ぼさない。垂直上方向への機械的負荷

は原子炉容器胴上部及び回転プラグの固定ボルトの変形によって吸収され、原

子炉容器の健全性は損なわれない。回転プラグは短時間の間、垂直上方向へ変

位するものの、ボルトの健全性は損なわれず、回転プラグの気密性は確保され、

原子炉容器内から格納容器（床上）へのナトリウムの噴出は生じない。 

2）噴出ナトリウムの熱的影響の評価 

ａ．解析条件 

計算コードＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲにより解析する。 

ⅰ）機械的エネルギーによるナトリウム噴出量の評価ではナトリウムが噴出

することはないが、格納容器破損防止措置の頑健性を確認するために、

230kgのナトリウムが噴出すると仮定する。 

ⅱ）ナトリウムの燃焼形態として、スプレイ燃焼及びプール燃焼を想定する。 

ⅲ）ナトリウム－コンクリート反応では、噴出したナトリウムがプール燃焼

と同じ面積で広がり、全てコンクリートと反応すると仮定する。 

ⅳ）格納容器（床上）へ放出された核分裂生成物の全ての崩壊熱は格納容器

内雰囲気ガスに対する熱源とする。 
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ⅴ）雰囲気から構造材への伝熱は自然対流による熱伝達及び熱輻射を考える

ものとする。 

ⅵ）水素の発生については、ナトリウムと雰囲気中の湿分又はコンクリート

中の水分との反応を考慮するものとする。 

ｂ．解析結果 

ナトリウムの熱的影響については、スプレイ燃焼、プール燃焼、プール状で

コンクリートと反応する場合についてそれぞれ解析した。 

解析結果を第 2.5.1.6図から第 2.5.1.8図に示す。 

格納容器（床上）の雰囲気の圧力が最高となるのは、スプレイ燃焼のケー

スであり、最高圧力は約 0.92kg／cm2[gage]（約 0.091MPa[gage]）まで上昇

するが、格納容器の設計圧力 1.35 kg／cm2[gage]（約 0.13MPa[gage]）を超

えない。 

格納容器鋼壁の温度が最高となるのは、スプレイ燃焼のケースであり、最

高温度は約 68℃まで上昇するが、格納容器鋼壁の設計温度 150℃を超えない。 

格納容器（床上）の水素濃度が最大となるのは、プール状でコンクリート

と反応するケースであり、最大水素濃度は約 0.77vol％まで上昇するが、可

燃限界濃度の 4vol％を下回る。 

 

以上より、外部電源喪失及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故を想定しても格納

容器の破損は防止され、施設からの多量の放射性物質等の放出は防止される。 
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第 2.5.1.1表 格納容器破損防止措置に使用する設備等 

 

動作・判断・操作 手順 
設備 

常設設備 可搬設備 計装設備 

原子炉容器内 

冷却確認 

・ １次主冷却系（ポニーモータ

低速運転）の運転状況を確認す

るとともに、２次主冷却系（自

然循環）及び主冷却機（自然通

風）に異常等がないことを確認

する。 

－ － 
① 関連するプロセス

計装 

原子炉冷却材 

バウンダリ及び 

原子炉カバーガス 

等のバウンダリ内 

に放射性物質を 

閉じ込め、貯留 

・ 放射性物質を閉じ込めるた

め、原子炉カバーガス等のバウ

ンダリを隔離する。 

① １次アルゴンガス系 

１）原子炉カバーガスのバ

ウンダリに属する容器・

配管・弁（ただし、計装

等の小口径のものを除

く。） 

－ 
① 関連するプロセス

計装 

格納容器 

アイソレーション

確認 

・ 「格納容器内圧力高」、「格

納容器内温度高」、「格納容器

内床上線量率高」により、原子

炉保護系（アイソレーション）

が動作し、工学的安全施設が自

動的に作動し、隔離されること

を確認する。 

① 格納容器 

② 格納容器バウンダリに属

する配管・弁 

－ 

① 原子炉保護系（ア

イソレーション） 

② 関連するプロセス

計装 
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第2.5.1.2表 格納容器破損防止措置の手順及び各手順の所要時間 

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

状況判断 運転員A 1 ・原子炉自動停止失敗と判断
・原子炉スクラム、後備炉停止系
スクラムに失敗した場合は原子炉
自動停止失敗と判断する。

運転員B、C 2 ・原子炉容器内冷却確認

・１次主冷却系（ポニーモータ低
速運転）の運転状況を確認すると
ともに、２次主冷却系（自然循
環）及び主冷却機（自然通風）に
異常等がないことを確認する。

運転員D 1
・原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉
  カバーガス等のバウンダリ内に放射性物
  質を閉じ込め、貯留

・燃料破損検出系により燃料破損
の有無を確認する。
・燃料が破損したと推定される場
合、放射性物質を閉じ込めるた
め、原子炉カバーガス等のバウン
ダリを隔離する。

運転員A、E 2 ・格納容器アイソレーション確認

・「格納容器内圧力高」、「格納
容器内温度高」、「格納容器内床
上線量率高」により、原子炉保護
系（アイソレーション）が動作
し、工学的安全施設が自動的に作
動し、隔離されることを確認す
る。また、隔離に失敗している場
合は手動で隔離する。

備考必要な要員と作業項目
経過時間（分）

要員（名）
（作業に必要な要員数）

格納容器破損
防止措置

10 15 20 25 30 60

▽異常事象発生（外部電源喪失）

120 180 240

▽事故発生の判断（「電源喪失」による原子炉トリップ信号発信失敗）

▽原子炉自動停止失敗と判断

▽炉心の著しい損傷の有無を判断

5
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外部電源喪失

（No）

原子炉自動停止

外部電源喪失及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故

運転時の異
常な過渡変
化又は設計
基準事故

多量の
放射性物質等
を放出する
おそれ
のある事故

原子炉ｽｸﾗﾑ確認
「電源喪失」

炉心損傷防止
（原子炉自動停止）

原子炉ｽｸﾗﾑ確認
「１次主循環ﾎﾟﾝﾌﾟﾄﾘｯﾌﾟ」

炉心損傷防止
（原子炉自動停止）

後備炉停止系ｽｸﾗﾑ確認
「１次主循環ﾎﾟﾝﾌﾟﾄﾘｯﾌﾟ」
（後備炉停止系用

論理回路動作）

（Yes）

（No）

（Yes）

（No）

原子炉ﾄﾘｯﾌﾟ信号発信
「電源喪失」

（Yes）

凡例

：動作、確認

：プラント状態

：判断

：運転員と対策要員の作業

：有効性評価上期待しない措置

【格納容器破損防止措置】

原子炉手動停止
・手動スクラム
・制御棒保持電磁石励磁手動断
・後備炉停止制御棒保持電磁石励
磁手動断

・制御棒駆動機構による制御棒手
動挿入

・後備炉停止制御棒駆動機構によ
る後備炉停止制御棒手動挿入

原子炉容器内冷却確認
・ １次主冷却系：ポニーモータ低速運転
・ ２次主冷却系：自然循環
・ 主冷却機 ：自然通風

（Yes）

（Yes）

原子炉冷却材ﾊﾞｳﾝﾀﾞﾘ及び
原子炉ｶﾊﾞｰｶﾞｽ等のﾊﾞｳﾝﾀﾞﾘ内
に放射性物質を閉じ込め、貯留

格納容器アイソレーション確認＊

「格納容器内圧力高」
「格納容器内温度高」

「格納容器内床上線量率高」

【炉心損傷防止措置】

＊：格納容器（床上）へのナトリウムの噴出等に
より、格納容器内の圧力、温度及び床上放射
能レベルが異常に上昇した場合

（No）

格納容器手動アイソレーション

原子炉自動停
止失敗と判断

原子炉容器内冷却確認
・ １次主冷却系：ポニーモータ低速運転
・ ２次主冷却系：自然循環
・ 主冷却機 ：自然通風

格納容器破損防止
（原子炉冷却材ﾊﾞｳﾝﾀﾞﾘ温度上昇抑制）

格納容器破損防止
（格納容器ﾊﾞｳﾝﾀﾞﾘ温
度・圧力等上昇抑制）

格納容器内閉
じ込め確認

（Yes）

炉心の著しい損傷

格納容器（床上）へのナト
リウムの噴出等による原子
炉冷却材バウンダリ外への

放射性物質の漏えい

低温停止確認
・ １次主冷却系：ポニーモータ低速運転
・ ２次主冷却系：自然循環
・ 主冷却機 ：自然通風

（Yes）

 

第2.5.1.1図 格納容器破損防止措置の対応手順の概要 

(炉心損傷防止措置は機能しないことを仮定) 
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第 2.5.1.2図 起因過程における出力及び反応度履歴 
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第 2.5.1.4図 遷移過程における出力履歴 
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第 2.5.1.5図 遷移過程における炉心平均燃料温度履歴 
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第 2.5.1.6図 格納容器内圧力の推移

 

第 2.5.1.7図 格納容器鋼壁温度の推移 
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第 2.5.1.8図 格納容器内水素濃度の推移 
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2.5.2 外部電源喪失及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故 

（１）事故の原因及び説明 

外部電源喪失及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故は、原子炉の出力運転

中に、何らかの原因で外部電源が喪失した後、「電源喪失」による原子炉トリップ信号の

発信に成功するものの、原子炉保護系（スクラム）が正常に動作しなかったことで、原子

炉の停止に失敗する事象として考える。 

（２）格納容器破損防止措置の基本的な考え方 

外部電源喪失及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故では、炉心損傷防止措

置が機能しないことを仮定した場合、炉心の著しい損傷に至ることから、１次主冷却系に

おける低速運転（１次主循環ポンプのポニーモータを使用）、２次主冷却系の自然循環及

び主冷却機の自然通風により、損傷炉心物質を冷却することで原子炉冷却材バウンダリの

温度上昇を抑制し、原子炉容器内に損傷炉心物質を閉じ込める措置を講じることで格納容

器の破損を防止する。 

また、炉心の著しい損傷に至った場合、燃料の溶融に伴う即発臨界超過により放出され

るエネルギーによって原子炉容器の上部から格納容器内にナトリウムが噴出する可能性

があるため、回転プラグを含む原子炉容器構造及び格納容器構造により即発臨界超過

の影響を緩和し、格納容器の破損を防止する。 

外部電源喪失及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故における格納容器破損

防止措置の対応手順の概要は「2.5.1 外部電源喪失及び原子炉トリップ信号発信失敗の

重畳事故」と同じである。 

（３）格納容器破損防止措置 

（ⅰ）格納容器破損防止措置 

外部電源喪失及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故において、格納容

器の破損を防止するための措置を以下に示す。これらは、影響緩和を目的とする。な

お、事故の状況に応じて、これらの措置を適切に組み合わせるものとする。 

ａ．外部電源喪失時は非常用ディーゼル電源系、交流無停電電源系及び直流無停電

電源系により非常用電源が確保され、原子炉保護のために必要な施設内補機への

給電が行われる。なお、原子炉保護系は、直流及び交流無停電電源系より給電さ

れ、１次主循環ポンプのポニーモータは、直流無停電電源系より給電される。 

ｂ．原子炉冷却材バウンダリの温度上昇を抑制するため、１次主冷却系における低

速運転（１次主循環ポンプのポニーモータを使用）、２次主冷却系の自然循環及

び主冷却機の自然通風による原子炉容器内冷却を可能とする。 

ｃ．回転プラグ及びその固定ボルトを含む原子炉容器構造及び格納容器構造に

より、即発臨界超過により放出されるエネルギーによって原子炉容器の上部

から格納容器内に噴出したナトリウムの影響を緩和する。 

ｄ．燃料が破損したと推定される場合は、原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバ

ーガス等のバウンダリ内に放射性物質を閉じ込め、貯留する。 

ｅ．格納容器（床上）へナトリウムが噴出し、格納容器内の圧力、温度及び床上
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放射能レベルが異常に上昇した場合は、「格納容器内圧力高」、「格納容器内温度

高」及び「格納容器内床上線量率高」により警報が中央制御室に発せられ、工学

的安全施設の作動により、格納容器から放出される放射性物質を低減する。なお、

工学的安全施設は、手動操作によっても作動できるものとする。 

（ⅱ）その他 

ａ．原子炉施設における放射性物質の濃度及び放射線量並びに周辺監視区域の境界

付近における放射線量を監視及び測定するための放射線管理施設により、迅速な

対応のために必要な情報を収集する。 

ｂ．防護活動組織を編成して事故の拡大防止や影響緩和に必要な措置を講じる。 

（４）資機材 

外部電源喪失及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故における格納容器破損

防止措置に使用する設備等は「2.5.1 外部電源喪失及び原子炉トリップ信号発信失敗の

重畳事故」と同じである。これらの設備等は、基準地震動による地震力に対して機能を喪

失しないように整備する。 

（５）作業と所要時間 

外部電源喪失及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故における格納容器破損

防止措置の手順及び各手順の所要時間は「2.5.1 外部電源喪失及び原子炉トリップ信号

発信失敗の重畳事故」と同じである。 

（６）措置の有効性評価 

本事象の事象進展及び格納容器破損防止措置は「2.5.1 外部電源喪失及び原子炉トリ

ップ信号発信失敗の重畳事故」と同じである。このため、措置の有効性の評価は「2.5.1 

外部電源喪失及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故」において実施する。 

上記の評価結果から、外部電源喪失及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故

を想定しても格納容器の破損は防止され、施設からの多量の放射性物質等の放出は防止さ

れる。 
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2.5.3 出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故 

（１）事故の原因及び説明 

出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故は、原

子炉の出力運転中に、何らかの原因で制御棒の連続的な引抜きが生じ、原子炉の出力が上

昇した状態で、「中性子束高（出力領域）」による原子炉トリップ信号の発信に失敗し、原

子炉の停止に失敗する事象として考える。 

（２）格納容器破損防止措置の基本的な考え方 

出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故では、

炉心損傷防止措置が機能しないことを仮定した場合、炉心の著しい損傷に至ることから、

１次主冷却系における強制循環（長期対策としては１次主循環ポンプのポニーモータを使

用）、２次主冷却系の強制循環（長期対策としては自然循環）及び主冷却機の強制通風（長

期対策としては自然通風）により、損傷炉心物質を冷却することで原子炉冷却材バウンダ

リの温度上昇を抑制し、原子炉容器内に損傷炉心物質を閉じ込める措置を講じることで格

納容器の破損を防止する。 

また、炉心の著しい損傷に至った場合、燃料の溶融に伴う即発臨界超過により放出され

るエネルギーによって原子炉容器の上部から格納容器内にナトリウムが噴出する可能性

があるため、回転プラグを含む原子炉容器構造及び格納容器構造により即発臨界超過

の影響を緩和し、格納容器の破損を防止する。 

出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故にお

ける格納容器破損防止措置の対応手順の概要を第2.5.3.1図に示す。 

（３）格納容器破損防止措置 

（ⅰ）格納容器破損防止措置 

出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故

において、格納容器の破損を防止するための措置を以下に示す。これらは、影響緩

和を目的とする。なお、事故の状況に応じて、これらの措置を適切に組み合わせる

ものとする。 

ａ．原子炉冷却材バウンダリの温度上昇を抑制するため、１次主冷却系における強

制循環（長期対策としては１次主循環ポンプのポニーモータを使用）、２次主冷

却系の強制循環（長期対策としては自然循環）及び主冷却機の強制通風（長期対

策としては自然通風）による原子炉容器内冷却を可能とする。 

ｂ．回転プラグ及びその固定ボルトを含む原子炉容器構造及び格納容器構造に

より、即発臨界超過により放出されるエネルギーによって原子炉容器の上部

から格納容器内に噴出したナトリウムの影響を緩和する。 

ｃ．燃料が破損したと推定される場合は、原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバ

ーガス等のバウンダリ内に損傷炉心物質を閉じ込め、貯留する。 

ｄ．格納容器（床上）へナトリウムが噴出し、格納容器内の圧力、温度及び床上

放射能レベルが異常に上昇した場合は、「格納容器内圧力高」、「格納容器内温度

高」及び「格納容器内床上線量率高」により警報が中央制御室に発せられ、工学
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的安全施設の作動により、格納容器から放出される放射性物質を低減する。なお、

工学的安全施設は、手動操作によっても作動できるものとする。 

（ⅱ）その他 

ａ．原子炉施設における放射性物質の濃度及び放射線量並びに周辺監視区域の境界

付近における放射線量を監視及び測定するための放射線管理施設により、迅速な

対応のために必要な情報を収集する。 

ｂ．防護活動組織を編成して事故の拡大防止や影響緩和に必要な措置を講じる。 

（４）資機材 

出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故にお

ける格納容器破損防止措置に使用する設備等を第2.5.3.1表に示す。これらの設備等は、

基準地震動による地震力に対して機能を喪失しないように整備する。 

（５）作業と所要時間 

出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故にお

ける格納容器破損防止措置の手順及び各手順の所要時間を第2.5.3.2表に示す。 

（６）措置の有効性評価 

（ⅰ）格納容器破損防止措置 

ａ）損傷炉心物質の原子炉容器内保持 

1）起因過程の評価 

ａ．解析条件 

計算コードＳＡＳ４Ａにより解析する。 

ⅰ）最大の反応度価値を持つ制御棒 1 本が最大速度で引抜かれるもの

とし、それによる反応度添加率は、制御棒引抜き開始から 10秒まで

は 3.0￠／ｓ、その後 115秒で 0となるように徐々に減少する。 

ⅱ）何らかの理由により原子炉トリップ信号の発信に失敗するものと

する。 

ⅲ）照射燃料集合体については、放出エネルギーが大きくなるよう燃

料インベントリの大きい炉心燃料集合体に置き換える。 

ｂ．解析結果 

解析結果を第 2.5.3.2 図に示す。 

出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉トリップ信号発信失敗

の重畳事故においては、制御棒引抜きによる正の反応度投入によって原

子炉出力が上昇し、比較的出力の高い燃料集合体で燃料の破損に至るが、

破損した燃料の分散に伴う負の反応度が投入されることで原子炉出力の

上昇は抑えられ、起因過程の範囲では炉心は部分的な損傷にとどまり、

即発臨界を超えることはない。 

2）遷移過程の評価 

ａ．解析条件 

計算コードＳＩＭＭＥＲ－Ⅲにより解析する。 

[24]



53条(3)-24 

 

ⅰ）起因過程の解析結果を初期条件とする。 

ⅱ）起因過程の解析結果を引継ぐタイミングは、ラッパ管が破損する

前とする。 

ⅲ）最大の反応度価値を持つ制御棒 1 本が最大速度で引抜かれるもの

とし、それによる反応度添加率は、制御棒引抜き開始から 10秒まで

は 3.0￠／ｓ、その後 115秒で 0となるように徐々に減少する。 

ⅳ）放出エネルギーが大きくなるよう制御棒下部案内管及び後備炉停

止制御棒下部案内管を模擬しない 2次元体系での解析を行う。 

ｂ．解析結果 

解析結果を第 2.5.3.3 図から第 2.5.3.5図に示す。 

本事象においては、事象発生後約 40秒で内側炉心が損傷し、固体状の

燃料が炉心下部に堆積する。これにより、反応度が 1$を超過し、出力が

上昇するが、燃料の分散移動等による負の反応度効果で出力は速やかに

低下し、その出力過渡における炉心平均燃料最高温度は約 4,320℃であ

る。最高温度到達後は燃料の分散によって、反応度及び出力は低下する。

この即発臨界超過後は溶融燃料が炉心上下に流出することにより未臨界

状態となる。 

3）再配置・冷却過程の評価 

本事象では、「2.5.1 外部電源喪失及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳

事故」よりも多くの１次冷却材流量が確保されることから、再配置・冷却過程

の評価は、「2.5.1 外部電源喪失及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事

故」の評価に包絡される。 

このため、再配置・冷却過程の評価は、「2.5.1 外部電源喪失及び原子炉

トリップ信号発信失敗の重畳事故」において実施する。 

ｂ）原子炉容器の上部から格納容器内に噴出したナトリウムの影響緩和 

本事象で発生する機械的エネルギーは、「2.5.1 外部電源喪失及び原子炉

トリップ信号発信失敗の重畳事故」の値を下回る。このため、措置の有効性

の評価は、「2.5.1 外部電源喪失及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事

故」において実施する。 

 

以上より、出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳

事故を想定しても格納容器の破損は防止され、施設からの多量の放射性物質等の放出は防

止される。 
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第2.5.3.1表 格納容器破損防止措置に使用する設備等 

 

動作・判断・操作 手順 
設備 

常設設備 可搬設備 計装設備 

原子炉 

トリップ信号発信 
－ － － 

①  関連するプロセス

計装 

原子炉容器内 

冷却確認 

・ １次主冷却系（強制循環）の

運転状況を確認するとともに、

２次主冷却系（強制循環又は自

然循環）及び主冷却機（強制通

風又は自然通風）に異常等がな

いことを確認する。 

－ － 
① 関連するプロセス

計装 

原子炉冷却材 

バウンダリ及び 

原子炉カバーガス 

等のバウンダリ内 

に放射性物質を 

閉じ込め、貯留 

・ 放射性物質を閉じ込めるた

め、原子炉カバーガス等のバウ

ンダリを隔離する。 

① １次アルゴンガス系 

１）原子炉カバーガスのバ

ウンダリに属する容器・

配管・弁（ただし、計装

等の小口径のものを除

く。） 

－ 
① 関連するプロセス

計装 

格納容器 

アイソレーション

確認 

・ 「格納容器内圧力高」、「格

納容器内温度高」、「格納容器

内床上線量率高」により、原子

炉保護系（アイソレーション）

が動作し、工学的安全施設が自

動的に作動し、隔離されること

を確認する。 

① 格納容器 

② 格納容器バウンダリに属

する配管・弁 

－ 

① 原子炉保護系（ア

イソレーション） 

② 関連するプロセス

計装 
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第2.5.3.2表 格納容器破損防止措置の手順及び各手順の所要時間 

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

状況判断 運転員A 1 ・原子炉自動停止失敗と判断
・原子炉スクラム、後備炉停止系
スクラムに失敗した場合は原子炉
自動停止失敗と判断する。

運転員B、C 2 ・原子炉容器内冷却確認

・１次主冷却系（強制循環）の運
転状況を確認するとともに、２次
主冷却系（強制循環又は自然循
環）及び主冷却機（強制通風又は
自然通風）に異常等がないことを
確認する。

運転員D 1
・原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カ
  バーガス等のバウンダリ内に放射性物質
  を閉じ込め、貯留

・燃料破損検出系により燃料破損
の有無を確認する。
・燃料が破損したと推定される場
合、放射性物質を閉じ込めるた
め、原子炉カバーガス等のバウン
ダリを隔離する。

運転員A、E 2 ・格納容器アイソレーション確認

・「格納容器内圧力高」、「格納
容器内温度高」、「格納容器内床
上線量率高」により、原子炉保護
系（アイソレーション）が動作
し、工学的安全施設が自動的に作
動し、隔離されることを確認す
る。また、隔離に失敗している場
合は手動で隔離する。

備考必要な要員と作業項目
経過時間（分）

要員（名）
（作業に必要な要員数）

格納容器破損
防止措置

10 15 20 25 30 60

▽異常事象発生（制御棒の異常な引抜き）

▽原子炉自動停止失敗と判断

120 180 240

▽事故発生の判断（「中性子束高（出力領域）」による

原子炉トリップ信号発信失敗）

▽炉心の著しい損傷の有無を判断

5
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制御棒の異常な引抜き

凡例

：動作、確認

：プラント状態

：判断

：運転員と対策要員の作業

：有効性評価上期待しない措置

（No）

低温停止確認
・ １次主冷却系：ポニーモータ低速運転
・ ２次主冷却系：自然循環
・ 主冷却機 ：自然通風

原子炉自動停止

出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故

【格納容器破損防止措置】

運転時の異
常な過渡変
化又は設計
基準事故

多量の
放射性物質等
を放出する
おそれ
のある事故

原子炉ｽｸﾗﾑ確認
「中性子束高（出力領域）」

後備炉停止系ｽｸﾗﾑ確認
「原子炉出口冷却材温度高」
（後備炉停止系用

論理回路動作）

（No）

原子炉容器内冷却確認
・ １次主冷却系：強制循環
・ ２次主冷却系：強制循環又は自然循環
・ 主冷却機 ：強制通風又は自然通風

（Yes）

（Yes）

原子炉ﾄﾘｯﾌﾟ信号発信
「中性子束高（出力領域）」

（Yes）

原子炉冷却材ﾊﾞｳﾝﾀﾞﾘ及び
原子炉ｶﾊﾞｰｶﾞｽ等のﾊﾞｳﾝﾀﾞﾘ内
に放射性物質を閉じ込め、貯留

格納容器アイソレーション確認＊

「格納容器内圧力高」
「格納容器内温度高」

「格納容器内床上線量率高」

【炉心損傷防止措置】

＊：格納容器（床上）へのナトリウムの噴出等に
より、格納容器内の圧力、温度及び床上放射
能レベルが異常に上昇した場合

（No）

格納容器手動アイソレーション

原子炉自動停
止失敗と判断

炉心損傷防止
（原子炉自動停止）

原子炉容器内冷却確認
・ １次主冷却系：強制循環
・ ２次主冷却系：強制循環又は自然循環
・ 主冷却機 ：強制通風又は自然通風

格納容器破損防止
（原子炉冷却材ﾊﾞｳﾝﾀﾞﾘ温度上昇抑制）

格納容器破損防止
（格納容器ﾊﾞｳﾝﾀﾞﾘ温
度・圧力等上昇抑制）

格納容器内閉
じ込め確認

（Yes）

炉心の著しい損傷

格納容器（床上）へのナト
リウムの噴出等による原子
炉冷却材バウンダリ外への

放射性物質の漏えい

制御棒連続引抜き阻止
インターロックの動作

（Yes）

（Yes）

原子炉手動停止
・手動スクラム
・制御棒保持電磁石励磁手動断
・後備炉停止制御棒保持電磁石励
磁手動断

・制御棒駆動機構による制御棒手
動挿入

・後備炉停止制御棒駆動機構によ
る後備炉停止制御棒手動挿入

 

第 2.5.3.1図 格納容器破損防止措置の対応手順の概要 

(炉心損傷防止措置は機能しないことを仮定) 
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第 2.5.3.2図 起因過程における出力及び反応度履歴 
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第 2.5.3.3図 遷移過程における反応度履歴 

 

 

 

第 2.5.3.4図 遷移過程における出力履歴 
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第 2.5.3.5図 遷移過程における炉心平均燃料温度履歴 
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2.5.4出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故 

（１）事故の原因及び説明 

出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故

は、原子炉の出力運転中に、何らかの原因で制御棒の連続的な引抜きが生じ、原子炉の出

力が上昇した状態で、「中性子束高（出力領域）」による原子炉トリップ信号の発信に成功

するものの、原子炉保護系（スクラム）の動作に失敗し、原子炉の停止に失敗する事象と

して考える。 

（２）格納容器破損防止措置の基本的な考え方 

出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故

では、炉心損傷防止措置が機能しないことを仮定した場合、炉心の著しい損傷に至ること

から、１次主冷却系における強制循環（長期対策としては１次主循環ポンプのポニーモー

タを使用）、２次主冷却系の強制循環（長期対策としては自然循環）及び主冷却機の強制

通風（長期対策としては自然通風）により、損傷炉心物質を冷却することで原子炉冷却材

バウンダリの温度上昇を抑制し、原子炉容器内に損傷炉心物質を閉じ込める措置を講じる

ことで格納容器の破損を防止する。 

また、炉心の著しい損傷に至った場合、燃料の溶融に伴う即発臨界超過により放出され

るエネルギーによって原子炉容器の上部から格納容器内にナトリウムが噴出する可能性

があるため、回転プラグを含む原子炉容器構造及び格納容器構造により即発臨界超過

の影響を緩和し、格納容器の破損を防止する。 

出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故

における格納容器破損防止措置の対応手順の概要は「2.5.3 出力運転中の制御棒の異常

な引抜き及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故」と同じである。 

 

（３）格納容器破損防止措置 

（ⅰ）格納容器破損防止措置 

出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重

畳事故において、格納容器の破損を防止するための措置を以下に示す。これらは、

影響緩和を目的とする。なお、事故の状況に応じて、これらの措置を適切に組み合

わせるものとする。 

ａ．原子炉冷却材バウンダリの温度上昇を抑制するため、１次主冷却系における強

制循環（長期対策としては１次主循環ポンプのポニーモータを使用）、２次主冷

却系の強制循環（長期対策としては自然循環）及び主冷却機の強制通風（長期対

策としては自然通風）による原子炉容器内冷却を可能とする。 

ｂ．回転プラグ及びその固定ボルトを含む原子炉容器構造及び格納容器構造に

より、即発臨界超過により放出されるエネルギーによって原子炉容器の上部

から格納容器内に噴出したナトリウムの影響を緩和する。 

ｃ．燃料が破損したと推定される場合は、原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバ

ーガス等のバウンダリ内に放射性物質を閉じ込め、貯留する。 
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ｄ．格納容器（床上）へナトリウムが噴出し、格納容器内の圧力、温度及び床上

放射能レベルが異常に上昇した場合は、「格納容器内圧力高」、「格納容器内温度

高」及び「格納容器内床上線量率高」により警報が中央制御室に発せられ、工学

的安全施設の作動により、格納容器から放出される放射性物質を低減する。なお、

工学的安全施設は、手動操作によっても作動できるものとする。 

（ⅱ）その他 

ａ．原子炉施設における放射性物質の濃度及び放射線量並びに周辺監視区域の境

界付近における放射線量を監視及び測定するための放射線管理施設により、迅速

な対応のために必要な情報を収集する。 

ｂ．防護活動組織を編成して事故の拡大防止や影響緩和に必要な措置を講じる。 

（４）資機材 

出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故

における格納容器破損防止措置に使用する設備等は「2.5.3 出力運転中の制御棒の異常

な引抜き及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故」と同じである。これらの設備等は、

基準地震動による地震力に対して機能を喪失しないように整備する。 

（５）作業と所要時間 

出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故

における格納容器破損防止措置の手順及び各手順の所要時間は「2.5.3 出力運転中の制

御棒の異常な引抜き及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故」と同じである。 

（６）措置の有効性評価 

本事象の事象進展及び格納容器破損防止措置は「2.5.3 出力運転中の制御棒の異常な

引抜き及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故」と同じである。このため、措置の有

効性の評価は「2.5.3 出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉トリップ信号発信

失敗の重畳事故」において実施する。 

上記の評価結果から、出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉保護系（スクラム）

動作失敗の重畳事故を想定しても格納容器の破損は防止され、施設からの多量の放射性物

質等の放出は防止される。 
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2.5.5 ２次冷却材流量減少及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故 

（１）事故の原因及び説明 

２次冷却材流量減少及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故は、原子炉の出力運転

中に、何らかの原因で２次系の冷却材流量が減少した後、「２次冷却材流量低」による原

子炉トリップ信号の発信に失敗し、原子炉の停止に失敗する事象として考える。 

（２）格納容器破損防止措置の基本的な考え方 

２次冷却材流量減少及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故では、炉心損傷防止措

置が機能しないことを仮定した場合でも、第2.5.5.1図に示すとおり、炉心及び冷却系の

物理的特性により、炉心の著しい損傷は防止される。 

上記の評価結果から、２次冷却材流量減少及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故

を想定しても格納容器の破損は防止され、施設からの多量の放射性物質等の放出は防止さ

れる。 
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第 2.5.5.1図 ２次冷却材流量減少及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故 

（代替原子炉トリップ信号による原子炉停止機能がないと仮定） 
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2.5.6 ２次冷却材流量減少及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故 

（１）事故の原因及び説明 

２次冷却材流量減少及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故は、原子炉の出

力運転中に、何らかの原因で２次系の冷却材流量が減少した後、「２次冷却材流量低」に

よる原子炉トリップ信号の発信に成功するものの、原子炉保護系（スクラム）の動作に失

敗し、原子炉の停止に失敗する事象として考える。 

（２）格納容器破損防止措置の基本的な考え方 

２次冷却材流量減少及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故では、炉心損傷

防止措置が機能しないことを仮定した場合でも、事象進展は「2.5.5 ２次冷却材流量減

少及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故」と同じである。このため、「2.5.5 ２

次冷却材流量減少及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故」と同様に、炉心及び冷却

系の物理的特性により、炉心の著しい損傷は防止される。 

上記の評価結果から、２次冷却材流量減少及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重

畳事故を想定しても格納容器の破損は防止され、施設からの多量の放射性物質等の放出は

防止される。 
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2.5.7 １次冷却材漏えい（2箇所）事故 

（１）事故の原因及び説明 

１次冷却材漏えい（2 箇所）事故は、原子炉の出力運転中に、何らかの原因で原子炉冷

却材バウンダリ機能を有する１次主冷却系又は１次補助冷却系の配管（内側）が破損し、

原子炉が「炉内ナトリウム液面低」により自動停止した後、リークジャケット又は配管（外

側）により漏えい量が抑制された状態での崩壊熱除去中に、リークジャケット又は配管（外

側）が破損し、１次冷却材が二重壁外に漏えいする事象として考える。ここでは、事故が

発生した場合における炉心損傷防止措置が少ない点に着眼し、１次冷却材漏えい箇所は、

安全容器内の配管（内側及び外側）とする。 

（２）格納容器破損防止措置の基本的な考え方 

１次冷却材漏えい（2箇所）事故では、炉心損傷防止措置が機能しないことを仮定した

場合、炉心の著しい損傷に至ることから、原子炉容器外に冷却材（ナトリウム）や損傷炉

心物質が流出したものとして、安全容器にて、流出した冷却材や損傷炉心物質を保持し、

コンクリート遮へい体冷却系により、安全容器と生体遮へい体（コンクリート遮へい体）

のギャップに窒素ガスを通気し、安全容器内にて保持した損傷炉心物質等を冷却する措置

を講じることで格納容器の破損を防止する。 

さらに、ここでは、炉心冷却機能の喪失を前提としていることを踏まえ、炉心が溶融す

る過程で、炉心が露出するまでに冷却材の蒸発が生じ、原子炉冷却材バウンダリが高圧に

なることを想定し、主中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1次・2次境界）の過圧を

防止するため、１次アルゴンガス系に安全板を設置し、原子炉冷却材バウンダリの過圧を

防止する措置を講じる。また、断熱材及びヒートシンク材により、安全板から流出するナ

トリウムによる熱的影響を緩和する措置を講じる。 

１次冷却材漏えい（2箇所）事故における格納容器破損防止措置の対応手順の概要を第

2.5.7.1図に示す。 

（３）格納容器破損防止措置 

（ⅰ）格納容器破損防止措置 

１次冷却材漏えい（2箇所）事故において、格納容器の破損を防止するための措置を以

下に示す。これらは、影響緩和を目的とする。なお、事故の状況に応じて、これらの措置

を適切に組み合わせるものとする。 

ａ．原子炉容器外に流出した冷却材や損傷炉心物質を保持するため、安全容器を

整備する。 

ｂ．安全容器と生体遮へい体のギャップに窒素ガスを通気し、安全容器内にて保

持した損傷炉心物質等を冷却するため、コンクリート遮へい体冷却系を整備す

る。 

ｃ．原子炉冷却材ナトリウムの蒸発により、主中間熱交換器の原子炉冷却材バウ

ンダリ（1次・2次境界）が過圧されることを防止するため、１次アルゴンガス

系に安全板を整備する。 

ｄ．安全板から流出するナトリウムによる熱的影響を緩和するため、断熱材及び
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ヒートシンク材を整備する。また、流出したナトリウムがコンクリートと直接

接触することを防止するため、格納容器（床下）の室には鋼製のライナを整備

する。 

ｅ．原子炉運転中は格納容器（床下）を窒素雰囲気に保ち、ナトリウムが流出し

た場合の燃焼反応を防止する。 

ｆ．ナトリウムが流出し、格納容器内の圧力、温度及び床上放射能レベルが異常

に上昇した場合は、「格納容器内圧力高」、「格納容器内温度高」及び「格納容器

内床上線量率高」により警報が中央制御室に発せられ、工学的安全施設の作動

により、格納容器から放出される放射性物質を低減する。なお、工学的安全施

設は、手動操作によっても作動できるものとする。 

（ⅱ）その他 

ａ．原子炉施設における放射性物質の濃度及び放射線量並びに周辺監視区域の境

界付近における放射線量を監視及び測定するための放射線管理施設により、迅

速な対応のために必要な情報を収集する。 

ｂ．防護活動組織を編成して事故の拡大防止や影響緩和に必要な措置を講じる。 

（４）資機材 

１次冷却材漏えい（2箇所）事故における格納容器破損防止措置に使用する設備等を第

2.5.7.1表に示す。これらの設備等は、基準地震動による地震力に対して機能を喪失しな

いように整備する。 

（５）作業と所要時間 

１次冷却材漏えい（2箇所）事故における格納容器破損防止措置の手順及び各手順の所

要時間を第2.5.7.2表に示す。 

（６）措置の有効性評価 

（ⅰ）格納容器破損防止措置 

ａ）原子炉容器外に流出した冷却材や損傷炉心物質の安全容器内保持 

ａ．解析条件 

  計算コードＦＬＵＥＮＴ等により解析する。 

ⅰ）炉心損傷防止措置の解析条件と同じ事象進展により、原子炉容器等の冷

却材液位が１次主冷却系の循環に支障を来すレベルまで低下するものと

する。 

ⅱ）安全容器内に漏えいしたナトリウムは安全容器にて保持され、補助冷却

設備の運転に必要な液位は確保されるものの、何らかの理由により補助冷

却設備による崩壊熱の除去が機能しないものとする。 

ⅲ）事故発生前から常時運転のコンクリート遮へい体冷却系の運転を継続し、

安全容器外面冷却による除熱を実施するものとする。 

ⅳ）炉心崩壊熱による原子炉容器内のナトリウムの昇温、蒸発挙動を計算し、

蒸発による液位低下を評価する。なお、蒸発したナトリウムは１次アルゴ

ンガス系に整備した安全板より流出するものとする。 
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ⅴ）安全容器内での冷却に関する崩壊熱を保守的に設定するため、原子炉容

器内液位の低下により、炉心頂部が露出した時点の崩壊熱（240kW）を有

した損傷炉心物質が安全容器内に移行するものとする。 

ⅵ）原子炉容器底部に移行した損傷炉心物質はナトリウム中で冷却されるた

め、表面温度はナトリウムの沸点を超えることはなく、原子炉容器底部を

溶融貫通することはない。しかしながら、原子炉容器底部が長期間高温に

維持され、クリープ破損が生じる可能性があるため、原子炉容器底部の破

損を想定する。 

ⅶ）コンクリート遮へい体冷却系の安全容器外面冷却の解析で求めた温度条

件及び損傷炉心物質による荷重条件に基づき、安全容器の構造健全性を評

価する。 

ｂ．解析結果 

原子炉容器内の事象推移の計算結果を第 2.5.7.2 図及び第 2.5.7.3 図に

示す。 

上記の事象推移の結果に基づき安全容器内の事象推移を計算した結果、

コンクリート遮へい体冷却系の安全容器外面冷却により、原子炉容器内か

ら流出した損傷炉心物質の崩壊熱は安定的に除去され、安全容器の最高温

度は設計温度 450℃を超えることはない。また、安全容器内の圧力上昇は、

安全弁の動作等により抑制され、設計圧力を超えることはない。 

以上より、安全容器の健全性は損なわれず、安全容器内で損傷炉心物質

を冷却保持できる。 

 

ｂ）主中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1 次・2 次境界）の破損の防止 

本事象の事象進展では、原子炉冷却材温度及び圧力が通常運転時より低い状態で、

１次主冷却系の循環に必要な液位を下回るため、主中間熱交換器の原子炉冷却材バウ

ンダリ（1 次・2 次境界）を、1 次冷却材を介して過温・過圧することはなく、当該

バウンダリの破損の防止のための評価の条件は、「2.5.8 ２次冷却材漏えい及び強制

循環冷却失敗の重畳事故」が相対的に厳しい。 

このため、措置の有効性の評価は、「2.5.8 ２次冷却材漏えい及び強制循環冷却

失敗の重畳事故」において実施する。 

 

ｃ）原子炉冷却材バウンダリの外に流出したナトリウムによる熱的影響の緩和 

本事象の事象進展では、炉心が露出するまでに格納容器（床下）に流出する原子

炉冷却材ナトリウムの量が、「2.5.8 ２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗の重

畳事故」より少ない。 

このため、措置の有効性の評価は、「2.5.8 ２次冷却材漏えい及び強制循環冷

却失敗の重畳事故」において実施する。 
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「a）原子炉容器外に流出した冷却材や損傷炉心物質の安全容器内保持」の評価結果及び

「2.5.8 ２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗の重畳事故」の評価結果から、１次冷却

材漏えい（2箇所）事故を想定しても格納容器の破損は防止され、施設からの多量の放射性

物質等の放出は防止される。 
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第 2.5.7.1表 格納容器破損防止措置に使用する設備等 

 

動作・判断・操作 手順 
設備 

常設設備 可搬設備 計装設備 

原子炉冷却材 

バウンダリが高圧 

に至ることの判断 

・冷却材の著しい昇温及び蒸発が

生じた場合、原子炉冷却材バウ

ンダリが高圧に至ると判断す

る。 

－ － ①関連するプロセス計装 

１次アルゴンガス系 

安全板より、 

ナトリウム蒸気を 

格納容器（床下） 

に放出 

・１次アルゴンガス系安全板よ

り、ナトリウム蒸気が格納容器

（床下）に流出することを確認

する。 

①断熱材及び 

ヒート 

シンク材 

－ ①関連するプロセス計装 

格納容器 

アイソレーション確認 

・「格納容器内圧力高」、「格納容

器内温度高」、「格納容器内床上

線量率高」により、原子炉保護

系（アイソレーション）が動作

し、工学的安全施設が自動的に

作動し、隔離されることを確認

する。 

①格納容器 

②格納容器 

バウンダリ 

に属する 

配管・弁 

－ 

①原子炉保護系 

（アイソレーション） 

②関連するプロセス計装 

原子炉容器外に 

冷却材や 

損傷炉心物質が 

流出したことの判断 

・安全容器内の圧力が著しく上昇

した場合、原子炉容器外に冷却

材や損傷炉心物質が流出した

と判断する。 

－ － ①関連するプロセス計装 

安全容器による 

冷却材や損傷炉心物質の

保持 

・ 

コンクリート遮へい体 

冷却系による冷却 

・安全容器により冷却材や損傷炉

心物質が保持されることを確

認する。また、コンクリート遮

へい体冷却系の運転により、安

全容器内にて保持した損傷炉

心物質を冷却する。 

①安全容器 

及びコンクリ

ート遮へい体

冷却系 

－ ① 関連するプロセス計装 
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第2.5.7.2表 格納容器破損防止措置の手順及び各手順の所要時間 

 

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

状況判断 運転員A、B 2
・原子炉冷却材バウンダリが高圧に至る
　ことの判断

・冷却材の著しい昇温及び蒸発が
推定される場合に、原子炉冷却材
バウンダリが高圧に至ると判断す
る。

運転員D 1
・１次アルゴンガス系安全板より、ナトリ
　ウム蒸気を格納容器（床下）に放出

・１次アルゴンガス系安全板よ
り、ナトリウム蒸気が格納容器
（床下）に放出されることを確認
する。

運転員A、E 2 ・格納容器アイソレーション確認

・「格納容器内圧力高」、「格納
容器内温度高」、「格納容器内床
上線量率高」により、原子炉保護
系（アイソレーション）が動作
し、工学的安全施設が自動的に作
動し、隔離されることを確認す
る。

状況判断 運転員A、B 2
・原子炉容器外に冷却材や損傷炉心物質が
　流出したことの判断

・安全容器内圧力に著しい上昇が
生じた場合に、原子炉容器外に損
傷炉心物質が流出したと判断す
る。

格納容器破損
防止措置

運転員B、E 2
・安全容器による冷却材や損傷炉心物質の
　保持
・コンクリート遮へい体冷却系による冷却

・安全容器により冷却材や損sy法
炉心物質が保持されることを確認
する。また、コンクリート遮へい
体冷却系の運転により、安全容器
内にて保持した損傷炉心物質を冷
却する。

備考必要な要員と作業項目
経過時間（分）

要員（名）
（作業に必要な要員数）

格納容器破損
防止措置

▽異常事象発生（安全容器内１次主冷却系配管（内側）破損）

▽冷却材の昇温及び蒸発により、

原子炉冷却材バウンダリが高圧に至ると判断

▽事故発生の判断（安全容器内１次主冷却系配管（外側）破損に伴う炉内冷却材液位低下）

▽原子炉容器外に損傷炉心物質

が流出と判断

10 20 30 5時間 5日 10日 30日 40日1日5 60
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１次冷却材漏えい
（安全容器内１次主冷却系配管（内側）破損）

凡例

：動作、確認

：プラント状態

：判断

：運転員と対策要員の作業

：有効性評価上期待しない措置

原子炉自動停止後の崩壊熱除去
・ １次主冷却系：ポニーモータ低速運転
・ ２次主冷却系：自然循環
・ 主冷却機 ：自然通風

原子炉自動停止

１次冷却材漏えい（2箇所）事故

【炉心損傷防止措置】

多量の
放射性物質等
を放出する
おそれ
のある事故

【格納容器破損防止措置】

原子炉ｽｸﾗﾑ確認
「炉内ﾅﾄﾘｳﾑ液面低」

炉心損傷防止
（崩壊熱を除去）

補助冷却設備運転
（Yes）

（No）

＊1：ナトリウムによる熱的影響を緩和するため、断熱材及びヒートシンク材を整備
＊2：原子炉運転中は格納容器（床下）を窒素雰囲気に保持

格納容器破損防止
（保持した放射性物質等を冷却）

安全容器内
１次主冷却系配管（外側）破損
に伴う炉内冷却材液位低下

冷却材の昇温及び蒸発に
より、原子炉冷却材ﾊﾞｳﾝ
ﾀﾞﾘが高圧に至ると判断

原子炉容器外に冷却材
（ナトリウム）や放射性
物質等が流出と判断

安全容器により、冷却材や放射性物質等
を保持し、コンクリート遮へい体冷却系
により冷却

（Yes）

（No）

安全容器により、漏えいした冷却
材を保持し、炉心冷却に必要な炉
内冷却材液位を確保

運転時の異
常な過渡変
化又は設計
基準事故

格納容器アイソレーション確認
「格納容器内圧力高」
「格納容器内温度高」

「格納容器内床上線量率高」

格納容器破損防止
（格納容器ﾊﾞｳﾝﾀﾞﾘ温度・圧力

上昇抑制）

１次ｱﾙｺﾞﾝｶﾞｽ系安全板
より、ﾅﾄﾘｳﾑ蒸気を

格納容器（床下）に放出＊1＊2

格納容器破損防止
（主中間熱交換器の原子炉冷却
材バウンダリ（1次・2次境界）
圧力上昇抑制）

格納容器内閉じ込め確認

（No）
格納容器手動

アイソレーション

（Yes）

冷却材の昇温及び蒸発により、
原子炉冷却材ﾊﾞｳﾝﾀﾞﾘが過温・

過圧

 

第 2.5.7.1図 格納容器破損防止措置の対応手順の概要 

(炉心損傷防止措置は機能しないことを仮定) 
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第 2.5.7.2図 炉内事象推移の計算結果 (原子炉容器内冷却材温度及び炉心崩壊熱の推移） 

 

第 2.5.7.3図 炉内事象推移の計算結果 (原子炉容器内冷却材液位及び冷却材蒸発率の推移） 
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2.5.8 ２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗の重畳事故 

（１）事故の原因及び説明 

２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗の重畳事故は、原子炉の出力運転中に、２次冷

却材の漏えいが生じ、原子炉が「原子炉入口冷却材温度高」により自動停止した後、原子

炉停止後の崩壊熱除去において、１次主冷却系における低速運転（１次主循環ポンプのポ

ニーモータを使用）による強制循環冷却に失敗するとともに補助冷却設備の運転による強

制循環冷却に失敗する事象として考える。 

（２）格納容器破損防止措置の基本的な考え方 

1ループの自然循環による炉心損傷防止措置は1系統の動的機器を要する措置と比べて

信頼性が極めて高く、失敗することは考えられないが、「国立研究開発法人日本原子力研

究開発機構大洗研究所（南地区）高速実験炉原子炉施設（「常陽」） 第53条（多量の放

射性物質等を放出する事故の拡大の防止）に係る説明書（その1：炉心の著しい損傷に至

る可能性があると想定する事故の選定） 2.2 多量の放射性物質等を放出するおそれの

ある事故の想定の基本的な考え方」において示した安全容器の機能も踏まえた格納容器破

損防止措置の頑健性を確認するために、何らかの原因で自然循環に期待できない場合を仮

定する。 

この場合、炉心の著しい損傷に至ることから、原子炉容器外に冷却材（ナトリウム）や

損傷炉心物質が流出したものとして、安全容器にて、流出した冷却材や損傷炉心物質を保

持し、コンクリート遮へい体冷却系により、安全容器と生体遮へい体（コンクリート遮へ

い体）のギャップに窒素ガスを通気し、安全容器内にて保持した損傷炉心物質を冷却する

措置を講じることで格納容器の破損を防止する。 

さらに、ここでは、炉心冷却機能の喪失を前提としていることを踏まえ、炉心が溶融す

る過程で、炉心が露出するまでに冷却材の蒸発が生じ、原子炉冷却材バウンダリが高圧に

なることを想定し、主中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1次・2次境界）の過圧を

防止するため、１次アルゴンガス系に安全板を設置し、原子炉冷却材バウンダリの過圧を

防止する措置を講じる。また、断熱材及びヒートシンク材により、安全板から流出するナ

トリウムによる熱的影響を緩和する措置を講じる。 

２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗の重畳事故における格納容器破損防止措置の

対応手順の概要を第2.5.8.1図に示す。 

（３）格納容器破損防止措置 

（ⅰ）格納容器破損防止措置 

２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗の重畳事故において、格納容器の破損を防止す

るための措置を以下に示す。これらは、影響緩和を目的とする。なお、事故の状況に応じ

て、これらの措置を適切に組み合わせるものとする。 

ａ．原子炉容器外に流出した冷却材や損傷炉心物質を保持するため、安全容器を整備

する。 

ｂ．安全容器と生体遮へい体のギャップに窒素ガスを通気し、安全容器内にて保持し

た損傷炉心物質を冷却するため、コンクリート遮へい体冷却系を整備する。 
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ｃ．原子炉冷却材ナトリウムの蒸発により、主中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダ

リ（1次・2次境界）が過圧されることを防止するため、１次アルゴンガス系に安

全板を整備する。 

ｄ．安全板から流出するナトリウムによる熱的影響を緩和するため、断熱材及びヒー

トシンク材を整備する。また、流出したナトリウムがコンクリートと直接接触す

ることを防止するため、格納容器（床下）の室には鋼製のライナを整備する。な

お、１次主冷却系の配管・機器の破損による格納容器内の圧力、温度の異常な上

昇を検出した場合には、手動操作によって、１次主冷却系配管に残存するナトリ

ウムをダンプタンクにドレンすることを可能とする。 

ｅ．原子炉運転中は格納容器（床下）を窒素雰囲気に保ち、ナトリウムが流出した場

合の燃焼反応を防止する。 

ｆ．ナトリウムが流出し、格納容器内の圧力、温度及び床上放射能レベルが異常に上

昇した場合は、「格納容器内圧力高」、「格納容器内温度高」及び「格納容器内床上

線量率高」により警報が中央制御室に発せられ、工学的安全施設の作動により、

格納容器から放出される放射性物質を低減する。なお、工学的安全施設は、手動

操作によっても作動できるものとする。 

（ⅱ）その他 

ａ．原子炉施設における放射性物質の濃度及び放射線量並びに周辺監視区域の境界付

近における放射線量を監視及び測定するための放射線管理施設により、迅速な対

応のために必要な情報を収集する。 

ｂ．防護活動組織を編成して事故の拡大防止や影響緩和に必要な措置を講じる。 

（４）資機材 

２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗の重畳事故における格納容器破損防止措置に

使用する設備等を第2.5.8.1表に示す。これらの設備等は、基準地震動による地震力に対

して機能を喪失しないように整備する。 

（５）作業と所要時間 

２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗の重畳事故における格納容器破損防止措置の

手順及び各手順の所要時間を第2.5.8.2表に示す。 

（６）措置の有効性評価 

（ⅰ）格納容器破損防止措置 

ａ）原子炉容器外に流出した冷却材や損傷炉心物質の安全容器内保持 

本事象は、原子炉容器液位が確保された状態で崩壊熱除去機能を喪失する事故

であるため、「2.5.7 １次冷却材漏えい（2箇所）事故」と比較して、原子炉冷

却材バウンダリ内の冷却材インベントリが多く、安全容器内保持の有効性評価の

条件は、「2.5.7 １次冷却材漏えい（2箇所）事故」が相対的に厳しい。 

このため、措置の有効性の評価は、「2.5.7 １次冷却材漏えい（2箇所）事故」

において実施する。 

ｂ）主中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1 次・2 次境界）の破損の防止 
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ａ．解析条件 

ⅰ）炉心損傷防止措置の解析条件と同じ事象進展により、炉心の強制循環冷

却に失敗するものとする。 

ⅱ）１次主冷却系の循環に必要な液位は確保された状態で、何らかの原因で

炉心の自然循環冷却に失敗するものとする。 

ⅲ）原子炉冷却材温度の上昇を高めに評価するため、主中間熱交換器 2 基の

2 次側の除熱能力の完全喪失を仮定する。また、1 次主冷却系配管の断熱

を仮定する。 

ⅳ）事故発生前から常時運転のコンクリート遮へい体冷却系の運転を継続し、

安全容器外面冷却による除熱を実施するものとする。 

ⅴ）炉心崩壊熱による原子炉冷却材バウンダリ内ナトリウムの昇温挙動を計

算し、主中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1 次・2 次境界）の温

度を評価する。 

ⅵ）主中間熱交換器の２次側下部プレナムの鏡板の座屈について、日本機械

学会 発電用原子力設備規格 設計・建設規格 第 I編 軽水炉規格(2016)

の PVB-3220及び PVB-3230 に準拠して評価する。 

ⅶ）主中間熱交換器の２次側下部プレナムの鏡板にかかる外圧は、ナトリウ

ムによるヘッド圧及び１次アルゴンガス系の圧力を考慮する。 

ｂ．解析結果 

原子炉容器内の事象推移の計算結果を第2.5.8.2図及び第2.5.8.3図に示す。 

過圧防止措置により主中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1 次・2 次

境界）の圧力は 0.1MPa以下に抑制され、原子炉容器内の事象推移の計算温度

から求められる耐圧 1.0MPa を下回るため、バウンダリの健全性は確保さ

れる。 

ｃ）原子炉冷却材バウンダリの外に流出したナトリウムによる熱的影響の緩和 

  ａ．解析条件 

計算コードＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲコードにより解析する。 

ⅰ）ナトリウムは、「ｂ）主中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1 次・

2 次境界）の破損の防止」で評価した冷却材温度及び蒸発速度で１次アル

ゴンガス系に整備した安全板より蒸気の形態で流出するものとする。 

ⅱ）窒素雰囲気（酸素濃度 3.5vol％）の格納容器（床下）に流出したナトリ

ウムは窒素ガス中の酸素等と反応し、格納容器（床下）にプール状に溜る

ものとする。 

ⅲ）格納容器（床下）に整備する断熱材及びヒートシンク材による影響緩和

の効果を考慮する。 

ⅳ）雰囲気から構造材への伝熱は自然対流による熱伝達を考えるものとする。

またナトリウムプールが形成される室については、上記に加え熱輻射によ

る伝熱を考えるものとする。 
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ⅴ）格納容器（床上）と格納容器（床下）は、内外圧差 981Paに対して 100％

／dの通気率があるものとする。 

ｂ．解析結果 

解析結果を第2.5.8.4図及び第2.5.8.5図に示す。 

格納容器（床上）の最高圧力及び格納容器鋼壁の最高温度は、それぞれ約

0.032kg／cm2[gage]（約3.2kPa[gage]）及び約42℃であり、格納容器の設計圧

力1.35kg／cm2[gage]（約0.13MPa [gage]）及び格納容器鋼壁の設計温度150℃

を超えず、格納容器（床上）の健全性は確保される。 

また、格納容器（床下）の最高圧力は約0.032kg／cm2[gage]（約3.2kPa 

[gage]）、断熱材及びヒートシンク材を整備した床のライナ最高温度及びコン

クリート最高温度は、それぞれ約68℃及び約68℃であり、格納容器（床下）の

健全性は確保される。 

 

以上より、２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗の重畳事故を想定しても格

納容器の破損は防止され、施設からの多量の放射性物質等の放出は防止される。 
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第2.5.8.1表 格納容器破損防止措置に使用する設備等 

 

動作・判断・操作 手順 
設備 

常設設備 可搬設備 計装設備 

原子炉 

スクラム 

（自動停止） 

確認 

・ 「原子炉入口冷却材温度高」

による原子炉トリップ信号発

信及び原子炉スクラム（自動

停止）を確認する。 

① 制御棒 

② 制御棒駆動系 
－ 

① 原子炉保護系（ス

クラム） 

② 関連するプロセス

計装 

③ 関連する核計装 

事故発生 

の判断 

・ １次主冷却系の強制循環冷

却及び補助冷却設備の強制循

環冷却に失敗した場合は事故

発生と判断する。 

－ － 
① 関連するプロセス

計装 

原子炉冷却材 

バウンダリが高圧 

に至ることの判断 

・ 冷却材の著しい昇温及び蒸

発が生じた場合、原子炉冷却

材バウンダリが高圧に至ると

判断する。 

－ － 
① 関連するプロセス

計装 

１次アルゴンガス系 

安全板より、 

ナトリウム蒸気を 

格納容器（床下） 

に放出 

・ １次アルゴンガス系安全板

より、ナトリウム蒸気が格納

容器（床下）に流出すること

を確認する。 

① 断熱材及びヒートシンク

材 
－ 

① 関連するプロセス

計装 

格納容器 

アイソレーション確認 

・ 「格納容器内圧力高」、「格

納容器内温度高」、「格納容

器内床上線量率高」により、

原子炉保護系（アイソレーシ

ョン）が動作し、工学的安全

施設が自動的に作動し、隔離

されることを確認する。 

① 格納容器 

② 格納容器バウンダリに属

する配管・弁 

－ 

① 原子炉保護系（ア

イソレーション） 

② 関連するプロセス

計装 

原子炉容器外に 

冷却材や 

損傷炉心物質が 

流出したことの判断 

・ 安全容器内の圧力が著しく

上昇した場合、原子炉容器外

に冷却材や損傷炉心物質が流

出したと判断する。 

－ － 
① 関連するプロセス

計装 

安全容器による 

冷却材や損傷炉心物質

の保持 

・ 

コンクリート遮へい体

冷却系による冷却 

・ 安全容器により冷却材や損

傷炉心物質が保持されること

を確認する。また、コンクリ

ート遮へい体冷却系の運転に

より、安全容器内にて保持し

た損傷炉心物質を冷却する。 

① 安全容器及びコンクリー

ト遮へい体冷却系 
－ 

①  関連するプロ

セス計装 
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第2.5.8.2表 格納容器破損防止措置の手順及び各手順の所要時間 

 

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

運転員A 1 ・原子炉スクラム確認
・「原子炉入口冷却材温度高」に
よる原子炉保護系（スクラム）動
作を確認する。

運転員A、B 2 ・事故発生の判断

・１次主冷却系の強制循環冷却失
敗を確認する。
・補助冷却設備の強制循環冷却失
敗を確認する。

炉心損傷
防止措置

運転員B、C 2 ・自然循環移行（1ループ）

・１次主冷却系（自然循環）、２
次主冷却系（自然循環）及び主冷
却機（自然通風）の運転状況を確
認する。

状況判断 運転員A、B 2
・原子炉冷却材バウンダリが高圧に至る
　ことの判断

・冷却材の著しい昇温及び蒸発が
推定される場合に、原子炉冷却材
バウンダリが高圧に至ると判断す
る。

運転員D 1
・１次アルゴンガス系安全板より、ナトリ
  ウム蒸気を格納容器（床下）に放出

・１次アルゴンガス系安全板よ
り、ナトリウム蒸気が格納容器
（床下）に放出されることを確認
する。

運転員A、E 2 ・格納容器アイソレーション確認

・「格納容器内圧力高」、「格納
容器内温度高」、「格納容器内床
上線量率高」により、原子炉保護
系（アイソレーション）が動作
し、工学的安全施設が自動的に作
動し、隔離されることを確認す
る。

状況判断 運転員A、B 2
・原子炉容器外に冷却材や放射性物質等が
  流出したことの判断

・安全容器内圧力に著しい上昇が
生じた場合に、原子炉容器外に冷
却材や放射性物質等が流出したと
判断する。

格納容器破損
防止措置

運転員B、D、E 3
・安全容器による冷却材や放射性物質等の
  保持
・コンクリート遮へい体冷却系による冷却

・安全容器により冷却材や放射性
物質等が保持されることを確認す
る。また、コンクリート遮へい体
冷却系の運転により、安全容器内
にて保持した放射性物質等を冷却
する。

備考必要な要員と作業項目
経過時間（分）

要員（名）
（作業に必要な要員数）

状況判断

格納容器破損
防止措置

▽異常事象発生（２次冷却材漏えい）

▽冷却材の昇温及び蒸発により、

原子炉冷却材バウンダリが高圧に至ると判断

▽事故発生の判断

（1次主冷却系の強制循環冷却及び補助冷却設備の強制循環冷却失敗）

▽原子炉容器外に冷却材（ナトリウム）や

放射性物質等が流出と判断

10 20 30 60 3時間 10日 20日 30日 40日5
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２次冷却材漏えい

凡例

：動作、確認

：プラント状態

：判断

：運転員と対策要員の作業

：有効性評価上期待しない措置

（No）

原子炉自動停止後の崩壊熱除去
・ １次主冷却系：ポニーモータ低速運転
・ ２次主冷却系：自然循環
・ 主冷却機 ：自然通風

原子炉自動停止

２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗の重畳事故

【炉心損傷防止措置】

多量の
放射性物質等
を放出する
おそれ
のある事故

【格納容器破損防止措置】

原子炉ｽｸﾗﾑ確認
「原子炉入口冷却材温度高」

炉心損傷防止
（崩壊熱を除去）

自然循環移行
（1ループ）

＊1：ナトリウムによる熱的影響を緩和するため、断熱材及びヒートシンク材を整備
＊2：原子炉運転中は格納容器（床下）を窒素雰囲気に保持

格納容器破損防止
（保持した放射性物質等を冷却）

（Yes）
１次主冷却系の
強制循環冷却確認

原子炉停止後の崩壊熱除去
・ １次主冷却系：自然循環
・ ２次主冷却系：自然循環
・ 主冷却機 ：自然通風

（Yes）

原子炉容器外に冷却材
（ナトリウム）や放射性
物質等が流出と判断

安全容器により、冷却材や放射性物質等
を保持し、コンクリート遮へい体冷却系
により冷却

補助冷却設備の
強制循環冷却確認

（No）

原子炉自動停止後の崩壊熱除去
・ 補助冷却設備：強制循環

（Yes）

運転時の異
常な過渡変
化又は設計
基準事故

格納容器アイソレーション確認
「格納容器内圧力高」
「格納容器内温度高」

「格納容器内床上線量率高」

格納容器破損防止
（格納容器ﾊﾞｳﾝﾀﾞﾘ温度・圧力

上昇抑制）

冷却材の昇温及び蒸発に
より、原子炉冷却材ﾊﾞｳﾝ
ﾀﾞﾘが高圧に至ると判断

１次ｱﾙｺﾞﾝｶﾞｽ系安全板
より、ﾅﾄﾘｳﾑ蒸気を

格納容器（床下）に放出＊1＊2

格納容器破損防止
（主中間熱交換器の原子炉冷却
材バウンダリ（1次・2次境界）
圧力上昇抑制）

冷却材の昇温及び蒸発により、
原子炉冷却材ﾊﾞｳﾝﾀﾞﾘが過温・

過圧

格納容器内閉じ込め確認

（No）
格納容器手動

アイソレーション

（Yes）

（No）

 

第 2.5.8.1図 格納容器破損防止措置の対応手順の概要 

(炉心損傷防止措置は機能しないことを仮定) 
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第 2.5.8.2図 炉内事象推移の計算結果（原子炉容器内冷却材温度及び炉心崩壊熱の推移） 

 

第 2.5.8.3図 炉内事象推移の計算結果（原子炉容器内冷却材液位及び冷却材蒸発率の推移）
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第 2.5.8.4図 格納容器内圧力の推移

 

第 2.5.8.5図 格納容器鋼壁温度の推移 
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2.5.9 外部電源喪失及び強制循環冷却失敗の重畳事故 

（１）事故の原因及び説明 

外部電源喪失及び強制循環冷却失敗の重畳事故は、原子炉の出力運転中に、何らかの原

因で外部電源が喪失し、原子炉が「電源喪失」により自動停止した後、原子炉停止後の崩

壊熱除去において、１次主冷却系における低速運転（１次主循環ポンプのポニーモータを

使用）による強制循環冷却に失敗するとともに補助冷却設備の運転による強制循環冷却に

失敗する事象として考える。 

（２）格納容器破損防止措置の基本的な考え方 

外部電源喪失及び強制循環冷却失敗の重畳事故では、原子炉自動停止後の崩壊熱除去に

おいて、炉心の冷却機能が喪失することから、炉心の露出によって炉心の著しい損傷に至

る可能性がある。したがって、外部電源喪失及び強制循環冷却失敗の重畳事故では、独立

した2ループの１次主冷却系及び２次主冷却系の自然循環並びに主冷却機の自然通風によ

り原子炉停止後の崩壊熱を除去し、炉心の著しい損傷を防止する。 

独立した2ループの自然循環による炉心損傷防止措置は1系統の動的機器を要する措置

と比べて信頼性が極めて高い。 

また、1ループの炉心損傷防止措置が機能しないことを仮定した場合でも、「2.5.8 ２次

冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗の重畳事故」の炉心損傷防止措置の有効性評価で示し

たとおり、1ループの１次主冷却系及び２次主冷却系の自然循環並びに主冷却機の自然通

風により、炉心の著しい損傷は防止される。 

上記の評価結果から、外部電源喪失及び強制循環冷却失敗の重畳事故を想定しても格納

容器の破損は防止され、施設からの多量の放射性物質等の放出は防止される。 
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2.5.10 全交流動力電源喪失事故 

（１）事故の原因及び説明 

全交流動力電源喪失事故は、原子炉の出力運転中に、何らかの原因で外部電源が喪失し、

原子炉が「電源喪失」により自動停止した後、非常用ディーゼル電源系のディーゼル発電

機（2 基）の自動起動に失敗し、一般電源系及び非常用ディーゼル電源系の電源が全て同

時に失われる事象として考える。 

（２）格納容器破損防止措置の基本的な考え方 

全交流動力電源喪失事故では、原子炉自動停止後の崩壊熱除去において、炉心の冷却機

能が喪失することから、炉心の露出によって炉心の著しい損傷に至る可能性がある。した

がって、全交流動力電源喪失事故では、独立した2ループの１次主冷却系及び２次主冷却

系の自然循環並びに主冷却機の自然通風により原子炉停止後の崩壊熱を除去し、炉心の著

しい損傷を防止する。 

独立した2ループの自然循環による炉心損傷防止措置は1系統の動的機器を要する措置

と比べて信頼性が極めて高い。1ループの炉心損傷防止措置が機能しないことを仮定した

場合でも、「2.5.8 ２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗の重畳事故」の炉心損傷防止

措置の有効性評価で示したとおり、1ループの１次主冷却系及び２次主冷却系の自然循環

並びに主冷却機の自然通風により、炉心の著しい損傷は防止される。 

上記の評価結果から、全交流動力電源喪失事故を想定しても格納容器の破損は防止され、

施設からの多量の放射性物質等の放出は防止される。 
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2.5.11 冷却材流路閉塞（千鳥格子状）事故 

（１）事故の原因及び説明 

冷却材流路閉塞（千鳥格子状）事故は、原子炉の出力運転中に、何らかの原因で原子炉

容器内に異物が存在し、燃料集合体内の１次冷却材の流路のうち、複数のサブチャンネル

が千鳥格子状に閉塞される事象として考える。燃料集合体内の複数のサブチャンネルが千

鳥格子状に閉塞されることで、除熱能力が低下して燃料要素が破損することを想定し、燃

料要素の内部に蓄積されていた核分裂生成ガスが隣接する燃料要素に向かって放出され

る事象も想定する。 

（２）格納容器破損防止措置の基本的な考え方 

冷却材流路閉塞（千鳥格子状）事故では、炉心損傷防止措置が機能しないことを仮定し

た場合、炉心の著しい損傷に至る可能性があることから、１次主冷却系における強制循環

（長期対策としては１次主循環ポンプのポニーモータを使用）、２次主冷却系の強制循環

（長期対策としては自然循環）及び主冷却機の強制通風（長期対策としては自然通風）に

より、損傷炉心物質を冷却することで原子炉冷却材バウンダリの温度上昇を抑制し、原子

炉容器内に損傷炉心物質を閉じ込める措置を講じることで格納容器の破損を防止する。 

また、炉心の著しい損傷に至った場合、燃料の溶融に伴う即発臨界超過により放出され

るエネルギーによって原子炉容器の上部から格納容器内にナトリウムが噴出する可能性

があるため、回転プラグを含む原子炉容器構造及び格納容器構造により即発臨界超過

の影響を緩和し、格納容器の破損を防止する。 

冷却材流路閉塞（千鳥格子状）事故における格納容器破損防止措置の対応手順の概要を

第2.5.11.1図に示す。 

（３）格納容器破損防止措置 

（ⅰ）格納容器破損防止措置 

冷却材流路閉塞（千鳥格子状）事故において、格納容器の破損を防止するための措置

を以下に示す。これらは、影響緩和を目的とする。なお、事故の状況に応じて、これら

の措置を適切に組み合わせるものとする。 

ａ．原子炉冷却材バウンダリの温度上昇を抑制するため、１次主冷却系における強

制循環（長期対策としては１次主循環ポンプのポニーモータを使用）、２次主冷

却系の強制循環（長期対策としては自然循環）及び主冷却機の強制通風（長期対

策としては自然通風）による原子炉容器内冷却を可能とする。 

ｂ．回転プラグ及びその固定ボルトを含む原子炉容器構造及び格納容器構造に

より、即発臨界超過により放出されるエネルギーによって原子炉容器の上部

から格納容器内に噴出したナトリウムの影響を緩和する。 

ｃ. 燃料が破損した場合に、異常を早期に検出するため、中央制御室に警報を発す

る燃料破損検出系（遅発中性子法燃料破損検出設備）を整備する。 

ｄ．燃料が破損したと推定される場合は、原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバ

ーガス等のバウンダリ内に放射性物質を閉じ込め、貯留する。 

ｅ．格納容器（床上）へナトリウムが噴出し、格納容器内の圧力、温度及び床上
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放射能レベルが異常に上昇した場合は、「格納容器内圧力高」、「格納容器内温度

高」及び「格納容器内床上線量率高」により警報が中央制御室に発せられ、工学

的安全施設の作動により、格納容器から放出される放射性物質を低減する。なお、

工学的安全施設は、手動操作によっても作動できるものとする。 

（ⅱ）その他 

ａ．原子炉施設における放射性物質の濃度及び放射線量並びに周辺監視区域の境

界付近における放射線量を監視及び測定するための放射線管理施設により、迅

速な対応のために必要な情報を収集する。 

ｂ．防護活動組織を編成して事故の拡大防止や影響緩和に必要な措置を講じる。 

（４）資機材 

冷却材流路閉塞（千鳥格子状）事故における格納容器破損防止措置に使用する設備等を

第2.5.11.1表に示す。これらの設備等は、基準地震動による地震力に対して機能を喪失し

ないように整備する。 

（５）作業と所要時間 

冷却材流路閉塞（千鳥格子状）事故における格納容器破損防止措置の手順及び各手順の

所要時間を第2.5.11.2表に示す。 

（６）措置の有効性評価 

（ⅰ）格納容器破損防止措置 

冷却材流路閉塞（千鳥格子状）事故において、局所的な異常が拡大した場合の炉

心損傷の影響については、原子炉停止失敗により炉心全体で多数の燃料集合体の損

傷が生じる「2.5.1 外部電源喪失及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故」に

包絡される。 

このため、措置の有効性の評価は、「2.5.1 外部電源喪失及び原子炉トリップ信

号発信失敗の重畳事故」において実施する。 

上記の評価結果から、冷却材流路閉塞（千鳥格子状）事故を想定しても格納容器

の破損は防止され、施設からの多量の放射性物質等の放出は防止される。 
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第2.5.11.1表 格納容器破損防止措置に使用する設備等 

動作・判断・操作 手順 
設備 

常設設備 可搬設備 計装設備 

原子炉容器内 

冷却確認 

・ １次主冷却系（強制循環）

の運転状況を確認するととも

に、２次主冷却系（強制循環又

は自然循環）及び主冷却機（強

制通風又は自然通風）に異常等

がないことを確認する。 

－ － 
① 関連するプロセス

計装 

原子炉冷却材 

バウンダリ及び 

原子炉カバーガス 

等のバウンダリ内 

に放射性物質を 

閉じ込め、貯留 

・ 放射性物質を閉じ込めるた

め、原子炉カバーガス等のバウ

ンダリを隔離する。 

① １次アルゴンガス系 

１）原子炉カバーガスのバ

ウンダリに属する容器・

配管・弁（ただし、計装

等の小口径のものを除

く。） 

－ 
① 関連するプロセス

計装 

格納容器 

アイソレーション 

確認 

・ 「格納容器内圧力高」、「格

納容器内温度高」、「格納容器

内床上線量率高」により、原子

炉保護系（アイソレーション）

が動作し、工学的安全施設が自

動的に作動し、隔離されること

を確認する。 

① 格納容器 

② 格納容器バウンダリに属

する配管・弁 

－ 

① 原子炉保護系（ア

イソレーション） 

②  関連するプロ

セス計装 
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第5.2.11.2表 格納容器破損防止措置の手順及び各手順の所要時間 

 

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

状況判断 運転員A、D 2 ・事故発生の判断

・燃料破損検出系（カバーガス法
燃料破損検出設備）により、燃料
要素の被覆管が破損したことを確
認する。

炉心損傷
防止措置

運転員A 1 ・原子炉手動停止

・手動スクラム、制御棒保持電磁
石励磁手動断、後備炉停止制御棒
保持電磁石励磁手動断、制御棒駆
動機構による制御棒手動挿入又は
後備炉停止制御棒駆動機構による
後備炉停止制御棒手動挿入によ
り、原子炉を停止する。

運転員B、C 2 ・原子炉容器内冷却確認

・１次主冷却系（強制循環）の運
転状況を確認するとともに、２次
主冷却系（強制循環又は自然循
環）及び主冷却機（強制通風又は
自然通風）に異常等がないことを
確認する。

運転員D 1
・原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カ
  バーガス等のバウンダリ内に放射性物質
  を閉じ込め、貯留

・燃料が破損したと推定される場
合、放射性物質を閉じ込めるた
め、原子炉カバーガス等のバウン
ダリを隔離する。

運転員A、E 2 ・格納容器アイソレーション確認

・「格納容器内圧力高」、「格納
容器内温度高」、「格納容器内床
上線量率高」により、原子炉保護
系（アイソレーション）が動作
し、工学的安全施設が自動的に作
動し、隔離されることを確認す
る。また、隔離に失敗している場
合は手動で隔離する。

備考必要な要員と作業項目
経過時間（分）

要員（名）
（作業に必要な要員数）

格納容器破損
防止措置

20 30 40 50 60 90

▽原子炉停止失敗と判断

120 180 240

▽事故発生の判断

（燃料破損検出系による破損の検出）

▽炉心の著しい損傷の有無を判断

10

▽冷却材流路閉塞による燃料要素の被覆管破損
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第 2.5.11.1 図 格納容器破損防止措置の対応手順の概要 

(炉心損傷防止措置は機能しないことを仮定) 
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2.6 要求事項（試験炉設置許可基準規則第 53条）への適合性説明 

 

（多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止） 

第五十三条 試験研究用等原子炉施設は、発生頻度が設計基準事故より低い事故であって、当

該施設から多量の放射性物質又は放射線を放出するおそれがあるものが発生した場合にお

いて、当該事故の拡大を防止するために必要な措置を講じたものでなければならない。 

 

適合のための設計方針 

 

原子炉施設は、設計基準事故より発生頻度は低いが、敷地周辺の公衆に対して過度の放射線被ばく

（実効線量の評価値が発生事故当たり 5mSv を超えるもの）を与えるおそれがある事故（燃料体の損

傷が想定される事故）について評価し、そのおそれがある場合には、当該事故の拡大を防止するため

に必要な措置を講じた設計とする。 

高速実験炉原子炉施設において、多量の放射性物質等を放出するおそれのある事故の拡大を防止す

るための措置のうち、炉心の著しい損傷に至る可能性があると想定する事故については、炉心の著し

い損傷を防止するための措置（以下「炉心損傷防止措置」という。）を講じるとともに、炉心の著し

い損傷の可能性が生じる場合に、その拡大を防止し、あるいは施設からの多量の放射性物質等の放出

を防止するための措置（以下「格納容器破損防止措置」という。）を講じることを基本方針とする。

なお、高速実験炉原子炉施設は我が国初のナトリウム冷却高速中性子型炉であり、建設当時の安全評

価技術に鑑み、立地評価における炉心溶融再臨界事故への対策として安全容器を設置しているため、

高速実験炉原子炉施設の特徴を考慮して、安全容器の機能も踏まえた格納容器破損防止措置を講じる。

選定した評価事故シーケンスを以下に示す。 

（１）炉心流量喪失時原子炉停止機能喪失（ULOF） 

ａ．外部電源喪失及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故 

ｂ．外部電源喪失及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故 

（２）過出力時原子炉停止機能喪失（UTOP） 

ａ．出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故 

ｂ．出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故 

（３）除熱源喪失時原子炉停止機能喪失（ULOHS） 

ａ．２次冷却材流量減少及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故 

ｂ．２次冷却材流量減少及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故 

（４）原子炉容器液位確保機能喪失による崩壊熱除去機能喪失（LORL） 

ａ．１次冷却材漏えい（2箇所）事故 

（５）交流動力電源が存在し、かつ原子炉容器液位が確保された状態での崩壊熱除去機能喪失

（PLOHS） 

ａ．２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗の重畳事故 

ｂ．外部電源喪失及び強制循環冷却失敗の重畳事故 
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（６）全交流動力電源喪失による強制循環冷却機能喪失(SBO) 

ａ．全交流動力電源喪失（外部電源喪失及びディーゼル発電機起動失敗）事故 

（７）局所的燃料破損（LF） 

ａ．冷却材流路閉塞（千鳥格子状）事故 

想定した事象において、格納容器破損防止措置により、格納容器の破損は防止され、多量の放

射性物質又は放射線を放出するおそれがあるものが発生した場合において、当該事故の拡大を防

止するために必要な措置を講じている。 

 

 

[62]



別紙 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

炉心の著しい損傷に至る可能性があると想定する事故に対する 

格納容器破損防止措置 
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第 1表 評価事故シーケンスに対する格納容器破損防止措置 

 

事象グループ 評価事故シーケンス 格納容器破損防止措置

外部電源喪失及び
原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故

外部電源喪失及び
原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故

出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び
原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故

出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び
原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故

２次冷却材流量減少及び
原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故

２次冷却材流量減少及び
原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故

原子炉容器液位確保
機能喪失による

崩壊熱除去機能喪失
（LORL）

１次冷却材漏えい（2箇所）事故

２次冷却材漏えい及び
強制循環冷却失敗の重畳事故

外部電源喪失及び
強制循環冷却失敗の重畳事故

全交流動力電源喪失
による強制循環冷却
機能喪失（SBO）

全交流動力電源喪失（外部電源喪失及び
ディーゼル発電機起動失敗）事故

局所的燃料破損
（LF）

冷却材流路閉塞（千鳥格子状）事故 ※：格納容器破損防止措置はULOF及びUTOPと同じ

炉心流量喪失時
原子炉停止機能喪失

（ULOF）

過出力時
原子炉停止機能喪失

（UTOP）

除熱源喪失時
原子炉停止機能喪失

（ULOHS）

交流動力電源が存在し、
かつ原子炉容器液位が確
保された状態での崩壊熱
除去機能喪失（PLOHS）

・非常用冷却設備による原子炉容器内強制循環冷却
　　　１次主冷却系　：　強制循環冷却
　　　２次主冷却系　：　自然循環冷却

・回転プラグを含む原子炉容器構造による即発臨界超過時のナトリウム
噴出量の抑制
・原子炉格納容器構造による即発臨界超過時の噴出ナトリウム等の影
響緩和（閉じ込め機能維持）

・負の反応度係数などの固有の物理メカニズムによる出力低減と冷却系
による冷却（1次主冷却系強制循環冷却、2次主冷却系自然循環冷却）

・コンクリート遮へい体冷却系を用いた安全容器外面冷却による損傷炉
心物質の安全容器内保持・冷却
・安全板による原子炉冷却材バウンダリの過圧の防止
・ナトリウム流出位置（安全板設置位置：原子炉格納容器内（床下））に
おける熱的影響緩和措置として、ヒートシンク材・断熱材を敷設

・受動的安全特性を活用した主冷却系（１ループ）による自然循環冷却
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1. 解析にあたって考慮する事項 

有効性評価は、「添付書類 8 10.10 多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止のため

の資機材」の「「燃料体の損傷が想定される事故」に係る資機材」等を用いたものを対象とする。

また、手順及び体制としてはその他の措置との関係も含めて必要となる電源等の資源や要員を整

理した上で、安全機能の喪失に対する仮定、外部電源喪失に対する仮定、単一故障に対する仮定、

運転員の操作時間に対する仮定等を考慮して、原則として事故が収束し、あるいは当該事故の収

束が合理的に判断できる時点までを対象とする。 

  

2. 安全機能の喪失に対する仮定 

各事故シーケンスにおいて、異常事象の発生に加えて想定する多重故障、共通原因故障又は系

統間の機能依存性を考慮した従属故障等の安全機能の喪失を考慮する。また、機能喪失の要因と

して故障等を想定した設備の復旧には期待しない。なお、解析では期待しないが、機能復旧のた

めの手順は整備する。 

 

3. 外部電源喪失に対する仮定 

外部電源の有無の双方について考慮するが、基本的には常用系機器の機能喪失、工学的安全施

設の作動遅れ及び運転員操作への影響を考慮して外部電源がない場合を想定する。ただし、外部

電源を考慮した方が有効性を確認するための評価項目に対して評価結果の余裕が小さくなるよ

うな場合は、外部電源がある場合を想定する。 

 

4. 単一故障に対する仮定 

多量の放射性物質等を放出する事故等は運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故で考慮す

る安全機能が多重の機能喪失を起こすことを想定しており、さらに、「添付書類 8 10.10 多量

の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止のための資機材」は運転時の異常な過渡変化又は設

計基準事故で考慮する安全機能との独立性を考慮していることから、措置として整備する機器の

単一故障は仮定しない。 

 

5. 運転員の操作時間に対する仮定 

事故に対処するために必要な運転員等の手動操作については、原則として、中央制御室での警

報発信又は監視パラメータが操作開始条件に達したことを起点として、確実な実施のための時間

余裕を含め、個別の運転員等の操作に必要な時間で実施するものとして考慮する。 

なお、運転員等は手順書に従い、各操作条件を満たせば順次操作を実施するが、有効性評価に

おける解析の条件設定においては、操作場所までのアクセスルートの状況、操作場所の作業環境

等を踏まえ、実現可能と考えられる操作時間の想定等に基づき上記の操作時間を設定する（別添

1参照）。 

 

6. 考慮する範囲 

解析に当たっては、運転サイクル初期から末期、起動時から定格出力運転時までを考慮し、結
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果を厳しくする運転条件を選定して解析を行う。また、有効性評価においては、原則として事故

が収束し、原子炉等が安定静定状態に導かれるまでを対象とするが、有効性評価における解析と

しては、原子炉等が安定静定状態に導かれることが合理的に推定可能な時点までとする。 
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別添 1 

格納容器の破損を防止するための措置に係る手順の概要 

 

炉心の著しい損傷に至る可能性があると想定する事故の発生時において、事象の種類及び事象の進

展に応じて、事故に的確、かつ、柔軟に対処し、格納容器の破損を防止できるよう手順書を整備する。 

手順書は、使用主体に応じ、運転員が使用する手順書、現場対応班が使用する手順書を整備する。 

以下に、格納容器破損防止措置の有効性評価における各評価事故シーケンスにおいて、事象の発生

から進展に対処する手順を示す。別紙 5の格納容器破損防止措置の有効性評価では、これらの手順に

基づいて評価を実施している。 

なお、本記載内容は、原子炉施設保安規定等の後段規制において、詳細が審査されるものであるが、

ここでは、その概要を説明する。 

 

1. 炉心流量喪失時原子炉停止機能喪失（ULOF）に対する手順 

本事象グループに対する格納容器破損防止措置に係る手順は、原子炉停止失敗の判断、炉心損傷

後の原子炉容器内冷却の確認、原子炉冷却材バウンダリ及びカバーガス等のバウンダリ内での放射

性物質の閉じ込め・貯留、格納容器アイソレーションの確認である。 

炉心損傷後の原子炉容器内冷却の確認の手順を添付 1、原子炉冷却材バウンダリ及びカバーガス

等のバウンダリ内での放射性物質の閉じ込め・貯留の手順を添付 2、格納容器アイソレーションの

手順を添付 3に示す。 

 

2. 過出力時原子炉停止機能喪失（UTOP）に対する手順 

本事象グループに対する格納容器破損防止措置に係る手順は、主冷却系の強制循環の状態を除い

て 1.と同じである。 

 

3. 除熱源喪失時原子炉停止機能喪失（ULOHS）に対する手順 

本事象グループの事象進展は、炉心損傷防止措置が機能しないとした場合でも、炉心支持板の熱

膨張等による負の反応度フィードバックにより、炉心温度の上昇を抑制することにより炉心の著し

い損傷及び格納容器の破損は防止される。 

しかしながら、比較的高温での安定静定状態となるため、この間に、運転員が手動による制御棒

挿入操作を行うことにより、低温の安定静定状態に導く。また、運転員による手動操作によっても、

何らかの原因により制御棒が挿入されない場合は、自主対策設備を用いて、直接、制御棒駆動機構

の軸を回転させることにより、制御棒を炉心に挿入し原子炉を低温の安定静定状態へ移行させるよ

うに努める。 

運転員の手動操作による制御棒挿入操作手順を添付 4、制御棒駆動機構の軸を直接回転させるこ

とにより制御棒を炉心に挿入する操作手順を添付 5に示す。 

 

4. 原子炉容器液位確保機能喪失による崩壊熱除去機能喪失（LORL）に対する手順 

本事象グループに対する格納容器破損防止措置に係る手順は、原子炉冷却材バウンダリが高圧に

至ることの判断、1次アルゴンガス系安全板よりナトリウム蒸気を格納容器（床下）に放出した状
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態の確認、格納容器アイソレーションの確認、原子炉容器外に冷却材や損傷炉心物質が流出したこ

との確認及び安全容器による冷却材や放射性物質等の保持・コンクリート遮へい体冷却系による冷

却である。 

1次アルゴンガス系安全板より、ナトリウム蒸気を格納容器（床下）に放出した状態の確認の手

順を添付 6、原子炉容器外に冷却材や損傷炉心物質が流出したことの確認及び安全容器による冷却

材や損傷炉心物質の保持のためのコンクリート遮へい体冷却系による冷却の手順を添付 7 に示す。 

 

5. 交流動力電源が存在し、かつ原子炉容器液位が確保された状態での崩壊熱除去機能喪失（PLOHS）

に対する手順 

本事象グループに対する格納容器破損防止措置に係る手順は、異常事象による影響を除いて 4.

と同じである。 

 

6. 全交流動力電源喪失（SBO）に対する手順 

本事象グループに対する格納容器破損防止措置は 1ループの自然循環となることから、当該手順

は、5.の事象グループに対する炉心損傷防止措置の手順を適用する。なお、自然循環による崩壊熱

除去に必要な電源については、本事象グループに対する炉心損傷防止措置として仮設電源からの給

電を措置している。 

 

7. 局所的燃料破損（LF）に対する手順 

本事象グループの炉心損傷後の事象進展は、1.の事象グループに包絡されることから、1.の事象

グループに対する格納容器破損防止措置を適用する。 

 

8. 各事象グループに共通の手順 

「常陽」において事故が発生した場合、運転班以外の事故対応要員(現場対応班約 170 名、この

うち緊急作業従事者は約 40名)は、休日夜間を含めて招集され、約 1時間後には現場対応班長（高

速実験炉部長）のもとで事故の影響緩和策をとることができる。また、「常陽」事故対策要領及び

現場対応班活動要領には、高速実験炉部長は、現場対応班の組織によらない対応もできるとしてお

り、現場の状況に応じて必要な要員を影響緩和策に割り当てることができる。 

事故時の共通的な対策として、あらかじめ定めておく事項を以下に示す。なお本記載内容は原子

炉施設保安規定等の後段規制において、詳細が審査されるものであるが、ここでは、その概要を説

明する。 

 

（1）見学者等の避難の手順 

①「常陽」原子炉施設 

原子炉施設に立ち入る見学者等には、職員等が立ち会う。また、非常の事態に発展するおそれの

ある場合などの異常発生時は、中央制御室又は現場指揮所から一斉放送を行い、職員等の誘導のも

と避難させる。 
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②大洗研究所 

事故・災害等が発生した場合は、本部長（大洗研究所の所長）を責任者とする現地対策本部が設

置される。避難については、事故対策規則に基づき設置される現地対策本部において、発災施設の

状況や環境モニタリング等の情報を基に、本部長が判断し、同規則に定めた活動班により行われる。 

具体的には、避難指示は、発災現場の状況、放射性物質の放出状況、環境モニタリングの結果等

の情報を現地対策本部で収集し、判断し、構内放送等により指示を行う。 

避難までの流れは、まずは、屋内退避を指示し、施設毎に人員掌握を行う。 

その後、事象進展・状況に応じて、構内の適切な避難場所（北、南など）及び避難方法を決定す

る。 

現地対策本部の構成班により、構内避難場所へ誘導し、スクリーニングの実施、避難する者の連

絡先等を確認し、その後、事業所外への避難となる。 

なお、通信連絡の詳細は、設置許可基準規則の第 30 条の通信連絡設備等に係る設計基準事故が

発生した場合の対応で説明する。 

 

（2）緊急作業従事者の被ばく管理 

原子炉施設保安規定、大洗研究所（南地区）放射線安全取扱要領等に基づき被ばく管理を行う。

作業は、現場のサーベイ結果を基に実施する。放射線作業用に施設で保有している呼吸保護具、防

護服等の保護具、線量計を着用して作業を実施する。 

中央制御室の居住性については、「常陽」の炉心損傷に至る事象の放射性物質等の放出量は低く

抑制されることから、設置許可基準規則の第 50条の原子炉制御室等への適合性で説明したとおり、

中央制御室の換気設備の隔離により確保される（「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構大洗

研究所（南地区）高速実験炉原子炉施設（「常陽」）第 50 条（原子炉制御室等）に係る説明書」

参照）。しかしながら、運転員の被ばく低減に努めるため、放出された放射性物質等による運転員

等への被ばくから防護するために、チャコールフィルタ付の半面マスク及び全面マスク等の保護具

を整備する。  
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添付 1 

1．炉心損傷後の原子炉容器内冷却の確認の手順 

 

1.1 操作手順 

（1） 当直長は、原子炉の停止に失敗したと判断した場合は、原子炉容器内の冷却状態を確認す

るため、運転員に以下の操作を実施させる。 

（2） １次主循環ポンプがポニーモータ低速運転に移行し、所定の流量が確保されることを確認

する。 

（3） ２次主循環ポンプ及び主送風機が自動停止し、２次主冷却系が自然循環に移行することを

確認する。 

（4） 主冷却器出口ナトリウム温度が、入口ベーン及び入口ダンパの開度調整により制御され、

主冷却器出口ナトリウム温度及び原子炉容器入口冷却材温度が安定することを確認する。 

（5） 当直長は、原子炉の状態監視を強化するため、運転員に以下の操作を実施させる。 

（6） 炉内ナトリウム液面、１次主冷却系流量・温度・圧力、２次主冷却系流量・温度・圧力、ナ

トリウム漏えい検出設備、燃料破損検出設備、カバーガス系温度・圧力、安全容器内温度（炉

容器壁面温度、黒鉛遮へい体温度及び安全容器壁面温度）・圧力、格納容器内温度・圧力・線

量率の監視を強化する。 

 

1.2 操作時間 

1.1 の確認は、原子炉の停止失敗の判断から運転員 2 名により 10 分以内に確認することが可能

である。 
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第 1図 炉心損傷後の原子炉容器内冷却の確認の操作手順に係る補足（1/3）  

＜原子炉附属建物2階＞ ＜中央制御室（A-712）＞

＜１次制御盤＞

＜１次主循環ポンプスイッチ類＞

・１次主冷却系流量
・１次主循環ポンプ回転数
・１次主循環ポンプ電流

１次主循環ポンプのポニーモータ
運転表示灯（運転時赤点灯）

１次主循環ポンプの主電動機運転
表示灯（運転時赤点灯）
※ 左写真は停止中のため緑点灯

核物質防護情報が含まれているため公開できません。

核物質防護情報が含まれて
いるため公開できません。 核物質防護情報が含まれて

いるため公開できません。

核物質防護情報が含まれて
いるため公開できません。
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第 1図 炉心損傷後の原子炉容器内冷却の確認の操作手順に係る補足（2/3）  

＜原子炉附属建物2階＞ ＜中央制御室（A-712）＞

＜２次制御盤＞

２次主循環ポンプ回転数（Aループ）
２次主循環ポンプ電流（Aループ）

主送風機電流
（1A,2A） 主送風機電流

（1B,2B）

２次主循環ポンプ回転数（Bループ）
２次主循環ポンプ電流（Bループ）

２次主冷却系流量（A,Bループ）

核物質防護情報が含まれているため公開できません。

核物質防護情報が含まれて
いるため公開できません。

核物質防護情報が含まれて
いるため公開できません。

核物質防護情報が含まれて
いるため公開できません。
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第 1図 炉心損傷後の原子炉容器内冷却の確認の操作手順に係る補足（3/3） 

  

出口ダンパ

出口ダクト

主送風機

入口ダンパ

入口ダクト

主冷却器
出口配管

主冷却器

主冷却器
入口配管

入口ベーン

＜２次制御盤＞

・入口ベーン開度
・入口ダンパ開度
・主送風機回転数

主冷却器出口ナトリウム
温度制御系（Aループ）

主冷却器出口ナトリウム
温度制御系（Bループ）

主冷却器出口ナトリウム温度が、入口
ベーン及び入口ダンパの開度調整により
制御され、主冷却器出口ナトリウム温度
が安定することを確認する。

核物質防護情報が含まれて
いるため公開できません。

核物質防護情報が含まれて
いるため公開できません。

核物質防護情報が含まれて
いるため公開できません。

核物質防護情報が含まれて
いるため公開できません。

[74]



 

53条(3)-別紙 2-別添 1-8 

添付 2 

 

1．原子炉冷却材バウンダリ及びカバーガス等のバウンダリ内での放射性物質の閉じ込め・貯留の手

順 

 

1.1 操作手順 

(1) 当直長は、燃料破損検出系の指示値が異常に上昇するなどにより、燃料が破損したと推定さ

れる場合、運転員に以下の操作を実施させる。 

(2) 原子炉カバーガス中の放射性物質を閉じ込めるため、１次アルゴンガス系排気ラインの隔離

弁を「全閉」にする。 

 

1.2 操作時間 

1.1の(2)の操作は、運転員 1名により 5分以内に行うことが可能である。 
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第 1図 原子炉冷却材バウンダリ及びカバーガス等のバウンダリ内での 

放射性物質の閉じ込め・貯留の操作手順に係る補足  

＜原子炉附属建物2階＞ ＜中央制御室（A-712）＞

＜１次制御盤＞

＜１次アルゴンガス系各スイッチ類＞

１次アルゴンガス系
排気隔離弁スイッチ

原子炉カバーガス中の放射性
物質を閉じ込めるため、１次ア
ルゴンガス系排気ラインの隔離
弁を「全閉」にする。(隔離弁手
動操作の判断から隔離弁操作ま
で5分以内)

核物質防護情報が含まれているため公開できません。

核物質防護情報が含まれて
いるため公開できません。

核物質防護情報が含まれて
いるため公開できません。
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添付 3 

 

1．格納容器アイソレーションの手順 

 

1.1 操作手順 

(1) 当直長は、炉心の著しい損傷に至る事故の発生により、格納容器内の温度、圧力、線量率が

異常に上昇した場合に、運転員にこれらの監視を強化させる。 

(2) 格納容器内の温度、圧力、線量率のいずれかが原子炉保護系（アイソレーション）の設定値

まで上昇しているにもかかわらず、原子炉保護系（アイソレーション）が動作していない場合

は、運転員に以下の操作を実施させる。 

(3) 中央制御室に設置している手動アイソレーションボタンにより原子炉保護系（アイソレーシ

ョン）を作動させ、格納容器隔離弁を「閉」とする。 

(4) 格納容器隔離弁の状態が正常であることを確認する。 

(5) 格納容器隔離弁の状態に異常が認められた場合は、個別の隔離弁を手動「閉」として格納容

器を隔離する。 

 

1.2 操作時間 

1.1の操作は、格納容器アイソレーションの不作動を確認してから、個別の隔離弁の操作まで

運転員 2名により 30分以内に行うことが可能である。 
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第 1図 格納容器アイソレーションの操作手順に係る補足（1/2）  

＜原子炉附属建物2階＞ ＜中央制御室（A-712）＞

＜原子炉制御盤＞

隔離弁状態表示

手動アイソレーションボタン

アイソレーション警報項目

核物質防護情報が含まれて
いるため公開できません。

核物質防護情報が含まれているため公開できません。

核物質防護情報が含まれて
いるため公開できません。

核物質防護情報が
含まれているため
公開できません。
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第 1図 格納容器アイソレーションの操作手順に係る補足（2/2） 

  

＜原子炉附属建物2階＞

＜原子炉附属建物1階＞

＜管理区域出入管理棟1階＞

＜原子炉附属建物中2階＞

運転員１名（A）は中央制御室で燃料取扱
系以外の隔離弁を所定の状態にする。(隔離
弁手動操作の判断から隔離弁操作まで10分
以内)
運転員１名（B）は中央制御室を出て、管

理区域に入域する。（本図ルートでのアク
セスが困難な場合は、中央制御室非常口、
屋外を経由して入域する。）
管理区域内の燃料取扱設備操作室に入り、

燃取系共通操作盤にて、燃料取扱系の隔離
弁を「閉」にする。(隔離弁手動操作の判断
から隔離弁操作まで30分以内)

核物質防護情報が含まれて
いるため公開できません。

核物質防護情報が含まれて
いるため公開できません。

核物質防護情報が含まれて
いるため公開できません。

核物質防護情報が
含まれているため
公開できません。
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添付 4 

1．運転員の手動操作による制御棒挿入操作手順 

 

1.1 操作手順 

(1) 当直長は、原子炉の状況（出力、制御棒位置、安全保護回路の動作、冷却系の状態等）を確

認し、原子炉の緊急停止が必要な場合において、原子炉の自動スクラムに失敗していると判断

した場合は、運転員に以下の操作を実施させる。 

(2) 原子炉手動スクラムボタンによる原子炉手動スクラムを行う。 

(3) 上記の操作を実施しても制御棒又は後備炉停止制御棒が挿入できない場合は、以下の①～③

の全ての操作を順次実施し、制御棒保持電磁石励磁断又は後備炉停止制御棒保持電磁石励磁断

により、制御棒又は後備炉停止制御棒を挿入する。なお、いずれか一つの操作が有効であれば、

制御棒又は後備炉停止制御棒が挿入され、原子炉は停止する。 

① 励磁制御棒全数スイッチを「切」とする。 

② 各制御棒又は各後備炉停止制御棒の励磁スイッチを「切」とする。 

③ 各制御棒又は各後備炉停止制御棒の励磁電源スイッチを「切」とする。 

(4) 制御棒保持電磁石励磁断又は後備炉停止制御棒保持電磁石励磁断により、制御棒又は後備炉

停止制御棒の挿入ができない場合は、各制御棒の駆動機構又は各後備炉停止制御棒の駆動機構

スイッチを「挿入」として個別に挿入し、原子炉を停止する。 

 

なお、中央制御室からの遠隔操作による原子炉停止機能が喪失した場合には、現場対応班により、

各制御棒の駆動機構を手動で操作して制御棒を挿入する（添付 5）。 

 

1.2 操作時間 

1.1の操作は、運転員 1名により 20分以内に行うことが可能である。 
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第 1図 運転員の手動操作による制御棒挿入操作の操作手順に係る補足（1/2） 

  

＜原子炉附属建物2階＞ ＜中央制御室（A-712）＞

＜原子炉制御盤＞

＜原子炉制御盤各スイッチ＞

手動スクラムボタン

制御棒駆動機構スイッチ
（1,3,4,6）

後備炉停止制御
棒駆動機構スイッチ

（2,5）

制御棒励磁スイッチ
（1,3,4,6）

後備炉停止制御棒
励磁スイッチ

（2,5）

励磁制御棒全数スイッチ

核物質防護情報が含まれているため公開できません。

核物質防護情報が含まれて
いるため公開できません。

核物質防護情報が含まれて
いるため公開できません。

[81]



 

53条(3)-別紙 2-別添 1-15 

 

 

 

第 1図 運転員の手動操作による制御棒挿入操作の操作手順に係る補足（2/2） 

  

＜原子炉制御盤＞

後備炉停止制御棒
励磁電源スイッチ（2,5）

制御棒励磁電源スイッチ
（1,3,4）

制御棒励磁電源スイッチ
（6）

励磁電源スイッチ

核物質防護情報が含まれて
いるため公開できません。

核物質防護情報が含まれているため公開できません。

核物質防護情報が含まれて
いるため公開できません。
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添付 5 

 

1．制御棒駆動機構の軸を直接回転させることにより制御棒を炉心に挿入する操作手順（自主対策） 

 

1.1 手順の検討 

制御棒駆動機構が運転員操作により挿入できない原因は、電気的な故障又は機械的な故障となる。

電気的な故障においては、原子炉上部にて駆動軸を直接回転させることにより、電気信号に頼ること

なく強制的に制御棒を挿入することができる。また、機械的な故障においても、駆動軸を直接回転さ

せて機械的に押し込むことが有効な手段となる。 

 

1.2 操作手順 

現場対応班長は、添付 4の制御棒挿入操作を実施しても、制御棒が挿入できない場合には、原子炉

停止機能喪失と判断し、以下の操作により、原子炉上部に設置されている各制御棒駆動機構の駆動軸

を機械的に回転させて制御棒を炉心に挿入する。なお、以下の作業中は中央制御室において運転員に

よる反応度及び出力等の監視を強化する。 

（1） 原子炉上部の線量率を測定し、異常がないことを確認する。 

（2） 作業員の被ばくを防止するための防護措置を講じる。防護措置の内容は運転手引に定める。 

（3） 以下の①～⑥の操作（第 1 図参照）により、制御棒駆動機構の中間部上ハウジングを切り

離し、制御棒を手動で挿入する。 

① 駆動部の電源を遮断し、電源ケーブルを切り離す。 

② 駆動部ハウジング内の加圧ガスを停止する。 

③ 駆動部の中間部上ハウジングを切り離す。 

④ 駆動部の駆動軸に手動ハンドルを取り付ける。 

⑤ 手動ハンドルを反時計まわりに回転させ、延長管を下降（制御棒を挿入）させる。 

⑥ 駆動部が完全に挿入されたことを下端表示ランプ点灯により確認する。 

(4) 上記の操作により、炉心第 3 列に配置している制御棒を 1 本挿入する。下端まで挿入できな

い場合は、他の炉心第 3列に配置している制御棒を操作し、低温停止に必要な反応度（0.0092

Δk/k）＊1を挿入する。 

 

＊1： 「常陽」の制御棒は、制御棒（主炉停止系）4本、後備炉停止制御棒（後備炉停止系）

2本の全 6本で構成される。制御棒 1本をサイクル運転初期の引き抜き位置から下端まで

挿入すると約 0.01Δk/k の反応度が挿入され、低温停止に必要な反応度を挿入することが

できる。 

 

1.3 操作時間 

1.2の操作は、2.の資機材の準備も含めて、現場対応班員 5名により 5時間以内に行うことが

可能である。 
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2．資機材の準備 

本対応に必要な資機材は、全て敷地内で保管しており、１時間以内に資機材の準備が可能である。 

 

・必要な資機材 

吊り具（チェーンブロック、吊りワイヤ、シャックル、アイボルト） 

六角レンチ 

手動ハンドル 
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添付 6 

1．原子炉容器液位確保機能喪失時の安全板作動確認 

 

1.1 確認手順 

（1） 当直長は、１次冷却材漏えい事故による炉心冷却機能の喪失時に、原子炉冷却材バウンダ

リが高圧に至ると判断した場合、原子炉の状態の監視を強化するため、運転員に以下の操作を

実施させる。 

（2） 炉内ナトリウム液面、原子炉冷却材温度・圧力、ナトリウム漏えい検出設備、燃料破損検

出設備、カバーガス系温度・圧力、安全容器内温度（炉容器壁面温度、黒鉛遮へい体温度及び

安全容器壁面温度）・圧力、格納容器内温度・圧力・線量率の監視を強化する。 

（3） １次アルゴンガス系安全板が作動した場合、以下の(4)及び(5)に示す手順でナトリウム蒸

気が格納容器（床下）に流出したことを確認する。 

（4） １次制御盤に「１次アルゴンガス系安全板作動」の警報が発報したことを確認する。 

（5） 併せて、以下に示す監視パラメータ①から④の指示値が低下し、⑤及び⑥の指示値が上昇

した場合、安全板が作動したと判断し、原子炉格納容器の監視を強化する。 

① 炉容器カバーガス圧力 

② 呼吸ガス圧力調整ヘッダ圧力 

③ １次主循環ポンプ（Ａ）出口ナトリウム圧力 

④ １次主循環ポンプ（Ｂ）出口ナトリウム圧力 

⑤ 格納容器（床下）温度 

⑥ 格納容器（床下）雰囲気放射線モニタ計数値（窒素循環系ガスモニタ） 

 

1.2 操作時間 

1.1 の(1)～(2)の確認は、中央制御室において運転員 2 名により行うことが可能である。(3)～

(5)の確認は、中央制御室において運転員 1名により短時間で行うことが可能である。 
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第 1図 原子炉容器液位確保機能喪失時の安全板作動確認の操作手順に係る補足 

  

＜原子炉附属建物2階＞ ＜中央制御室（A-712）＞

＜格納容器雰囲気調整盤＞

格納容器（床下）温度

＜１次制御盤＞
１次主循環ポンプ出口
ナトリウム圧力（A、Bループ）

原子炉容器カバーガス圧力

呼吸ガス圧力調整ヘッダ圧力

１次アルゴンガス系安全板作動警報

※＜放射線監視盤＞ 窒素ガス循環系ガスモニタ

指示計

記録計

核物質防護情報が含まれているため公開できません。

核物質防護情報が含まれて
いるため公開できません。

核物質防護情報が
含まれているため
公開できません。
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添付 7 

 

1．安全容器による損傷炉心物質の保持のためのコンクリート遮へい体冷却系による冷却の手順 

 

1.1 操作手順 

（1） 当直長は、主冷却系及び補助冷却設備の強制循環冷却、主冷却系の自然循環冷却、コンク

リート遮へい体冷却系による原子炉容器壁冷却による崩壊熱除去機能が喪失した場合、原子炉

の状態及びコンクリート遮へい体冷却系の運転状態の監視を強化するため、運転員に以下の操

作を実施させる。 

（2） 炉内ナトリウム液面、原子炉冷却材温度・圧力、ナトリウム漏えい検出設備、燃料破損検

出設備、カバーガス系温度・圧力、安全容器内温度（炉容器壁面温度、黒鉛遮へい体温度及び

安全容器壁面温度）・圧力、格納容器内温度・圧力・線量率の監視を強化する。 

（3） コンクリート遮へい体冷却系窒素ガスの安全容器部への通気風量及びコンクリート遮へい

体冷却系窒素ガス冷却器の通水流量を増加させるとともに、コンクリート遮へい体冷却系の窒

素ガス温度・圧力・流量の監視を強化する。 

（4） 原子炉カバーガス中の放射性物質を閉じ込めるため、１次アルゴンガス系排気ラインの隔

離弁を「全閉」にする。 

（5） 格納容器内温度、圧力又は線量率が上昇した場合は、格納容器を隔離するとともに、可能

な場合は、アニュラス部排気設備（非常用換気設備を含む。）を運転し、周辺環境への放射性

物質放出量の低減に努める。 

（6） カバーガス系の圧力が異常に上昇した場合は、カバーガスの排気による減圧等を実施する。 

（7） 安全容器内の圧力が異常に上昇した場合は、窒素ガスの排気による減圧等を実施する。 

（8） 損傷炉心物質等が原子炉容器から安全容器内に移行した場合、安全容器内温度・圧力等の

監視を継続し、コンクリート遮へい体冷却系による安全容器冷却により、損傷炉心物質等を安

全容器内で冷却・保持する。 

 

1.2 操作時間 

1.1(1)～(4)の安全容器による損傷炉心物質等の保持のためのコンクリート遮へい体冷却系によ

る冷却の準備操作は、運転員 2 名により 30 分以内で行うことが可能である。なお、コンクリート

遮へい体冷却系は通常運転時から動作しており、かつ、事象発生後も引き続き動作を継続するもの

である。 
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第 1図 安全容器による損傷炉心物質の保持のための 

コンクリート遮へい体冷却系による冷却の操作手順に係る補足（1/2：操作手順（3））  

＜原子炉附属建物2階＞

＜中央制御室（A-712）＞

＜格納容器雰囲気調整盤＞

窒素ガスブロワ電流

窒素ガス冷却器冷却水流量

窒素ガス冷却器冷却水調整※1スイッチ

ピット部通気風量調整※2ダンパ

コンクリート遮へい冷却系の概念図

核物質防護情報が含まれて
いるため公開できません。

核物質防護情報が含まれて
いるため公開できません。

核物質防護情報が含まれて
いるため公開できません。
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第 1図 安全容器による損傷炉心物質の保持のための 

コンクリート遮へい体冷却系による冷却の操作手順に係る補足（2/2：操作手順（4）） 

＜原子炉附属建物2階＞ ＜中央制御室（A-712）＞

＜安全容器計装盤＞

・原子炉容器壁面温度
・黒鉛遮へい体温度
・安全容器壁面温度

核物質防護情報が含まれているため公開できません。
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1. 解析条件設定の考え方 

有効性評価における解析の条件設定については、「別紙 2 解析にあたって考慮する事項」を考慮

するとともに、評価対象とする事故の発生頻度が極めて小さいことを踏まえて、設計値等の現実的な

条件を用いた最適評価を行うことを基本とする。また、計算コードや解析条件の不確かさが大きい場

合には、感度解析等によりその影響を適切に考慮する。 

 

2. 共通解析条件 

有効性評価の解析にあっては、以下に示す解析条件を使用する。 

 

2.1 初期定常運転条件 

解析では、原子炉出力の初期値を定格出力とする。また、１次主冷却系の温度の初期値として、

ホットレグ温度を 456℃、コールドレグ温度を 350℃、１次主冷却系の流量の初期値を定格流量と

する。 

 

2.2 原子炉保護系の特性 

原子炉保護系により監視している原子炉施設のプロセス量が、当該プロセス量の原子炉トリップ

設定値を超えた場合、各検出器で原子炉トリップ信号が発生し、論理回路で原子炉スクラム信号が

発せられ、自動的に制御棒保持電磁石及び後備炉停止制御棒保持電磁石の電源装置からの電流が遮

断される。制御棒保持電磁石及び後備炉停止制御棒保持電磁石の電流が遮断されると制御棒及び後

備炉停止制御棒は駆動部から切り離され、自重及びスプリングによる加速を受けて炉心に落下する。 

また、原子炉スクラム信号が発生すると、１次主循環ポンプはランバック制御状態に入り、ポン

プの回転数を慣性降下によって低下させて低速運転に移行し、原子炉停止後の崩壊熱除去に必要な

流量を確保する。ただし、１次主循環ポンプ駆動電源の喪失時には、主循環ポンプ回転数が所定の

回転数まで低下すると、１次主冷却系はポニーモータ運転に引き継がれ、原子炉停止後の崩壊熱除

去に必要な流量が確保される。また、原子炉スクラム信号の発生により、２次主循環ポンプ及び主

送風機は停止される。 

２次主循環ポンプがトリップした場合、インターロックにより、主冷却機入口ダンパは全開、入

口ベーンは全閉になる。その後、主冷却器出口ナトリウム温度が 300℃を超えた場合、主冷却器出

口ナトリウム温度約 320℃を目標とした自動制御に切り替わり、開度制限約 10％として主に主冷却

機入口ベーンによる温度制御がなされる。 

プロセス量が設定値に達した時点から制御棒保持電磁石励磁断及び後備炉停止制御棒保持電磁

石励磁断となるまでの時間を原子炉保護系の応答時間とし、各原子炉トリップ信号に対して解析結

果が厳しくなるように定めた値を使用する。第 2.1表に、解析で用いた原子炉トリップ設定値及び

応答時間を示す。 

 

2.3 原子炉停止系統の特性 

原子炉スクラム信号によって制御棒及び後備炉停止制御棒は全て炉心下端まで急速に挿入され

るが、崩壊熱除去機能喪失型の事故の解析では、制御棒の挿入により付加される負の反応度を考慮
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する。原子炉停止機能喪失型の事故の解析では、炉心損傷防止措置が機能しないことを仮定するた

め、負の反応度は付加されないものとする。 

 

2.4 反応度係数 

解析で使用する反応度係数はノミナル値（最適評価値）を用いる。なお、不確かさの影響評価に

おいては、炉心構成の変動等による幅（炉心支持板温度係数：±20％、炉心支持板温度係数以外：

±30％）を考慮し、解析結果が厳しくなるように、最大値又は最小値を用いる。 

 

2.5 崩壊熱 

核分裂生成物及びアクチニドの崩壊熱は、ＦＰＧＳコードで計算されるノミナル値（最適評価値）

を用いる。また、各評価事故シーケンスの有効性評価に用いる崩壊熱は、事象進展に要する経過時

間における減衰を考慮した値を用いるとともに、炉心損傷後の崩壊熱には、損傷した炉心燃料から

の希ガス及び揮発性核分裂生成物の放出を考慮した値を用いる。希ガス及び揮発性核分裂生成物を

除いた崩壊熱を第 2.1図に示す。 
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第 2.1表 解析に使用する原子炉トリップ設定値及び応答時間 

 

原子炉スクラム信号 
有効性評価に用いた 

原子炉トリップ設定値 

応答時間

（注１） 

原子炉入口冷却材温度高 365℃ 0.4秒 

炉内ナトリウム液面低  ＮｓＬ-100mm（注２） 0.4秒 

電源喪失 － 1.2秒 

（注１）解析で用いる原子炉保護系の応答時間（プロセス量が原子炉トリップ設定値に達した時点

から制御棒保持電磁石励磁断となるまでの時間）には、原子炉スクラム項目に対して、原子

炉保護系の構成機器（リレー等）を抽出し、それらの仕様における動作時間の最大値を積算

したものに、余裕等を考慮した値を用いる。 

（注２）ＮｓＬ：原子炉容器通常ナトリウム液位 
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第 2.1図 崩壊熱曲線 
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別添 1 

有効性評価の解析における炉心特性の設定 

 

 ULOFの炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置の有効性評価の解析にあっては、標準平衡炉

心の炉心特性を基本としている。炉心構成や燃焼状態等が解析条件に与える不確かさの影響は、評価

項目に影響を及ぼすパラメータの計算に関わる重要現象に係る不確かさとして、反応度係数及び崩壊

熱への影響を考慮する必要がある。これらの不確かさの考慮として、以下に示すように、基本ケース

において保守的な条件を設定又は不確かさの影響評価においてその影響を確認している。 

  

反応度係数 

・基本ケースでは、標準平衡炉心（BOC）の反応度係数を設定。 

・計算コードの不確かさと熱膨張率の不確かさに、炉心構成、燃料初期組成、燃焼状態（BOC/EOC）

の影響を含めて 20%、30%の不確かさ幅を設定[1]し、炉心損傷防止措置及び起因過程の不確かさの影

響評価において、その影響を確認している。 

 

崩壊熱 

・基本ケースでは、連続運転により炉心燃料が標準平衡炉心（EOC）の平均燃焼度に到達する保守的

な想定として計算したノミナル値（最適評価値）を設定。 

・格納容器応答過程の不確かさの影響評価において、計算コードの不確かさに余裕を加えて 10%の不

確かさを設定し、その影響を確認している。なお、再配置・冷却過程においては、溶融燃料の移行

量として、発熱量の不確かさの影響を確認している。 

・燃料初期組成の不確かさとして、Am-241の蓄積により、主に長期の崩壊熱に影響が生じるが、ノミ

ナル値設定における計算条件の保守性及び 10%の不確かさ設定における余裕に包絡される。 

 

[1]：【国立研究開発法人日本原子力研究開発機構大洗研究所（南地区）高速実験炉原子炉施設（「常

陽」）第 32条（炉心等）に係る説明書（その 1）】 
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有効性評価に使用する計算コード 
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1. 有効性評価に使用する計算コード 

有効性評価において使用する計算コードは、事故シーケンスの特徴に応じて、重要現象がモデル化

されており、実験等を基に検証され、適用範囲を含めてその不確かさが把握されているものとし、以

下に示す計算コードを使用する。 

 

1.1 Ｓｕｐｅｒ－ＣＯＰＤ 

1.1.1 概要 

Ｓｕｐｅｒ－ＣＯＰＤは、ナトリウム冷却型高速炉を対象としたプラント冷却系の動特性解析

機能と炉心の核熱安全解析機能を有する汎用モジュール型プラント動特性解析コードであり、炉

心核計算、炉心及び原子炉容器内の熱流動計算、冷却系及び熱交換器の熱流動計算、動的機器（弁、

ポンプ等）の計算、並びに原子炉保護系の計算等の機能を有する。 

炉心核計算では、熱計算により得た燃料、被覆管、冷却材等の炉心各部の平均温度の変化を基

にドップラ反応度及び燃料、冷却材等の温度フィードバック反応度を計算し、一点炉近似核動特

性モデルにより原子炉出力を計算する。また、崩壊熱は崩壊熱曲線を入力データで与える。 

炉心部の熱計算では、炉心全体を複数のチャンネル（炉心平均チャンネル）で代表させ、各炉

心平均チャンネルは径方向に燃料ペレット、被覆管、冷却材、ラッパ管を領域化し、各領域を軸

方向に多ノード分割した各温度点について、エネルギー保存式を解き、それぞれの平均温度を求

める。また、冷却材の温度変化から冷却材の密度変化を計算し、その密度を用いて自然循環力の

計算に必要な水頭圧を計算する。１次主循環ポンプによる強制循環が喪失した場合にはこの自然

循環力が冷却材流動の駆動源となる。なお、炉心平均チャンネルとは別にホットチャンネルを設

定し、線出力等を厳しい条件として燃料集合体の過渡時の最高温度を計算する。 

熱交換器の熱計算では、径方向に伝熱管内流体、伝熱管、伝熱管外流体、シェル（胴体）を領

域化した単チャンネルモデルを設定し、また、原子炉容器や中間熱交換器等のプレナム部及び配

管部の熱計算では、配管壁や冷却材、周辺流体を径方向に領域化し、各領域を軸方向に多ノード

分割した各温度点について、エネルギー保存式を解き、各部の温度を得る。流量は流動計算モデ

ルで計算される。また、炉心部の熱計算と同様に、冷却材の密度変化から自然循環力の計算に必

要な水頭圧を計算する。 

冷却系の流動計算は、流路パスと圧力ノードで流路網（1次元フローネットワーク）を構成し、

駆動源（ポンプ、自然循環力）、圧力損失（炉心部、弁等）の計算モデルを設定して、質量保存則

と運動量保存則から流量及び圧力分布を計算する。また、空気の流動計算は、空気冷却機の出入

口を大気とした流路を設定し、駆動源（ブロワ、自然循環力）、圧力損失（伝熱管部、ベーン等）

の計算モデルを設定し、質量保存則及び運動量保存則から風量を計算する。 

その他、原子炉保護系、インターロック及び制御系のロジック回路による各信号処理をモデル

化し、動的機器等の起動や動作を模擬することができる。 

本計算コードは炉心損傷防止措置の有効性評価（「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

大洗研究所（南地区）高速実験炉原子炉施設（「常陽」） 第 53 条（多量の放射性物質等を放出

する事故の拡大の防止）に係る説明書（その 2：炉心損傷防止措置） 別紙 4 有効性評価に使

用する計算コード」参照）において使用されたが、格納容器破損防止措置の有効性評価において
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は、事象グループ「除熱源喪失時原子炉停止機能喪失（ULOHS）」の解析、及び事象グループ「炉

心流量喪失時原子炉停止機能喪失（ULOF）」において原子炉冷却材バウンダリの健全性を評価す

るために必要な原子炉容器出口温度、再配置・冷却過程の解析に必要な原子炉容器入口温度、炉

心流量等の計算に使用される。また、Ｓｕｐｅｒ－ＣＯＰＤに独立モジュールとして組み込まれ

ているデブリベッド熱計算モジュールは、それ単独で、事象グループ「炉心流量喪失時原子炉停

止機能喪失（ULOF）」の再配置・冷却過程におけるデブリベッド冷却の解析に用いられる。 

 

1.1.2 重要現象のモデル化 

事故シーケンスの特徴に応じ、炉心、原子炉容器、１次主冷却系、２次主冷却系、１次補助冷

却系及び２次補助冷却系における重要現象をモデル化し、評価項目であるパラメータ又は評価項

目の解析に必要なパラメータを計算する。格納容器破損防止措置の有効性評価で使用するモデル

は以下の通りである。評価事故シーケンス（有効性評価の対象としている事故シーケンス）と主

な重要現象との対応関係を第 1.1.1表に示す。 

(1) 炉心及び原子炉容器 

各種反応度フィードバック及び核動特性、崩壊熱、燃料ペレット、被覆管、冷却材等の

温度変化等がモデル化されている。反応度フィードバックについては、長時間にわたって

冷却材温度上昇が続く事故シーケンスでは炉心支持板の膨張効果が重要となる。 

(2) １次主冷却系 

冷却材の熱流動として除熱源喪失型原子炉停止機能喪失の事故シーケンスで重要となる

強制循環がモデル化されている。また、長時間にわたる事故シーケンスでは主中間熱交換

器の熱交換が重要であり、これらがモデル化されている。 

(3) ２次主冷却系 

除熱源喪失型原子炉停止機能喪失等、長時間にわたる事故シーケンスでは、冷却材熱流

動（強制循環、自然循環）、主冷却機の除熱（強制通風、自然通風）が重要であり、これら

がモデル化されている。 

(4) デブリベッド 

内部発熱するデブリベッド内の温度分布及び冷却性限界を解析するため、サブクール状態

及び沸騰状態に応じた等価熱伝導率がモデル化されている。 

 

1.1.3 妥当性確認及び不確かさの把握 

Ｓｕｐｅｒ－ＣＯＰＤ[1]は、その前身の計算コードによる「常陽」及び「もんじゅ」の安全設

計及び安全評価に適用された実績を持ち、ナトリウム冷却型高速炉での単相冷却材の熱流動挙動

を再現するプラント動特性解析及び安全評価に用いる計算コードとして、国内外の実プラントで

取得したデータとの比較が行われている。高速実験炉「常陽」の自然循環試験を対象とした試験

解析により、自然循環崩壊熱除去時の炉心部や系統の熱流動挙動をおおむね再現できることが確

認されている[2]。高速増殖原型炉「もんじゅ」では、40％出力運転状態からのプラントトリップ

試験を対象とした試験解析によりプラントトリップ時のプラントの過渡変化、及びポンプ入熱に

よる自然循環模擬試験を対象とした試験解析により 1 次系自然循環及び 2 次系自然循環時のプ
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ラント挙動を、それぞれおおむね再現できることが確認されている[3][4]。また、IAEA主催の国際

ベンチマークとして実施された米国の実験炉 EBR-Ⅱの自然循環試験解析により、自然循環崩壊

熱除去時のプラント挙動をおおむね再現できることが確認されている[5]。例として、安全保護系

やプラント制御系を含めて最も詳細かつ総合的な試験解析を行った「もんじゅ」におけるプラン

トトリップ試験の解析による確認結果を第 1.1.1図に示す。 

デブリベッド熱計算モジュールについては、米国サンディア国立研究所の試験炉 ACRR を用

いて実施されたデブリベッド冷却性炉内試験 D-10[6]の試験解析[7]により、デブリベッド内の冷

却材温度分布をおおむね再現できることが確認されている（第 1.1.2図）。 

以上の妥当性確認を通じて、計算コードを構成する各モジュールの妥当性や適用性が確認さ

れており、計算コードとしての不確かさは小さく、評価事故シーケンスの解析における重要な評

価項目である冷却材最高温度等の計算を適切に行うことができる。 

 

1.1.4 参考文献 

[1] 大滝、大平、「プラント動特性解析コード(Super-COPD)の開発 -動燃技報 No.76号「コンピ

ュータ利用技術」特集号-」、動燃技報、PNC TN1340 90-004、(1990)、pp27-36. 

[2] K. Nabeshima, et al., “Analysis of natural circulation tests in the experimental 
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Thermal Hydraulics, Chicago, USA, (2015), pp1041-1049. 

[3] F. Yamada, H. Ohira, “Numerical Simulation of MONJU Plant Dynamics by Super-COPD 

using Previous Startup Tests Data”, Proc. of 3rd Joint US-European Fluids 

Engineering Summer Meeting and 8th International Conference on Nanochannels, 

Microchannels and Minichannels, Montreal, Canada, (2010), FEDSM-ICNMM2010-30287. 

[4] F. Yamada, et al., “Development of natural circulation analytical model in SUPER-

COPD code and evaluation of core cooling capability in Monju during a station 

blackout”, Nuclear Technology, 188, (2014), pp292-321. 

[5] N. Doda, H. Ohira and H. Kamide, “Benchmark analysis of EBR-II shutdown heat 

removal test-17 using of plant dynamics analysis code and subchannel analysis code”, 

Proc. of the 2016 International Congress on Advances in Nuclear Power Plants (ICAPP), 

San Francisco, USA, (2016), pp1618-1625. 

[6] G. W. Mitchell, C. A. Ottinger and H. Meister, “The D10 Experiment: Coolability 

of UO2 Debris in Sodium with Downward Heat Removal”, SAND84-1144, Sandia National 
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[7] 曽我部、飛田、小山、「デブリ冷却性評価モデルの検証解析」、日本原子力学会「2013 年秋

の大会」、2013 年 9 月)、八戸工業大学、H31. 
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第 1.1.1 表 Ｓｕｐｅｒ－ＣＯＰＤにおける重要現象のモデル化 

 

 

  

評価事故シー
ケンス

評価項目に係
るパラメータ

分類 重要現象

〇 〇 〇

〇 〇

〇 〇 〇 〇

〇

〇 〇 〇 ○

〇 〇 ○

〇 〇

〇 〇

- 〇

※1: ２次冷却材流量減少及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故
２次冷却材流量減少及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故

※2: 外部電源喪失及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故
外部電源喪失及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故

デ
ブ
リ
ベ
ッ
ド
温
度

外部電源喪失及び原子炉停止失敗(2事象※2)
【ULOF】

主中間熱交換器熱交換

ナトリウム漏えい時の漏えい流量

ポンプフローコーストダウン

炉心流量再配分

冷却材熱流動

冷却材熱流動（強制循環、自然循環）

崩壊熱

原子炉容器ナトリウム液位変化

炉上部プレナム温度成層化

炉心径方向熱移行

2次冷却材流量減少及び原

子炉停止失敗(2事象※1)
【ULOHS】

（
1
次
主
冷
却
系
流

量
）

（
原
子
炉
容
器
入
口

冷
却
材
温
度
）

燃
料
温
度

デブリベッド伝熱

被
覆
管
温
度
及
び

炉
心
冷
却
材
温
度

1
次
冷
却
材
温
度

原
子
炉
容
器
出
口
冷

却
材
温
度

2
次
冷
却
系

1
次
冷
却
系

反応度フィードバックと核動特性

燃料要素過渡伝熱

炉
心
及
び
原
子
炉
容
器

主冷却機除熱（強制通風、自然通風）

ナトリウム漏えい時の漏えい流量

冷却材熱流動（強制循環、自然循環）

主中間熱交換器ナトリウム液位変化
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第 1.1.1図 「もんじゅ」プラントトリップ試験の解析結果 

  

（出典：F. Yamada, H. Ohira, “Numerical Simulation of MONJU Plant Dynamics by 

Super-COPD using Previous Startup Tests Data”, Proc. of 3rd Joint US-European 

Fluids Engineering Summer Meeting and 8th International Conference on 

Nanochannels, Microchannels and Minichannels, Montreal, Canada, (2010), FEDSM-

ICNMM2010-30287.） 

著作権の問題により公開できません。 
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※ 横軸の時刻は試験実施時の時刻 

 

第 1.1.2図 デブリベッド冷却性炉内試験 D-10の試験解析結果 

（点：試験結果、線：解析結果） 
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（出典：曽我部、飛田、小山、「デブリ冷却性評価モデルの検証解析」、日本原子力学会

「2013 年秋の大会」、2013 年 9 月、八戸工業大学、H31.） 

[103]



53条(3)-別紙 4-7 

 

1.2 ＳＡＳ４Ａ 

1.2.1 概要 

ＳＡＳ４Ａは、起因過程において炉心内で発生する種々の現象を解析するモジュールを有機的に

結合させた計算コードであり、高速増殖原型炉「もんじゅ」の安全解析に使用したＳＡＳ３Ｄの次世

代改良版として米国アルゴンヌ国立研究所（ＡＮＬ）で開発された計算コードで、原子力機構では

1980年代に導入し、酸化物燃料版のモデル改良及び検証を行ってきた。 

ＳＡＳ４Ａでは炉心を構成する燃料集合体を出力－流量比等の条件によりグループ化し（ＳＡＳ

チャンネル）、炉心全体を 10～30 程度のＳＡＳチャンネルで代表させる。各チャンネルは上部プレ

ナム及び下部プレナムで水力学的に結合するとともに、1点炉近似動特性で核的に結合することによ

り、炉心全体の事故の進展挙動を解析する。 

１つのＳＡＳチャンネルは平均的燃料要素１本とそれに付随する冷却材流路及び構造材（ラッパ

管）で構成され、燃焼度に応じた定常照射挙動、定常時及び過渡時の燃料要素の径方向伝熱、熱膨張

や変形挙動、並びに冷却材の沸騰挙動を含む軸方向熱流動を計算する。 

燃料要素の破損後の冷却材流路中の溶融燃料等の挙動については、冷却材が沸騰したチャンネル

においてはナトリウム蒸気流による軸方向溶融被覆管移動挙動と、その後の燃料崩壊に伴う軸方向

燃料移動挙動を、未沸騰又は部分沸騰チャンネルにおいては溶融燃料と冷却材の接触・熱交換に伴う

燃料－冷却材相互作用（FCI: Fuel-Coolant Interaction）と軸方向燃料移動挙動を計算する。 

 

1.2.2 重要現象のモデル化 

格納容器破損防止措置の有効性評価において、ＳＡＳ４Ａは事象グループ「炉心流量喪失時原子炉

停止機能喪失（ULOF）」及び「過出力時原子炉停止機能喪失（UTOP）」の事象進展の初期の段階であ

る起因過程の解析に使用する。起因過程解析における有効性評価の評価項目（「国立研究開発法人日

本原子力研究開発機構大洗研究所（南地区）高速実験炉原子炉施設（「常陽」） 第 53条（多量の放

射性物質等を放出する事故の拡大の防止）に係る説明書（その 3：格納容器破損防止措置） 2.4.6 

有効性を評価するための評価項目の設定」参照）に関わる重要なパラメータは反応度変化であり、反

応度が即発臨界を超過して大きなエネルギー放出が生じるかどうかが重要となる。ＳＡＳ４Ａでは、

第 1.2.1表に示すように、反応度変化に影響を及ぼす物理現象である、燃料定常照射挙動、原子炉出

力及び反応度フィードバック挙動、燃料要素の熱的挙動、燃料要素の機械的挙動、冷却材熱流動挙

動、冷却材沸騰挙動、被覆管の溶融と移動挙動、燃料の破損挙動、燃料の軸方向移動挙動及び FCI挙

動に関わる重要現象が以下のとおりモデル化されている。 

(1) 燃料定常照射挙動 

事故開始前の定常運転時の燃焼度に応じた定常照射挙動である、燃料の再組織化、燃料のス

エリングに伴う膨張、FPガスの放出等がモデル化されている。ここでは事故シーケンスの過程

で放出され重要な反応度効果を持つ燃料移動に影響を及ぼす FPガスの保持量の計算がモデル

化されている。 

(2) 原子炉出力及び反応度フィードバック挙動 

反応度フィードバックとしては、燃料ドップラ反応度、燃料及び構造材(スティール)の密度

反応度（軸伸び反応度）、冷却材密度及びナトリウムボイド反応度、並びに燃料及び構造材(ス
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ティール)の移動反応度がモデル化されている。反応度計算に必要な反応度係数はあらかじめ

計算した 3次元分布を基にＳＡＳチャンネル毎及び軸方向計算ノード毎にＳＡＳ４Ａに入力す

る。 

原子炉出力は各計算モデルで計算された物質の温度及び質量の分布と反応度係数から求めた

反応度変化に基づき１点炉近似動特性により計算される。また、遅発中性子は６群近似でモデ

ル化されている。この他に、６群近似の崩壊熱及び構造材のガンマ発熱もモデル化されてい

る。 

(3) 燃料要素の熱的・機械的挙動 

ＳＡＳチャンネルは径方向に燃料ペレット、被覆管、冷却材、ラッパ管を領域化し、各領域

を径方向及び軸方向に多ノード分割しており、各ノードにおいて熱的・機械的挙動に関する計

算を行う。燃料要素の熱的挙動としては、燃料ペレットと被覆管の熱伝導、燃料－被覆管間ギ

ャップ熱伝達、及び被覆管と冷却材との間の熱伝達を考慮した、径方向１次元の熱伝導方程式

を解くことで径方向温度分布を計算する。この燃料ペレットの温度の変化に応じてドップラ反

応度が計算される。燃料要素の機械的挙動としては、燃料ペレットと被覆管にかかる圧力と温

度変化による熱膨張から応力と歪みを計算するとともに、燃料のスエリングも考慮している。

径方向の変形に加え、燃料要素の破損に至る過程で重要な反応度効果を持つ軸伸び反応度に寄

与する軸方向の変形もモデル化されている。 

(4) 冷却材の熱流動及び沸騰挙動 

冷却材に係る挙動としては、冷却材の軸方向の熱流動挙動と沸騰挙動がモデル化されてい

る。冷却材は１次主冷却系のポンプ圧力と各部圧損を考慮した軸方向 1次元の運動方程式を解

くことで流量が計算される。熱計算によって冷却材の昇温が生じ、沸騰に至った場合には複数

の蒸気泡と液体スラグの領域を用いた軸方向１次元の多気泡モデルにより冷却材のボイド化挙

動を模擬する。ここでは重要な反応度効果を持つ冷却材密度及びナトリウムボイド反応度に寄

与する冷却材の密度変化及び相変化もモデル化されている。 

(5) 被覆管の溶融・移動挙動 

被覆管の挙動として炉心流量喪失時原子炉停止機能喪失の事故シーケンスで重要となる被覆

管の溶融と移動がモデル化されている。溶融した被覆管はナトリウム蒸気流と燃料ペレット表

面からの摩擦力及び重力により移動速度が計算され、この被覆管の移動挙動をもとに被覆管

（スティール）の移動反応度が計算される。 

(6) 燃料の破損挙動 

燃料の溶融割合に応じて破損位置及び破損タイミングを計算する、燃料破損予測モデルが導

入されている。入力で指定した判定基準値を満たした位置及びタイミングで破損が生じたもの

と判定され、当該位置の燃料等が冷却材流路に放出される。 

(7) 沸騰チャンネルにおける燃料挙動 

燃料要素の破損後の過程で重要な反応度効果を持つ冷却材流路中での軸方向１次元の燃料の

移動がモデル化されている。冷却材の沸騰が十分に拡大したチャンネルにおいて燃料要素の破

損が生じた場合には、被覆管が強度を失い燃料が崩壊する形で冷却材流路中に燃料等が分散す

る状況が模擬される。燃料要素の破損後は、破損によって冷却材流路に放出された燃料や被覆
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管等の相変化や各成分間の熱伝達、ドラグ又は摩擦等を考慮して、燃料を含む各成分の熱的挙

動及び移動挙動が計算される。 

(8) 未沸騰チャンネルにおける FCI挙動 

冷却材が未沸騰又は部分的な沸騰に留まるチャンネルにおいて燃料要素の破損が生じた場合

に生じる、冷却材と高温の燃料の熱交換による蒸気圧力の発生や冷却材の急速なボイド化とい

った FCI挙動がモデル化されている。被覆管破損口を通じて冷却材流路中に放出された燃料と

冷却材との相互作用を模擬するために流動様式として粒子流を定義し、燃料粒子と冷却材との

急速な伝熱を模擬する。 

 

1.2.3 妥当性確認及び不確かさの把握 

事故シーケンスの特徴に応じた重要現象に対するＳＡＳ４Ａの妥当性確認を、CABRI炉内試験[1][2]

の解析により行った。具体的には以下のとおりである。なお、反応度フィードバック挙動に用いる反

応度係数は入力で指定し、各反応度の要因（温度及び密度）に関しては他の解析モデルにより導出さ

れるものであるため、反応度フィードバック挙動に関する解析モデルの妥当性確認は不要とした。 

・燃料定常照射挙動：Phénix 炉における燃料要素の照射試験 

・燃料要素の熱的・機械的挙動：CABRI炉内試験 

・冷却材の熱流動及び沸騰挙動：CABRI炉内試験 

・被覆管の溶融・移動挙動：CABRI炉内試験 

・燃料の破損挙動：CABRI炉内試験 

・沸騰チャンネルにおける燃料挙動：CABRI炉内試験 

・未沸騰チャンネルにおける FCI挙動：CABRI炉内試験 

これらのモデルの不確かさについては、第 1.2.1表に示すように、適切に把握している。妥当性確

認の結果と反応度変化の計算に大きな影響を及ぼすものを以下に示す。 

・燃料定常照射挙動に関しては、Phénix 炉における燃料要素の定常照射試験の解析により、燃料

ペレットの幾何形状や組成分布といった定常照射時の熱的挙動及び機械的挙動をおおむね再現

できることが確認されている。また、燃料ペレットの FPガス保持量の総量もおおむね再現でき

ることが確認されたが、分布（局所的な FPガス保持量）の不確かさは最大で 30%程度あった。 

・燃料要素の熱的・機械的挙動に関しては、CABRI炉内試験の解析により、過渡時の燃料要素の幾

何形状や温度分布をおおむね再現できることが確認されている。 

・冷却材の熱流動及び沸騰挙動に関しては、CABRI炉内試験の解析により、過渡時の冷却材温度分

布や冷却材の沸騰時刻、ボイド境界位置の拡大挙動をおおむね再現できることが確認されてい

る。 

・被覆管の溶融・移動挙動に関しては、CABRI炉内試験の解析により、被覆管の上下方向への移動

挙動を過大に評価すること（これは、反応度効果としては保守的となる）が確認されている。 

・燃料の破損挙動に関しては、CABRI炉内試験の解析により、破損タイミングや破損位置をおおむ

ね再現できることが確認されている。 

・沸騰チャンネルにおける燃料挙動に関しては、CABRI炉内試験の解析により、燃料の分散による

燃料分布の推移をおおむね再現できることが確認されている（第 1.2.1図）。 
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・未沸騰チャンネルにおける FCI挙動に関しては、CABRI炉内試験の解析により、FCIによるナト

リウム蒸気圧力の発生と急速なボイド化に対応する流量応答の推移をおおむね再現できること

が確認されている。 

 

1.2.4 参考文献 

[1] 佐藤、「高速炉の安全性にかかわる CABRI 炉内試験の狙いと主要な成果」、サイクル機構技報、

No.23、(2004)、p11. 

[2] 佐藤、「国際共同 CABRI 炉内試験計画の進展とその成果 -動燃技報 No.82 号」、動燃技報、PNC 

TN1340 92-002、(1992)、pp38-55. 
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第
1.
2.
1
表
 
Ｓ
Ａ
Ｓ
４
Ａ
に
お
け
る
重
要
現
象
の
特
定
と
不
確
か
さ
 

解
析
モ
デ
ル
 

重
要
現
象
の
説
明
 

不
確
か
さ
 

燃
料
定
常
照
射
挙
動
 

事
故
開
始
前
の
原
子
炉
の
定
常
運
転
に
お
け
る

燃
料
要
素
の
定
常
照
射

挙
動
（
燃
料
要
素
の
温
度
分
布
、
幾
何
形
状
、
FP

ガ
ス
保
持
量
等
）
は

過
渡
事
象
で
の
初
期
条
件
を
与
え
る
こ
と
に
な
る
た
め
、
重
要
な
現
象

で
あ
る
。
 

Ph
én
ix

炉
で
照
射
さ
れ
た
燃
料
要
素
の
解
析
よ
り
、
定
常
照
射
時
の

FP

ガ
ス
挙
動
は
、
燃
料
ペ
レ
ッ
ト
の

FP
ガ
ス
保
持
量
の
総
量
は
良
く
再
現

で
き
て
い
る
が
、
分
布
（
局
所
的
な

F
P
ガ
ス
保
持
量
）
の
不
確
か
さ
は

最
大
で

3
0%
程
度
で
あ
る
。
ま
た
、
定
常
照
射
時
の
燃
料
要
素
の
幾
何
形

状
及
び
組
成
分
布
に
関
す
る
不
確
か
さ
は
小
さ
い
。
 

燃
料

要
素

の
熱

的
・

機
械
的
挙
動
 

燃
料
要
素
の
熱
的
な
挙
動
及
び
熱
膨
張
や
応
力
に
よ
る
変
形
は
ド
ッ
プ

ラ
反
応
度
や
軸
伸
び
反
応
度
に
寄
与
す
る
重
要
な
現
象
で
あ
る
。
 

CA
BR
I
炉
内
試
験
の
解
析
に
よ
り
、
燃
料
要
素
の
幾
何
形
状
や
温
度
分
布

を
お
お
む
ね
再
現
で
き
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
て
い
る
。
 

冷
却

材
の

熱
流

動
及

び
沸
騰
挙
動
 

冷
却
材
流
量
の
減
少
や
核
出
力
の
上
昇
等
に
よ
っ
て
冷
却
材
の
昇
温
が

生
じ
、
沸
騰
（
ボ
イ
ド
化
）
に
至
る
と
い
う
現
象
で
あ
り
、
ナ
ト
リ
ウ
ム

ボ
イ
ド
反
応
度
を
介
し
て
原
子
炉
出
力
の
推
移
に
大
き
く
影
響
す
る

重

要
な
現
象
と
言
え
る
。
 

CA
BR
I
試
験
の
解
析
よ
り
、
過
渡
時
の
冷
却
材
温
度
分
布
は
試
験
を
良
く

再
現
し
て
い
る
と
と
も
に
、
冷
却
材
の
沸
騰
開
始
時
刻
及
び
ボ
イ
ド
境

界
位
置
の
拡
大
挙
動
に
つ
い
て
も
試
験
を
良
く
再
現
し
て
い
る
。
 

被
覆

管
の

溶
融

・
移

動
挙
動
 

被
覆
管
が
昇
温
、
溶
融
し
、
冷
却
材
流
路
の
ナ
ト
リ
ウ
ム
蒸
気
流
か
ら
の

摩
擦
に
よ
り
溶
融
し
た
被
覆
材
が
移
動
す
る
と
い
う
現
象
で
あ

り
、
燃

料
溶
融
に
先
行
し
て
生
じ
、
ス
テ
ィ
ー
ル
の
移
動
反
応
度
を

介
し
て
原

子
炉
出
力
の
推
移
に
大
き
く
影
響
す
る
重
要
な
現
象
で
あ
る
。
 

CA
BR
I
試
験
の
解
析
よ
れ
ば
、
被
覆
管
の
上
下
方
向
へ
の
移
動
挙
動
を
過

大
に
評
価
す
る
。
 

燃
料
の
破
損
挙
動
 

燃
料
の
溶
融
に
よ
る
キ
ャ
ビ
テ
ィ
圧
の
増
加

等
に
よ
っ
て
燃
料
要
素
が

破
損
し
、
冷
却
材
流
路
内
に
燃
料
等
が
放
出
さ
れ
る
現
象
を
指
す
。
 

燃
料
の
破
損
が
生
じ
る
タ
イ
ミ
ン
グ
や
破
損
位
置
、
破
損
形
態
は
、
そ
の

後
の
冷
却
材
流
路
で
の
物
質
の
移
動
に
大
き
く
影
響
す
る
重
要
な
現
象

で
あ
る
。
 

CA
BR
I
試
験
の
解
析
よ
り
、
燃
料
の
破
損
挙
動
を
表
す
破
損
タ
イ
ミ
ン
グ

と
破
損
位
置
を
お
お
む
ね
再
現
で
き
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
て
い
る
。
 

沸
騰

チ
ャ

ン
ネ

ル
に

お
け
る
燃
料
挙
動
 

燃
料
の
破
損
に
伴
い
、
冷
却
材
流
路
内
に
放
出
さ
れ
た
燃
料

の
分
散
挙

動
は
、
反
応
度
効
果
は
大
き
く
、
燃
料
の
破
損
後
の
反
応
度
変
化
に
大
き

く
寄
与
す
る
重
要
な
現
象
で
あ
る
。
 

CA
BR
I
試
験
の
解
析
よ
り
、
燃
料
の
分
散
に
よ
る
燃
料
分
布
の
推
移
を
お

お
む
ね
再
現
す
る
。
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未
沸

騰
チ

ャ
ン

ネ
ル

に
お
け
る

FC
I
挙
動
 

冷
却
材
が
未
沸
騰
又
は
部
分
沸
騰
の
集
合
体
で
燃
料
の
破
損
が
生
じ
た

際
に
、
冷
却
材
が
高
温
の
燃
料
と
直
接
熱
交
換
す
る
こ
と
で
蒸
気
圧
力

が
発
生
し
、
急
速
に
ボ
イ
ド
化
が
進
む
現
象
で
あ
る
が
、
燃
料
移
動
反
応

度
及
び
ナ
ト
リ
ウ
ム
ボ
イ
ド
反
応
度
を
介
し
て
原
子
炉
出
力
の
推
移
に

大
き
く
影
響
す
る
重
要
な
現
象
と
言
え
る
。
 

CA
BR
I
試
験
の
解
析
よ
り
、
F
CI

に
よ
る
蒸
気
圧
力
の
発
生
と
急
速
な
ボ

イ
ド

化
を

表
す

指
標

で
あ

る
流

量
応

答
の

推
移

を
お

お
む

ね
再

現
す

る
。
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※ ホドスコープ・データ：試験結果、ＳＡＳ４Ａ：解析結果 

※ 規格化燃料反応度価値は、燃料の軸方向質量分布を出力で重み付けした平均値であり、破損前の

燃料の分布を 1と規格化している。燃料が、出力の高い軸方向中心付近から出力の低い上下方向に

分散すると燃料反応度価値は下がるため、燃料反応度価値は燃料の分散の度合いを表す。 

※ ホドスコープは試験燃料から放出された中性子を軸方向に並んだ多数の中性子検出器で測定する

装置のことで、試験中の燃料の密度変化等を推定することができる。 

 

第 1.2.1図 規格化燃料反応度価値の比較 

 

 

 

（出典：佐藤、「国際共同 CABRI炉内試験計画の進展とその成果 -動燃技報 No.82号」、

動燃技報、PNC TN1340 92-002、(1992)、pp38-55.） 

[110]



 

53条(3)-別紙 4-14 

 

1.3 ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳ及びＳＩＭＭＥＲ－Ⅲ 

1.3.1 概要 

ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳ及びＳＩＭＭＥＲ－Ⅲは損傷炉心の核熱流動挙動を総合的に解析する計算コー

ドで、それぞれ 3 次元直交座標及び 2 次元円筒座標で原子炉体系を模擬することができる。本計算

コードは、多相多成分熱流動を計算する流体力学モジュール、空間依存動特性を含む核計算モジュ

ール、並びに固体の燃料要素及びラッパ管を扱う構造材モジュールから構成され、有効性評価にお

いてはＳＩＭＭＥＲ－Ⅲは補助的にしか使用していないため以下にはＳＩＭＭＥＲ－Ⅳとして記載

するが、幾何学的計算体系と多成分対流モデルを除くすべての物理モデルは同一である。なお、米

国ロスアラモス国立研究所で開発され従来使用されたＳＩＭＭＥＲ－Ⅱと同じ名称を踏襲してはい

るが、ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳは原子力機構により高度化モデルを含めて新たに開発したＳＩＭＭＥＲ－

Ⅲを 3次元に拡張したものである。 

ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳは燃料、スティール、ナトリウム、FP ガス等の炉心物質を固体、液体及び気体

状態で異なる成分として区別して取り扱い、流体力学モジュールでは多成分多相流体の多速度場流

動、多相流動様式、成分間の熱及び質量移行並びに運動量交換が計算される。固体粒子は流動性を

持つとして扱うが、液体成分と区別して扱われる。構造材モジュールでは燃料要素及び集合体壁と

流体との間の熱伝達及び溶融・固化・破損挙動が計算される。また、集合体壁の存在により流体の

対流が制約される。核計算モジュールでは炉心物質の質量及び温度分布に基づく核断面積、多群輸

送理論による中性子束分布及び準静近似の動特性により反応度と出力が計算される。各計算モデル

の概要を以下に示す。 

(1) 多成分流動 

多成分・多速度場の熱流動に関する質量、運動量及びエネルギーの保存式を解くとともに、

高精度かつ安定な数値解法を採用している。8 種の流体成分を複数の速度場に割り当てることに

より流体間の相対運動が取り扱える。また、液体の圧縮性、非理想気体、超臨界状態までの広

い温度・圧力範囲を取り扱う関数形式の状態方程式モデルが採用されている。 

(2) 流動様式及び境界面積 

構造材壁の有無や流体成分の体積率を基に多相流の流動様式が計算される。運動量交換や熱

及び質量移行の計算に必要な成分間の境界面積については、生成項や対流による時間変化を考

慮して計算される。 

(3) 運動量交換 

速度の異なる流体間のドラグ及び流体－構造材間の摩擦を多相流の流動様式及び境界面積に

基づいてモデル化している。 

(4) 熱及び質量移行 

流体成分の熱伝達係数及び成分間の境界面積に基づいて熱伝達、溶融・固化、蒸発・凝縮等

の物理現象を非平衡の相変化挙動を含めて一般化してモデル化している。 

(5) 構造材モジュール 

燃料ペレット及び被覆管からなる燃料要素と集合体壁（ラッパ管）をそれぞれ区別してモデ

ル化している。具体的には、燃料要素は計算セル水平断面において中心に配置し、集合体壁は
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計算セルの水平断面境界に配置している。核計算に基づく内部発熱（核発熱、崩壊熱）及び流

体との間の熱伝達による温度変化や溶融・固化をモデル化し、集合体壁表面で固化する溶融燃

料については燃料クラストとしてモデル化している。 

(6) 核計算モジュール 

時間及び空間依存の動特性モデルにより反応度及び出力が計算できる。炉心物質の質量及び

温度分布並びに中性子束及びスペクトル分布に基づいて核断面積を逐次計算するとともに、多

群輸送理論（3次元ではＴＨＲＥＥＤＡＮＴ、2次元ではＴＷＯＤＡＮＴ）により中性子束分布

を計算することにより、反応度変化を精度よく計算できる。 

 

1.3.2 重要現象のモデル化 

格納容器破損防止措置の有効性評価において、ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳは事象グループ「炉心流量喪失

時原子炉停止機能喪失（ULOF）」及び「過出力時原子炉停止機能喪失（UTOP）」の起因過程後の遷

移過程の解析に使用する。遷移過程解析における有効性評価の評価項目（「国立研究開発法人日本原

子力研究開発機構大洗研究所（南地区）高速実験炉原子炉施設（「常陽」） 第 53条（多量の放射性

物質等を放出する事故の拡大の防止）に係る説明書（その 3：格納容器破損防止措置） 2.4.6 有

効性を評価するための評価項目の設定」参照）のうち機械的影響に関わる重要なパラメータは反応

度変化であり、反応度が即発臨界を超過して大きなエネルギー放出が生じるかどうかが重要となる。

また、もうひとつの評価項目である熱的な影響に関しては、後続の再配置・冷却過程の解析に必要

な炉心物質の分布や状態を計算する。さらに、大きなエネルギー放出が生じた場合には、機械的応

答過程において発生する機械的エネルギーの評価が重要となる。 

これら評価項目に関わる重要なパラメータに影響を及ぼす重要現象の取扱いに関しては、ＳＩＭ

ＭＥＲ－ⅣはＳＡＳ４Ａとは異なり現象毎に個別の解析モデルが用意されているわけではなく、

1.3.1で述べた一般化されたモデルの組合せで複合現象が模擬される。たとえば、起因過程、遷移過

程及び機械的応答過程で共通的に重要となる燃料－冷却材相互作用（FCI）現象の解析においては(1)

～(4)のモデルがすべて使用される。ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳを用いる遷移過程及び機械的応答過程の解析

の重要現象は以下の通りである。また、重要現象とＳＩＭＭＥＲ－Ⅳの各計算モジュール関係を第

1.3.1表に示すとともに、同計算コードにより重要現象が適切にモデル化されていることが確認され

ている。 

① 燃料スロッシング挙動 

溶融炉心プール内での FCI によるナトリウム蒸気圧、及び融体間熱移行によるスティールの

沸騰時に発生するスティール蒸気圧を駆動力として発生する溶融炉心プールのスロッシング現

象を取り扱うことができる。多相・多速度場の多次元流動、多相流の流動様式に基づいた流体

間の境界面積と運動量交換及び成分間の熱及び質量移行のモデルにより総合的に計算している。 

② 構造壁の溶融破損挙動 

主として高温炉心物質との接触による熱伝達の結果による炉心内の集合体管壁の溶融破損挙

動を取り扱う。各メッシュセル境界に集合体管壁の質量および温度を独立に扱うことで、破損

に伴う炉心プールの拡大挙動をモデル化できるようにしている。集合体管壁の破損判定として
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は集合体管壁温度が固相線を超えた場合に破損させる。 

③ 燃料流出挙動 

炉心上部のピン束流路を通じた炉心物質の流出、制御棒駆動機構下部案内管（LGT）の管壁破

損後の流路を通した流出及び炉心溶融プールが炉心最外周に達したときの反射体・遮へい集合

体のラッパ管ギャップへの流出を意味する。冷却材が残存する狭い 1 次元流路内での炉心溶融

物質の侵入と固化、固化物により閉塞を起こした流路内での融体の侵入を、多相流の多成分流

動、流動様式及び境界面積、運動量交換、熱及び質量移行モデル及び構造材モジュールを連結

することで評価している。 

④ FCI挙動 

遷移過程における炉心での燃料プール形成時に LGT や反射体・遮へい集合体の構造材が破損

することによって高温の炉心物質と冷却材が接触、または機械的応答過程における上部プレナ

ムでの冷却材中に高温の炉心物質が流入することによって生じる冷却材の蒸気圧を取り扱う。

多成分流動、流動様式及び境界面積、流体間の熱及び質量移行モデルを連結することにより計

算されている。 

⑤ 損傷炉心の核的挙動 

時空間的に変化する損傷炉心物質の分布に応じた反応度と出力の時間変化を解く。時間及び

空間依存の動特性モデルにより反応度及び出力が計算できる。炉心物質の質量及び温度分布並

びに中性子束及びスペクトル分布に基づいて核断面積を再計算するとともに、多群輸送理論に

よる中性子束分布（3次元ではＴＨＲＥＥＤＡＮＴ、2次元ではＴＷＯＤＡＮＴ）を計算するこ

とにより、反応度変化を精度よく計算できる。 

 

1.3.3 妥当性確認及び不確かさの把握 

ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳの検証及び妥当性確認はコード開発と並行して実施した。第 1期検証プログラ

ムでは流体力学モジュールの各モデルの基礎検証をベンチマーク解析や小規模模擬実験の解析を通

じて行った[1]。第 2期検証プログラムでは、第 1期検証プログラムに比べて各モデルを包括した複

合的で複雑な、より実機条件に近い実験を用いて妥当性確認を行った[2]。第 2期検証プログラム以

降は炉心からの燃料流出を対象とした EAGLE炉内・炉外試験[3]を用いた検証[4][5]も実施された。これ

らは前節で抽出した重要現象に対応しており、主な結果は次のとおりである。 

・燃料スロッシング挙動：スロッシング挙動試験解析 

・構造壁の溶融破損挙動：EAGLE炉内試験解析 

・燃料流出挙動：EAGLE炉内試験、GEYSER試験解析など 

・FCI挙動：THINA試験解析など 

・損傷炉心の核的挙動：炉心物質の再配置を模擬した臨界実験の解析で中性子束分布と反応度変

化の予測精度の妥当性を検証 

事故事象の特徴に応じた重要現象に係る実験解析[1][2][4][5]を通して、重要現象に対してモデルの複

合的な妥当性確認を実施し、試験解析及び知見を通して重要現象の不確かさを把握している。第

1.3.1図は溶融 UO2の円管内における固化閉塞挙動を模擬するために実施された GEYSER試験の解析

[113]
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結果である。試験結果で得られている侵入長と溶融 UO2の固化分布をよく再現しており、同コードの

当該事象（燃料流出挙動）への適用性が確認できる。 

重要現象の不確かさを第 1.3.1表に示す。1.3.1表に挙げた重要現象のうち、「常陽」の遷移過程

の評価項目に係る重要なパラメータである反応度変化及び即発臨界超過の際のエネルギー放出は損

傷した燃料の凝集挙動に大きく影響を受ける。燃料凝集量に影響を与える重要現象は、FCI及び燃料

スロッシング挙動である。FCIについては実験結果から圧力の時間履歴が得られており、ＳＩＭＭＥ

Ｒ－Ⅳによる実験解析結果は実験結果に比べて圧力値を高めに評価する傾向はあるが概ね再現する

ことが可能である。燃料スロッシングについても炉外模擬実験ではあるものの、炉心燃料プールを

模擬した多相流動をほぼ再現することができる。ただし、これらの現象を内部発熱条件の伴う実ス

ケールで実験的に模擬することは難しく、その不確かさの影響を考慮する必要がある。 

機械的応答過程で扱う重要現象は FCI 及び炉心上部構造を通じた炉心物質の上部プレナムへの

流出である。機械的応答過程で扱う FCI については前述のとおり実験データを概ね再現できること

が確認された。炉心上部構造を通じた炉心物質の上部プレナムへの流出についても、ピン束流路へ

の侵入長を再現可能である。ただし、機械的応答過程ではこれらのモデルの不確かさよりも、初期

条件としての不確かさ、つまり遷移過程において即発臨界を超えた場合のエネルギー放出量（及び

その結果として炉心燃料温度）の不確かさの影響が大きい。 
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1.4 ＦＬＵＥＮＴ 

1.4.1 概要 

ＦＬＵＥＮＴ[1]は、様々な工学的な問題に現れる熱と流れ、化学反応、構造への伝熱

等を解析するための多くの物理モデルを備えた世界的に最も多く使われている汎用の

計算コードの一つであり、その適用実績は、航空機の翼周り空気流動から燃焼炉内の

燃焼現象、気泡塔、石油掘削プラットフォーム、半導体製造工程、クリーンルーム設

計等の各種工学プラントでの解析評価等の広範囲に及んでおり、原子炉プラントにお

ける熱流動解析にも適用例は多い。また、ナトリウム冷却高速炉プラントについても

これまでに種々の熱流動課題の評価に使用してきた実績を有している。 

 

1.4.2 重要現象のモデル化 

格納容器破損防止措置の有効性評価において、ＦＬＵＥＮＴは事象グループ「炉心

流量喪失時原子炉停止機能喪失（ULOF）」の再配置・冷却過程、及び事象グループ「原

子炉容器液位確保機能喪失による崩壊熱除去機能喪失（LORL）」の解析に使用する。

前者における有効性評価の評価項目（「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構大洗

研究所（南地区）高速実験炉原子炉施設（「常陽」） 第 53条（多量の放射性物質等を

放出する事故の拡大の防止）に係る説明書（その 3：格納容器破損防止措置） 2.4.6 

有効性を評価するための評価項目の設定」参照）は、原子炉容器内で分散し再配置し

た炉心物質を安定に保持・冷却することにより原子炉冷却材バウンダリの健全性が維

持できることであり、後者における有効性評価の評価項目は、安全容器内に流出した

ナトリウムや放射性物質等を安定に保持・冷却するとともに安全容器の健全性が維持

できることである。 

これら評価項目及び評価に必要なパラメータに影響を及ぼす重要現象が以下のよう

に適切にモデル化されている。 

(1) 原子炉容器、炉心構成要素及び炉内構造物の複雑な配置や幾何形状、並びに構

造内部の伝熱をモデル化している。また、LORLの解析においては、この他に安

全容器、リークジャケット、遮へいグラファイト、コンクリート遮へい体、コ

ンクリート遮へい体冷却系等をモデル化している。 

(2) 炉心物質を含む放射性物質等からの発熱及び伝熱に関しては、ULOF において

は残留炉心物質等に対して別途解析された表面熱流束の時間変化を境界条件と

して冷却材ナトリウム等への熱伝達をモデル化している。また、LORLにおいて

は安全容器に流出した損傷炉心物質の内部発熱を考慮している。 

(3) ナトリウムの熱流動に関しては、原子炉容器内の多次元流動、炉心構成要素内

及び集合体間ギャップ内の熱流動、構造物への伝熱、幾何形状の変化による圧

力損失等をモデル化している。 

(4) LORL においては、安全容器とコンクリート遮へい体のギャップに窒素ガスを

通気しているコンクリート遮へい体冷却系による安全容器の冷却に関して、窒

[117]
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素ガスと安全容器との間の熱伝達をモデル化している。 

 

1.4.3 妥当性確認及び不確かさの把握 

基本的な問題を対象として実施されたＦＬＵＥＮＴの検証解析事例がまとめられて

いる[1]。その中から、本評価事故シーケンスで考慮すべき物理モデルに関連する検証

解析事例を抽出し、解析で使用するモデルの妥当性について確認した。 

原子力プラントの安全解析評価への適用事例としては、ＥＣＣＳ水注入時の低温側

配管（コールドレグ）内での温度成層化試験解析[2][3]、ＲＯＳＡ試験[4]、加圧型軽水炉

における大破断ＬＯＣＡ時に高温となる溶融燃料と溶融スチールの熱流動現象評価[5]

及びコリウム（ZrO2-UO2）と炉容器壁との相互作用の評価[6]等に使用されている。この

ほか、原子力分野におけるＦＬＵＥＮＴの使用について、チェコ、フランス、日本、韓

国、オランダ、スイス、アメリカにて実績があることが報告されている[7]。 

ナトリウム冷却高速炉に対するＦＬＵＥＮＴの解析事例として、国外では、プール

型ナトリウム冷却高速炉を対象として構造物を介した共役熱伝達モデルを用いた中間

熱交換器内の伝熱流動現象の予測評価[8]や、ワイヤースペーサー付きの燃料ピンを束

ねた燃料集合体内の詳細な熱流動評価が行われ、19本ピンバンドル体系での圧力損失

の実験結果との良い一致が報告されている[9]。また、国内では、自然循環崩壊熱除去時

の炉心冷却特性評価のための原子炉容器内の多次元熱流動解析評価手法の整備を目的

として、ナトリウム冷却高速炉の原子炉容器、一次冷却系、中間熱交換器、二次冷却

系、崩壊熱除去系を模擬したナトリウム試験装置（ＰＬＡＮＤＴＬ－１[10][11]及びＰＬ

ＡＮＤＴＬ－２[12]）を対象にした試験解析が行われている。これまでに、インターラ

ッパーフロー（炉上部プレナム部に設置された崩壊熱除去システムを模擬した炉心冷

却器からの低温流体が、炉心を構成する燃料集合体間のギャップ部に潜り込む流れ）

による炉心冷却効果の予測評価を可能にする解析モデルの検討が行われている。代表

事例として文献[11]の概略を以下に示す。原子炉容器内に浸漬させた直接炉内冷却器

（浸漬型ＤＨＸ）が稼働した場合の冷却器から流出する低温ナトリウムが炉心部に潜

り込む様子を調べたナトリウム試験（ＰＬＡＮＤＴＬ－１）を対象に、第 1.4.1 図に

示す解析モデルを用いてＦＬＵＥＮＴによる試験解析が行われ、第 1.4.2図（a）に示

すように炉上部プレナムから模擬炉心部へ流れ込む低温ナトリウムの流れの様子と模

擬炉心部からの高温ナトリウムの流出の様子が示され、また、第 1.4.2 図（b）及び(c)

に示すように模擬燃料集合体内及びギャップ部に設置された熱電対による計測結果と

の比較により、ＦＬＵＥＮＴによる解析により、模擬炉心部での低温流体の潜り込み

により形成される温度分布の特徴を捉えられることが示されている。 

このように、ＦＬＵＥＮＴは、既往解析事例及び文献等により、ナトリウム冷却高

速炉を含む原子力分野の他、航空宇宙、自動車、各種工業プラントなどの様々な分野

における使用実績を有しており、妥当性は確認されている。 

 

[118]



53条(3)-別紙 4-22 

 

1.4.4 参考文献 

[1] ANSYS, Inc., “ANSYS Fluid Dynamics Verification Manual”, Release 15.0, 

(2013). 

[2] 増原、笠原、「FLUENTコードによるコールドレグ内温度成層化試験の解析」、日

本原子力学会2008年秋の大会、2008年9月4～6日，高知工科大学、E28. 

[3] 増原、市川、笠原、「FLUENTコードによるコールドレグ内温度成層化試験の解析

（2）乱流モデルの適用性の検討」、日本原子力学会2009年秋の大会、2009年9月16

～18日，東北大学、C11. 

[4] T. Farkas, and I. Tóth, “Fluent analysis of a ROSA cold leg stratification 

test”, Nuclear Engineering and Design, 240, (2010), pp2169–2175. 

[5] S.Marco, G. Aleksander, P. Ghislain, et.al., “In-Vessel Melt Retention 

(IVMR) Analysis of a VVER-1000 NPP”, JRC Technical Reports, European 

Commission, Sec.A13, (2016). 

[6] B. Farges and N. Goreaud, CFD Simulation of Corium / Materials Interaction 

for Severe Accidents, Proc. of International Conference on Fast Reactors 

and Related Fuel Cycles, FR17, 26–29 June, Yekaterinburg, Russian 

Federation, (2017), IAEA CN245-530. 

[7] OECD/NEA/CSNI, “Best Practice Guidelines for the Use of CFD in Nuclear 

Reactor Safety Application – Revision”, NEA/CSNI/R(2014)11, (2015). 

[8] X. Zhang, P. Tseng, M. Saeed, and J. Yu, “A CFD-based simulation of fluid 

flow and heat transfer in the Intermediate Heat Exchanger of sodium-cooled 

fast reactor”, Annals of Nuclear Energy, 109, (2017), pp529–537. 

[9] J. Chen, D. Zhang, P. Song, X. Wang, S. Wang, Y. Liang, S. Qiu, Y. Zhang, 

M. Wang G.H. Su, “CFD investigation on thermal-hydraulic behaviors of a 

wire-wrapped fuel subassembly for sodium-cooled fast reactor”, Annals of 

Nuclear Energy, 113, (2018), pp256–269. 

[10] 浜瀬、今井、菊地、堂田、田中、「ナトリウム冷却高速炉の自然循環崩壊熱除去

時における炉容器内熱流動解析評価手法整備 （1）ポーラスボディモデルを用い

たサブチャンネルCFD解析の適用性確認」、日本原子力学会2019年春の年会、2019

年3月、3I08. 

[11] 田中、菊地、浜瀬、村上、藤崎、今井、「ナトリウム冷却高速炉の崩壊熱除去シ

ステム運用時の炉内熱流動解析評価手法整備（燃料集合体間ギャップ部の熱流動解

析モデルの予備検討）」、日本機械学会茨城講演会、2020年8月、304. 

[12] A. Ono, M. Tanaka, Y. Miyake, E. Hamase, and T. Ezure, “Preliminary 

analysis of sodium experimental apparatus PLANDTL-2 for development of 

evaluation method for thermal-hydraulics in reactor vessel of sodium fast 

reactor under decay heat removal system operation condition”, Bulletin of 

[119]



53条(3)-別紙 4-23 

 

the JSME Mechanical Engineering Journal, 7(3), (2020), pp1-11, [DOI: 

10.1299/mej. 19-00546]. 

 

 

  

[120]



53条(3)-別紙 4-24 

 

 

（出典：田中、菊地、浜瀬、村上、藤崎、今井、ナトリウム冷却高速炉の崩壊熱除

去システム運用時の炉内熱流動解析評価手法整備（燃料集合体間ギャップ部の熱

流動解析モデルの予備検討）、日本機械学会茨城講演会、2020年8月、304.

（Fig.1）） 

 

第1.4.1図 ナトリウム試験（ＰＬＡＮＤＴＬ－１）を対象とした 

ＦＬＵＥＮＴ解析モデル 

 

 

 

（出典：田中、菊地、浜瀬、村上、藤崎、今井、ナトリウム冷却高速炉の崩壊熱除去シス

テム運用時の炉内熱流動解析評価手法整備（燃料集合体間ギャップ部の熱流動解析モデ

ルの予備検討）、日本機械学会茨城講演会、2020年8月、304.（Fig.2）） 

 

第 1.4.2図 ナトリウム試験（ＰＬＡＮＤＴＬ－１）を対象とした 

炉心冷却挙動の解析結果 
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1.5 ＡＵＴＯＤＹＮ 

1.5.1 概要 

ＡＵＴＯＤＹＮは爆発・衝撃問題のような非線形の強い問題の時刻歴応答解析のための専用の計

算コードとして開発された[1]。本計算コードでは、流体（気体及び液体）の流動解析に適したオイラ

ー型計算要素を用いた計算格子、及び構造物の変形解析に適したラグランジェ型及びシェル型計算

要素を用いた計算格子を同時に扱うとともに、これら計算格子間の相互作用を扱うことが可能であ

る。これにより、流体の流動と構造物の変形との間の相互作用を考慮した解析（流体-構造連成解析）

が可能となっている。 

ＡＵＴＯＤＹＮは種々の爆発・衝撃問題に適用可能な汎用性の高い計算コードであり、流体中の圧

力源が周囲の流体を加速して構造壁に圧力負荷を与えるような問題への適用においては、解析対象

の幾何形状及び構造物の材料特性、並びに作用する圧力源の特性に基づいて、流体-構造連成挙動を

解析し、構造物のひずみ及び変位を計算することができる。 

 

1.5.2 重要現象のモデル化 

格納容器破損防止措置の有効性評価において、ＡＵＴＯＤＹＮは事象グループ「炉心流量喪失時原

子炉停止機能喪失（ULOF）」の機械的応答過程において、発生する機械的エネルギーに対する原子炉

容器の健全性の評価に使用される。原子炉容器のひずみ及び変位は、有効性評価の評価項目（「国立

研究開発法人日本原子力研究開発機構大洗研究所（南地区）高速実験炉原子炉施設（「常陽」） 第 53

条（多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止）に係る説明書（その 3：格納容器破損防止措

置） 2.4.6 有効性を評価するための評価項目の設定」参照）のうち、原子炉冷却材バウンダリの

健全性が維持できることに関わる重要なパラメータである。ＡＵＴＯＤＹＮでは、これらのパラメー

タの計算に必要な重要現象を以下のようにモデル化している。 

(1) 先行して実施したＳＩＭＭＥＲ－Ⅳにより計算された熱エネルギーから機械的エネルギー

への変換の過程で発生する圧力源の膨張特性を「圧力－体積曲線」としてモデル化する。 

(2) 圧力源の膨張による原子炉容器内の冷却材の多次元流動、特に上部プレナムのナトリウムス

ラグの加速と運動エネルギーの発達、カバーガス空間の圧縮、原子炉容器内の圧力分布とその

動的変動をモデル化する。 

(3) ナトリウムスラグの遮へいプラグ下面への衝突又はカバーガスの急激な圧縮による圧力発

生に伴う流体と原子炉容器構造の連成解析を通じて、原子炉容器の弾塑性変形挙動及びひず

みを解析する。 

なお、(1)に述べた通り、ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳで計算した圧力－体積曲線をＡＵＴＯＤＹＮに引き渡

すことにより両者の一貫した解析を可能としている。 

 

1.5.3 妥当性確認及び不確かさの把握 

ＡＵＴＯＤＹＮは衝撃問題、爆発問題等に幅広く適用できる汎用性の高い計算コードであり産業

界や研究機関において多くの利用実績により妥当性が確認されており、その信頼性は高い。原子力分

野においては、水素爆発によるＰＷＲ格納容器の健全性評価[2]、原子炉容器外における水蒸気爆発に

よるＰＷＲ原子炉キャビティのコンクリート構造の健全性評価[3]、及び高速実証炉における炉心損

[122]



53条(3)-別紙 4-26 

 

傷事故時の原子炉容器の健全性評価[4]に使用されている。 

格納容器破損防止措置の有効性評価への適用についての妥当性確認の例としては、1970 年代に米

国ＳＲＩインターナショナルにて実施された、クリンチリバー増殖炉の原子炉容器の 1/30スケール

試験体を用いた FV102 試験[5]の試験解析を行い、試験容器の最大変形部位の周方向ひずみがほぼ再

現できることを確認している。 

FV102試験は、原子炉容器を摸擬したニッケル製容器の中に摸擬炉心槽を配置し、その中に設置し

た爆薬を爆発させて機械的エネルギーを発生させ、原子炉容器の構造応答を実験的に調べた試験で

ある（第 1.5.1図参照）。この試験のＡＵＴＯＤＹＮによる解析の結果を試験結果とともに第 1.5.2

図に示すが、試験後の残留変位は試験と解析とでよく一致しており、同コードの当該事象への適用性

が確認できる。 
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第 1.5.1図 FV102試験の試験体概要とＡＵＴＯＤＹＮの解析体系 

 

 

 

第 1.5.2図 FV102試験における円筒容器の残留変位とＡＵＴＯＤＹＮの解析結果 
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1.6 ＰＬＵＧ 

1.6.1 概要 

ＰＬＵＧは、原子炉容器の遮へいプラグを構成する複数のプラグとそれらを固定又は連結するボ

ルトの運動をモデル化するとともに、遮へいプラグ上下の圧力差によるプラグ間隙を通じた格納容

器床上へのナトリウムの噴出量を解析するための計算コードである。 

ＰＬＵＧでは、種々の遮へいプラグを剛体として扱い、連結ボルトを弾塑性体としてモデル化し、

各プラグの 1 次元の運動方程式を連成させて解くことによりその相対運動を計算する。また、原子

炉容器内と格納容器床上との圧力差を用いて、ベルヌーイの式から遮へいプラグ間の相対変位によ

り生じる間隙から噴出するナトリウム量を計算する。 

 

1.6.2 重要現象のモデル化 

格納容器破損防止措置の有効性評価において、ＰＬＵＧは事象グループ「炉心流量喪失時原子炉停

止機能喪失（ULOF）」の機械的応答過程における格納容器床上へのナトリウム噴出量の評価に使用さ

れる。格納容器床上へ噴出するナトリウム量は、有効性評価の評価項目（「国立研究開発法人日本原

子力研究開発機構大洗研究所（南地区）高速実験炉原子炉施設（「常陽」） 第 53条（多量の放射性

物質等を放出する事故の拡大の防止）に係る説明書（その 3：格納容器破損防止措置） 2.4.6 有

効性を評価するための評価項目の設定」を参照）のうち、「格納容器床上へ噴出するナトリウムの燃

焼等に対して、格納容器健全性が維持できること」に関わる重要なパラメータである。ＰＬＵＧで

は、この計算に必要な重要現象を以下のようにモデル化している。 

(1) 遮へいプラグを構成する複数のプラグ（大回転プラグ、小回転プラグ、及び炉心上部機構）、

各プラグ間及び大回転プラグとソールプレートとの間の連結ボルトをモデル化する。 

(2) プラグ下面の圧力履歴、格納容器床上圧力、各プラグに働く重力による全てのプラグの相対

運動を計算し、各プラグの変位及び生じるプラグ間の全ての間隙と間隙の継続時間を計算す

る。ボルトは弾塑性体としてモデル化され、その応力－ひずみ関係に区分線形関数を用いる。

また、プラグ下面の圧力の減少によるプラグの着座と間隙の消滅を計算する。さらに、プラグ

が衝突する際には反発係数を用いて反発後の速度を計算する。 

(3) プラグ間に生じる間隙と間隙の継続時間をもとに、プラグ上下の圧力差による原子炉容器内

のナトリウムの間隙内への浸入量及びプラグ上面からのナトリウムの噴出量を計算する。ナ

トリウムの噴出流路となるプラグ間隙部は垂直環状流路、水平矩形流路及びエルボとしてモ

デル化し、摩擦損失及び形状損失を考慮する。 

 

1.6.3 妥当性確認及び不確かさの把握 

ＰＬＵＧはボルトで連結された複数の質点の１次元運動方程式を連立して解く計算コードであり、

複雑な物理現象を取り扱うことはない。また、ナトリウムの噴出量の解析も物理の基本法則であるベ

ルヌーイの式を用いて圧力差と継続時間により計算を行っている。解析の妥当性については、単一プ

ラグを対象としたボルトの弾性解析及び弾塑性解析、プラグの衝突解析、プラグ間隙を流れるナトリ

ウム流の鉛直方向及び水平方向の摩擦圧力損失解析により確認している。ナトリウムの噴出量の計

算には定常のベルヌーイ式を用いており、これは非定常の流動解析に比べて、流出開始時の慣性によ
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る影響（定常流量に至るまでの流量の立ち上がり）を無視することとなり、噴出量を保守的に評価す

る。 
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1.7 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲ 

1.7.1 概要 

ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲは、シビアアクシデント時に格納容器内で生じる様々な現象（ナトリウ

ム燃焼、水素燃焼、ナトリウム－コンクリート反応等）を解析し、環境へ漏えい・放出される放射

性物質の種類と量（ソースターム）を解析するための計算コードであり、米国サンディア国立研究

所で開発を開始され[1]、原子力機構では 1980年代に導入し、独自のモデル改良及び検証を行ってき

た[2]。 

ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲでは、解析体系をセルと呼ぶ単位に分割して、各セルの物理量（圧力、

ガス温度・成分、エアロゾル濃度等）は平均値で記述される。また、セル内には複数の構造物（床、

壁、天井、内部構造物）を設定することができる。構造物内部の温度変化は 1 次元の熱伝導で扱わ

れ、セルの雰囲気との間での自然対流熱伝達、水やナトリウム蒸気の凝縮、エアロゾルの沈着等を

考慮できる。 

ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲは、ナトリウム燃焼、デブリ－コンクリート相互作用、ナトリウム－コ

ンクリート反応、水素燃焼等の個別現象解析コードを統合したモジュラー型のコードシステムであ

り、格納容器内の広範の事故解析に適用可能である。 

 

1.7.2 重要現象のモデル化 

格納容器破損防止措置の有効性評価において、ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲは事象グループ「炉心流

量喪失時原子炉停止機能喪失（ULOF）」の格納容器応答過程の解析に使用され、有効性評価の評価

項目（「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構大洗研究所（南地区）高速実験炉原子炉施設（「常

陽」） 第 53条（多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止）に係る説明書（その 3：格納容

器破損防止措置） 2.4.6 有効性を評価するための評価項目の設定」参照）である格納容器の健全

性確保に関しては、ナトリウムの燃焼等による雰囲気の圧力及び温度の上昇が重要なパラメータと

なる。ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲではこれらのパラメータの計算に必要となる重要現象が以下のよう

にモデル化されている。 

(1) スプレイ燃焼 

個別現象解析コード NACOM を内蔵し、雰囲気中に噴出したナトリウム液滴の燃焼挙動をモデ

ル化している。酸素との反応（燃焼）に加えて、雰囲気中の水分との反応も考慮し、その際の

反応生成物及び反応熱による雰囲気の圧力及び温度上昇を計算する。 

(2) プール燃焼 

個別現象解析コード SOFIREを内蔵し、噴出または漏えいしたナトリウムが床上でプールを形

成した場合の燃焼挙動をモデル化している。酸素との反応（燃焼）に加えて、雰囲気中の水分

との反応も考慮し、その際の反応生成物及び反応熱による雰囲気の圧力及び温度上昇を計算す

る。 

(3) ナトリウム－コンクリート反応 

個別現象解析コード SLAMを内蔵し、ナトリウムプールとコンクリートが接触した場合の反応

挙動をモデル化している。種々のコンクリート（主に玄武岩・硬質砂岩系及び石灰岩系）や含

水率の影響を取り扱うことができ、化学反応に伴うコンクリート侵食量や水素発生量を計算す
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る。 

(4) 構造物への熱移行 

雰囲気と構造物間の対流及び輻射による熱伝達をモデル化しており、各種構造物の温度分布

を計算する。 

(5) エアロゾル挙動 

個別現象解析コード MAEROSを内蔵し、複数成分のエアロゾルに対して粒径分布を考慮しつつ、

凝集、沈着、重力沈降等をモデル化しており、エアロゾルの浮遊濃度や構造物表面への沈着量

を計算する。 

(6) ナトリウムの凝縮・蒸発 

ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲでは、ナトリウムの飽和蒸気圧曲線として、Na-NaK ハンドブック[3]

や Kirchhoff 式[4]と同等の式を採用しており、これをもとにナトリウムの凝縮及び蒸発を計算

する。 

(7) その他 

ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲは、水素燃焼計算モジュール（個別現象解析コード HECTR）を内蔵し

ているが、本有効性評価では、水素濃度が可燃限界濃度（4vol%）以下になること、すなわち水

素燃焼が発生しないことを一つの目標としている。よって、水素燃焼自体の計算は行わない。 

 

1.7.3 妥当性確認及び不確かさの把握 

ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲは、格納容器内で生じる様々な現象を総合的に解析する計算コードであ

り、各々の個別現象モデルについて関連する実験データによる検証が行われている。 

ナトリウム燃焼に関しては、スプレイ燃焼及びプール燃焼試験を対象とした試験解析により、発

生圧力及び温度について、試験結果をおおむね再現することが確認されている（第 1.7.1 図）[5]。

また、ナトリウム－コンクリート反応に関しては、複数仕様のコンクリートによる反応試験を対象

とした試験解析が行われ、コンクリート侵食量及び水素発生量との比較において、試験結果をおお

むね再現できることが確認されている[6]。 

以上より、有効性評価で使用したＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲの各解析モデルの妥当性が確認されて

おり、評価項目に関わる重要なパラメータである格納容器雰囲気の温度・圧力、水素濃度等の計算

を適切に行うことができる。 

 

1.7.4 参考文献 
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Engineering (ICONE-23), Chiba, Japan, (2015), ICONE23-1586. 

[3] O.J.Foust ： "Sodium-NaK engineering handbook Vol.I Sodium chemistry and physical 

properties" ,Gordon and Breach, Science Publishers. Inc. (1972). 

[4] K. Thurnay："Thermophysical Properties of Sodium in the Liquid and Gaseous States" , 

[128]



53条(3)-別紙 4-32 

Institut für Neutronenphysik und Reaktortechnik Projekt Schneller Brüter, 

Kernforschungszentrum Karlsruhe, KfK 2863, (Februar 1981). 

[5] S. Ohno, et al., “Development of Fast Reactor Containment Safety Analysis Code, 

CONTAIN-LMR (2) Validation Study of Sodium Fire Model in CONTAIN-LMR”, 23rd International 

Conference on Nuclear Engineering (ICONE-23), Chiba, Japan, (2015), ICONE23-1560. 
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第 1.7.1図 ナトリウムスプレイ燃焼試験 Run-E1の試験解析結果 

（出典：S. Ohno, et al., “Development of Fast Reactor Containment Safety Analysis 

Code, CONTAIN-LMR (2) Validation Study of Sodium Fire Model in CONTAIN-LMR”, 23rd 

International Conference on Nuclear Engineering (ICONE-23), Chiba, Japan, (2015) 

ICONE23-1560.） 
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1. 炉心流量喪失時原子炉停止機能喪失（ULOF） 

1.1 外部電源喪失及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故 

（1） 概要 

本評価事故シーケンスは、原子炉の出力運転中に、何らかの原因で外部電源が喪失した後、「電源

喪失」による原子炉トリップ信号の発信に失敗し、原子炉の停止に失敗する事象として考える。本評

価事故シーケンスでは、１次主循環ポンプトリップによる炉心流量減少時に原子炉の停止機能を喪

失することから、炉心の昇温によって炉心の著しい損傷に至る可能性がある。したがって、外部電源

喪失及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故では、「１次主循環ポンプトリップ」を代替原子炉

トリップ信号として整備し、炉心の著しい損傷を防止し、さらに、当該事故が多量の放射性物質等を

放出するおそれのある事故であることを踏まえ、制御棒（主炉停止系）の急速挿入失敗を想定し、後

備炉停止系を整備するとともに、原子炉保護系（スクラム）の動作失敗を想定し、後備炉停止系用論

理回路を整備する。 

本評価事故シーケンスにおいて、炉心損傷防止措置（代替原子炉トリップ信号による原子炉停止機

能）がないと仮定した場合、炉心の著しい損傷に至ることから、１次主冷却系における低速運転（１

次主循環ポンプのポニーモータを使用）、２次主冷却系の自然循環及び主冷却機の自然通風により、

損傷炉心物質を冷却することで原子炉冷却材バウンダリの温度上昇を抑制し、原子炉容器内に放射

性物質等を閉じ込める措置を講じることで、また、炉心の著しい損傷に至った場合、燃料の溶融に伴

う即発臨界超過により放出されるエネルギーによって原子炉容器の上部から格納容器内にナトリウ

ムが噴出する可能性があるため、回転プラグを含む原子炉容器構造及び格納容器構造により即発臨

界超過の影響を緩和し、格納容器の破損を防止し、これらの措置の有効性評価を行う。 

 

（2） 格納容器破損防止措置 

本評価事故シーケンスにおいて、格納容器の破損を防止するための措置を以下に示す。これらは、

炉心の著しい損傷に至る可能性がある事故の影響緩和を目的とする。なお、事故の状況に応じて、こ

れらの措置を適切に組み合わせるものとする。 

a．外部電源喪失時は非常用ディーゼル電源系、交流無停電電源系及び直流無停電電源系によ

り非常用電源が確保され、原子炉保護のために必要な施設内補機への給電が行われる。な

お、原子炉保護系は、直流及び交流無停電電源系より給電され、１次主循環ポンプのポニー

モータは、直流無停電電源系より給電される。 

b．原子炉冷却材バウンダリの温度上昇を抑制するため、１次主冷却系における低速運転（１

次主循環ポンプのポニーモータを使用）、２次主冷却系の自然循環及び主冷却機の自然通風

による原子炉容器内冷却を可能とする。 

c．回転プラグ及びその固定ボルトを含む原子炉容器構造及び格納容器構造により、即発臨界

超過により放出されるエネルギーによって原子炉容器の上部から格納容器内に噴出したナト

リウムの影響を緩和する。 

d．燃料が破損したと推定される場合は、原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等の

バウンダリ内に放射性物質を閉じ込め、貯留する。 

e．格納容器（床上）へナトリウムが噴出し、格納容器内の圧力、温度及び床上放射能レベル

[132]



53条(3)-別紙 5-2 

が異常に上昇した場合は、「格納容器内圧力高」、「格納容器内温度高」及び「格納容器内

床上線量率高」により警報が中央制御室に発せられ、工学的安全施設の作動により、格納容

器から放出される放射性物質を低減する。なお、工学的安全施設は、手動操作によっても作

動できるものとする。 

f．本原子炉施設は低圧システムで、かつ、燃料の装荷量の少ない小型の原子炉であり、伝熱

特性に優れた単相のナトリウムを冷却材に使用していること、ナトリウムボイド反応度が負

であること等、高い固有の安全特性を有している。また、原子炉冷却材バウンダリが放射性

物質の閉じ込めに有効な物理障壁を形成していること、格納容器（床上）には大きな自由空

間体積が存在することなどの特徴を有している。 

g．本評価事故シーケンスに対処するための措置の有効性評価においては運転員等の操作は必

要ないため、運転員操作に係る特段の条件を設定する必要はなく、操作時間等の不確かさに

ついても考慮する必要はない。 

 

（3） 資機材 

本評価事故シーケンスにおける格納容器破損防止措置に使用する設備等を第 1.1.1 表に示す。こ

れらの設備等は、基準地震動による地震力に対して機能を喪失しないように整備する。 

 

（4） 作業と所要時間 

本評価事故シーケンスにおける格納容器破損防止措置の手順及び各手順の所要時間を第 1.1.2 表

に示す。 

 

（5） 格納容器破損防止措置の有効性評価 

本評価事故シーケンスに対する格納容器破損防止措置の有効性評価においては、事象の進展が複

雑となりひとつの計算コードのみで解析できないため、事故シーケンス全体をいくつかの過程に分

けて、解析を行う。第 1.1.1 図に事故シーケンスの事象進展と各過程の解析に使用する計算コ

ードを示す。事故の開始からラッパ管内で炉心燃料が溶融するまでの過程を起因過程と呼び、

この過程をＳＡＳ４Ａで解析する。その後、ラッパ管の溶融から炉心溶融が全炉心規模に進展

する過程を遷移過程と呼び、この過程をＳＩＭＭＥＲ－Ⅳで解析する。起因過程又は遷移過程

において即発臨界超過により大きなエネルギー放出がある場合には機械的応答過程において機

械的エネルギーの発生、原子炉容器の構造応答及び遮へいプラグの応答とナトリウム噴出をそれぞ

れＳＩＭＭＥＲ－Ⅳ、ＡＵＴＯＤＹＮ及びＰＬＵＧで解析する。噴出ナトリウムに対する格納容器応

答はＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲで解析する。機械的エネルギーの発生の有無にかかわらず、溶融炉心物

質の移行・再配置とその後の長期冷却を再配置・冷却過程にて解析する。再配置・冷却過程の解析で

は、炉心損傷時の１次主冷却系流量等の境界条件をＳｕｐｅｒ－ＣＯＰＤにより解析する。また、上

部プレナム及び下部プレナムに形成されるデブリベッドの冷却過程についてはＳｕｐｅｒ－ＣＯＰ

Ｄのデブリ熱計算モジュール及び伝熱計算モデル（別添 1 参照）で解析する。さらに、炉心物質の

再配置場所から周辺の冷却材への熱移行及び原子炉容器内での熱流動挙動をＦＬＵＥＮＴにより解

析する。 
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格納容器破損防止措置に有効性があることを確認するための評価項目は「国立研究開発法人日本

原子力研究開発機構大洗研究所（南地区）高速実験炉原子炉施設（「常陽」） 第 53条（多量の放射

性物質等を放出する事故の拡大の防止）に係る説明書（その 3：格納容器破損防止措置） 2.4.6 有

効性を評価するための評価項目の設定」に記載した通りであり、事故の熱的影響及び機械的影響に関

わる評価項目はそれぞれ次の 2点である。 

① 事故シーケンスが核的に収束した後の原子炉容器内で再配置した炉心物質が長期にわたり安

定に保持・冷却できること。また、炉心物質による熱的負荷に対して原子炉冷却材バウンダリ

の健全性が維持できること。 

② 事故シーケンスの過程で即発臨界超過により放出されるエネルギーによる機械的負荷に対し

て原子炉冷却材バウンダリの健全性が維持できること。また、ナトリウムが格納容器（床上）

へ噴出する場合にはナトリウムの燃焼等に対して、格納容器の健全性が維持できること。 

これらの評価項目のうち、①の熱的影響については再配置・冷却過程の解析により評価する。ま

た、②の機械的影響については機械的応答過程及び格納容器応答過程の解析により評価する。それ以

外の過程においては、評価項目に影響を及ぼす重要なパラメータを計算する。例えば、起因過程及び

遷移過程の解析においては、反応度変化、即発臨界超過の有無及び放出熱エネルギー（それを代表す

る指標である炉心平均燃料温度）が重要なパラメータとなる。また、機械的応答過程においては発生

する機械的エネルギー及びこれに伴うナトリウムの格納容器（床上）への噴出の有無と噴出量を計算

する。 

 

（a）起因過程の解析 

（ⅰ）有効性評価の条件 

計算コードＳＡＳ４Ａにより解析する。主要な解析条件等を以下に示す。 

1）初期状態は、「別紙 3 2.1 初期定常運転条件」で述べたように原子炉出力 100MW、1次主

冷却系のホットレグ温度 456℃、コールドレグ温度 350℃とする。また、1 次主冷却系流量

は定格流量とする。 

2）炉心損傷防止措置がないものと仮定するため、後備炉停止機能を含む全ての原子炉スクラ

ムに失敗するものとする。 

3）炉心冷却材流量は１次主循環ポンプトリップにより、第 1.1.2 図に示すようにコースト

ダウンする（流量半減時間：約 8 秒）。また、時刻約 45 秒にはポニーモータによる低

速運転に移行する（炉心冷却材流量は定格値の約 10％）ものとする。 

4）ドップラ係数、燃料密度係数、冷却材密度係数（ナトリウムボイド反応度）及び構造

材密度係数にはノミナル値（最適評価値）を用いる。 

5）崩壊熱は、連続運転により炉心燃料が平均燃焼度に到達する保守的な想定として計算した

ノミナル値（最適評価値）を用いる。 

6）解析対象とする炉心の燃焼状態は、標準平衡炉心運転サイクル初期（BOC）とする。 

7）全集合体を 33 のチャンネル（ＳＡＳ４Ａチャンネル）で代表させるとともに、「別紙

4 1.2 ＳＡＳ４Ａ」で述べたように、各チャンネルは単一の燃料要素とこれに付随

する冷却材流路及び構造材で代表させる。解析で用いるＳＡＳ４Ａチャンネルの配置
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図を第 1.1.3 図に、解析体系を第 1.1.4 図に示す。 

8）照射燃料集合体については、炉心燃料集合体に置き換えて同等の構造及び形状を使用

することとするが、集合体の出力、冷却材流量及び反応度係数は照射燃料集合体の値

を用いることにより、起因過程における炉心全体の挙動を正確に模擬できる（なお、

結果として炉心全体の燃料量が多くなるため、後続の遷移過程解析においては溶融燃

料の移動による反応度効果を保守的に評価することとなる。）。 

9）解析では燃料要素の照射挙動を扱う定常計算と、冷却材流量減少挙動等の過渡挙動を

扱う過渡計算に分けて計算する。定常計算では燃料要素の熱計算及び変形計算、各メ

ッシュの出力に応じた核分裂生成物（以下「FP」という。）ガスの生成量の計算や燃料

中のガス保持量と温度に応じた放出量の計算を行い、評価対象の炉心の燃焼状態を模

擬する。過渡計算では定常計算の結果を初期条件として各種過渡現象を模擬した計算

を行う。 

10）ナトリウムボイド反応度が負であるため、ULOF では炉心出力は十分に低下し、燃料

に対する被覆管による拘束力は燃料が溶融する前に喪失する。加えて、燃料内の温度

分布は平坦化し、燃料の中心部で溶融が生じる段階では、高温化によって既に強度が

低下した燃料は短時間で崩壊に至ると考えられる。燃料破損時の燃料溶融割合が小さ

いほど燃料分散による負の反応度効果が抑えられることを考慮し、燃料溶融開始直後

に破損するものとする。 

 

（ⅱ）有効性評価の結果 

起因過程の解析結果を第 1.1.5図および第 1.1.6図に示す。 

本評価事故シーケンスにおいては、原子炉をスクラムしないまま１次主循環ポンプの主電動機

の停止によって冷却材流量が減少するため、燃料要素からの除熱が低下し冷却材温度が上昇する。

冷却材の温度上昇に伴う密度反応度は負であるため出力はゆっくりと低下する。燃料温度は除熱

の低下でいったん上昇するが、その後出力の低下と共に減少する。燃料温度の低下に伴う反応度

効果は正の燃料密度反応度とドップラ反応度であるがいずれも小さい。冷却材温度はさらに上昇

を続け出力／流量比が最も大きいチャンネル（第 1.1.3 図のチャンネル 12）において燃料上端

部で冷却材の沸騰が開始する。沸騰気泡が成長し炉心中心に拡大すると、燃料要素からの除熱は

さらに低下する。ナトリウムボイド反応度は負であるため、沸騰気泡の拡大は負の反応度効果を

持つ。除熱低下により被覆管の溶融と移動が開始するが、ナトリウム蒸気流と重力による溶融被

覆管の炉心中央から上下への移動は正の反応度効果を持つ。その結果、単調に減少していた出力

がわずかに増加し、これに伴い燃料温度も若干上昇する。炉心全体では負の冷却材密度反応度及

びナトリウムボイド反応度が卓越しているため、全反応度は未臨界の状態が維持される。冷却材

温度の上昇に伴う負の反応度、その後破損した燃料の上下への分散に伴う負の反応度が投入され

ることで原子炉出力は低下する。時刻約 71.7秒で当該チャンネル 12のラッパ管の温度が融点ま

で上昇し、ＳＡＳ４Ａの適用限界に達する。その間の約 70 秒間の起因過程の範囲では炉心は出

力／流量比の大きい 1チャンネル（炉心燃料集合体数：2）の損傷にとどまる。 

起因過程においては、評価項目に影響を及ぼす重要なパラメータである反応度は事象全体を通
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じて負の範囲にとどまり臨界（0.0$）を超えることはない。また、起因過程においては炉心損傷

の範囲も限定的であり、有意なエネルギー放出はなく、指標としての炉心平均燃料温度は起因過

程の早い段階に初期値の約 1,020℃から最大値の約 1,030℃まで上昇した後に低下し、その後も

大きく上昇することはない。 

以上のように、起因過程においては有意な正の反応度効果はなく、反応度及び出力の上昇がな

いまま低温状態で推移し、部分的な炉心損傷の状態で後続の遷移過程に移行する。 

 

（ⅲ）不確かさの影響評価 

有効性評価における不確かさについては、計算コード及び解析条件の不確かさの影響を考慮す

る必要がある。評価項目に影響を及ぼすパラメータの計算に関わる重要現象については、「別紙

4 1.2 ＳＡＳ４Ａ」にその抽出結果を示すとおりである。この内、計算コードのモデルに関する

不確かさとしては、FP ガス保持量の不確かさの影響を評価する。また、解析条件に関する不確か

さとしては、ナトリウムボイド反応度、ドップラ反応度及び燃料の軸伸びの不確かさの影響を評

価する。考慮する不確かさ幅は以下の通り設定する。 

1）FP ガス保持量：燃料ペレット中の FP ガスの保持量はＳＡＳ４Ａの定常照射挙動モデルの

計算値に対して、負の反応度効果を持つ破損燃料の分散移動の駆動力となる FPガス圧力の

効果を無視する。 

2）ナトリウムボイド反応度：炉心の核設計においては 30%の不確かさを考慮している。ナト

リウムボイド反応度は炉心の極一部の領域を除いておおむね負である。評価項目に影響を

及ぼすパラメータである反応度を大きく計算するため、正の領域では 1.3 倍に、負の領域

では 0.7倍に設定する。 

3）ドップラ反応度：ナトリウムボイド反応度と同様に、炉心核設計で考慮される不確かさは

30%である。ドップラ反応度係数は負であるが、起因過程のドップラ反応度は正となるため、

評価項目に影響を及ぼすパラメータである反応度を大きく計算するため、1.3 倍に設定す

る。 

4）燃料の軸伸び：ナトリウムボイド反応度と同様に、炉心核設計で考慮される燃料密度反応

度の不確かさは 30%である。起因過程の事故シーケンスでは燃料は収縮し反応度変化が正と

なる。評価項目に影響を及ぼすパラメータである反応度を大きく計算するため、1.3倍に設

定する。 

これらの重要現象及び解析条件の間には物理的相関はなく、互いに独立であると判断されるた

め、それぞれ保守的に設定した不確かさを重ね合わせることは過度に保守的な想定となる。そこ

で、感度解析においては保守的な条件の重畳は行わず、基本ケースに対してそれぞれの不確かさ

の影響を評価した。 

起因過程に関する感度解析の結果、評価項目に関わる重要なパラメータである反応度に関して

は、どの不確かさを考慮したとしても基本ケースと同様に臨界（0.0$）を超えることはなかった。

すなわち、不確かさの影響を考慮したとしても、起因過程は出力及び燃料温度が低い状態で推移

し、部分的な炉心損傷のまま後続の遷移過程に移行する。 
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 第1.1.1表 格納容器破損防止措置に使用する設備等 

 

動作・判断・操作 手順 
設備 

常設設備 可搬設備 計装設備 

原子炉容器内 

冷却確認 

・ １次主冷却系（ポニーモータ

低速運転）の運転状況を確認す

るとともに、２次主冷却系（自

然循環）及び主冷却機（自然通

風）に異常等がないことを確認

する。 

－ － 
① 関連するプロセス

計装 

原子炉冷却材 

バウンダリ及び 

原子炉カバーガス 

等のバウンダリ内 

に放射性物質を 

閉じ込め、貯留 

・ 放射性物質を閉じ込めるた

め、原子炉カバーガス等のバウ

ンダリを隔離する。 

① １次アルゴンガス系 

１）原子炉カバーガスのバ

ウンダリに属する容器・

配管・弁（ただし、計装

等の小口径のものを除

く。） 

－ 
① 関連するプロセス

計装 

格納容器 

アイソレーション

確認 

・ 「格納容器内圧力高」、「格

納容器内温度高」、「格納容器

内床上線量率高」により、原子

炉保護系（アイソレーション）

が動作し、工学的安全施設が自

動的に作動し、隔離されること

を確認する。 

① 格納容器 

② 格納容器バウンダリに属

する配管・弁 

－ 

① 原子炉保護系（ア

イソレーション） 

② 関連するプロセス

計装 
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第1.1.2表 格納容器破損防止措置の手順及び各手順の所要時間 

 

  

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

状況判断 運転員A 1 ・原子炉自動停止失敗と判断
・原子炉スクラム、後備炉停止系
スクラムに失敗した場合は原子炉
自動停止失敗と判断する。

運転員B、C 2 ・原子炉容器内冷却確認

・１次主冷却系（ポニーモータ低
速運転）の運転状況を確認すると
ともに、２次主冷却系（自然循
環）及び主冷却機（自然通風）に
異常等がないことを確認する。

運転員D 1
・原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉
  カバーガス等のバウンダリ内に放射性物
  質を閉じ込め、貯留

・燃料破損検出系により燃料破損
の有無を確認する。
・燃料が破損したと推定される場
合、放射性物質を閉じ込めるた
め、原子炉カバーガス等のバウン
ダリを隔離する。

運転員A、E 2 ・格納容器アイソレーション確認

・「格納容器内圧力高」、「格納
容器内温度高」、「格納容器内床
上線量率高」により、原子炉保護
系（アイソレーション）が動作
し、工学的安全施設が自動的に作
動し、隔離されることを確認す
る。また、隔離に失敗している場
合は手動で隔離する。

備考必要な要員と作業項目
経過時間（分）

要員（名）
（作業に必要な要員数）

格納容器破損
防止措置

10 15 20 25 30 60

▽異常事象発生（外部電源喪失）

120 180 240

▽事故発生の判断（「電源喪失」による原子炉トリップ信号発信失敗）

▽原子炉自動停止失敗と判断

▽炉心の著しい損傷の有無を判断

5
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第 1.1.1図 ULOFの事象進展と格納容器破損防止措置の有効性評価における解析の流れ 

 

 

 

 

第 1.1.2図 主循環ポンプ停止に伴う冷却材流量減少の推移 
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※ CR：制御棒、BR：後備炉停止制御棒、CMIR：材料照射用反射体 

 Ch.6及び Ch.19：B型照射燃料集合体、Ch.20：C型照射燃料集合体 

 

第 1.1.3 図 ＳＡＳ４Ａ解析におけるチャンネルの配置図 

 

A：バッチ数 

B：出力／流量比 

C：SAS4A 解析上のチャンネル番号 
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第 1.1.4図 炉心燃料集合体の模式図とＳＡＳ４Ａ解析体系 

  

第 1.1.5図 起因過程における出力及び反応度履歴 
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第 1.1.6図 起因過程における炉心平均燃料温度履歴 
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（b）遷移過程の解析 

（ⅰ）有効性評価の条件 

3 次元計算コードＳＩＭＭＥＲ－Ⅳにより解析する。2 次元計算コードＳＩＭＭＥＲ－Ⅲ

では溶融燃料の炉心からの流出経路となる制御棒駆動機構下部案内管及び後備炉停止制御

棒駆動機構下部案内管（以下「LGT」という。）や反射体間ギャップがモデル化できず最適条

件での解析ができないためである。 

1）遷移過程解析は、起因過程の基本ケースの解析結果を初期状態とし、炉心物質の分布

（質量、温度、速度及び圧力）及び原子炉の出力及び反応度をそのまま引き継いだ。接

続のタイミングはＳＡＳ４Ａの適用限界であるラッパ管破損の直前とした。 

2）流体力学モデルの主なオプションとしては、低エンタルピーの液体燃料及び液体スティー

ルについて、固体粒子の混在による流動抵抗の増加効果を考慮している。また、密度がほぼ

等しい、液体燃料と燃料粒子、液体スティールとスティール粒子はそれぞれ同じ速度を持つ

として考える。ナトリウム、制御材、蒸気相はこれらと独立の速度場を持つ。 

3）核計算モデルについては、空間依存動特性における中性子束分布の計算には 3次元の輸送

計算モデルを用いた。また、使用する核データについては、核設計に用いられている炉定数

に基づいた高速炉用炉定数を 18群エネルギー構造に縮約した核反応断面積セット（無限希

釈断面積及び自己遮蔽因子テーブル）を使用する。 

4）原子炉容器内全体を 3 次元直交座標（流体力学メッシュ：21×19×67）でモデル化し、

鉛直方向は低圧プレナムからカバーガス領域までを、径方向は内側炉心から遮へい集

合体までをモデル化する。核計算メッシュは流体力学メッシュの一部の燃料物質が存

在する領域を対象とする。第 1.1.7図及び第 1.1.8図にＳＩＭＭＥＲ－Ⅳによる解析体

系及び初期物質分布を示す。 

5）炉心下部の高圧プレナム部及び上部プレナム部の側面には炉心冷却材流量を再現する

ための圧力境界条件を与え、各炉心燃料集合体の入口には定格時の流量を再現できるよう

オリフィス圧力損失係数を与える。また、遷移過程開始時にはすでにポニーモータによる

低速運転に移行しているため、定格運転時の約 10%流量を再現するように入口圧力を設定す

る。 

6）B 型及び C 型照射燃料集合体は同一リングに装荷されている燃料集合体の平均出力に最も

近い炉心燃料集合体に置き換える。これは炉心燃料インベントリを増加させるため、燃料の

移動に伴う反応度変化を大きめに計算する。特に遷移過程において評価項目に影響を及ぼ

す重要なパラメータである燃料の集中による正の反応度投入を保守的に取り扱うこととな

る。 

7）炉心からの燃料流出経路は、LGT 及び径方向反射体の集合体間ギャップを解析体系で取り

扱う。 

8）被覆管が溶融した時点もしくは燃料ペレットが solidus 点に達した時点で燃料ペレッ

トを直ちに破損させ、可動性のある燃料粒子とする。 

9）損傷燃料のスエリングは考慮せず 100%密度で沈降するものとする。8)と 9)は相まって損

傷燃料の炉心底部への堆積の観点から極めて保守的な想定となっている。 
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（ⅱ）有効性評価の結果 

遷移過程の初期には大半の燃料集合体は健全状態にあり、一方で冷却材による除熱は不十

分なため炉心の昇温は続くが、出力レベルが低いために炉心損傷の進展は極めて緩慢なもの

となる。遷移過程の解析結果である反応度と出力の履歴を第 1.1.9図から第 1.1.11図に示す。 

遷移過程の初期には損傷集合体が限定されていることから、反応度及び出力の大きな変化

はない。起因過程終了時に損傷していた集合体に隣接する燃料集合体では、損傷炉心物質の接触

に伴い、集合体管壁が損傷もしくは集合体内の冷却材がボイド化する。冷却材がボイド化した燃

料集合体では被覆管が溶融して燃料ペレットが損傷し、損傷した燃料が沈降すると正の反応度投

入が生じ、時刻 100秒前後に反応度と出力の上昇が見られる。損傷領域が狭い間は反応度の上昇

量は大きくないが、ラッパ管の溶融により損傷領域が拡大するとともに燃料の横方向の移動が可

能になると反応度変化も徐々に大きくなる。反応度は変動しながら徐々に上昇し、特に外側炉心

の燃料が内側炉心領域に移動すると鉛直方向の燃料凝集よりもさらに大きな正の反応度が挿入

される。時刻 115 秒から反応度と出力の振幅が大きくなり、時折原子炉出力が定格値を超える。

出力上昇により燃料温度の上昇と溶融スティール量が増加し炉心物質の可動性が増加し、即発臨

界近くまで上昇するようになる。数回の反応度上昇とパルス状の出力増加を経て燃料集合体が全

炉心規模で損傷し、損傷した燃料の炉心下部への凝集により時刻 129秒に初めて反応度が即発臨

界（1.0$）を超過する。この時に発生した圧力によって一旦分散した燃料が再度凝集することに

より時刻 131 秒にも即発臨界を超過する。2 回目の即発臨界超過の燃料の集中運動によって比較

的大きな出力パルスとエネルギー放出が生じる。評価項目に影響を及ぼす重要なパラメータであ

る放出エネルギーを代表する指標である炉心平均燃料温度の最大値は約 3,700℃であった。この

解析結果を受けて、後続の機械的応答過程において評価項目に関わる重要なパラメータである機

械的エネルギーを解析する。 

この時に発生するスティール蒸気圧により炉心燃料の約 30%が炉心から主に側面の内側反射体

ラッパ管間ギャップを通して外側反射体及び遮へい集合体領域（ギャップ）に移行して固化（以

下「ギャップ閉塞部」という。）する結果、反応度は深い未臨界状態（-200$未満）に低下し、出

力も急速に低下し、その後は再び反応度が正に回復することはなく、エネルギー放出が生じる可

能性はない。なお、炉心下部には固化した燃料とスティールが堆積しており、短時間で溶融燃料

が LGTを通じて炉心下方に流出することはない。ギャップ閉塞部及び遷移過程終了時に炉心に残

留した燃料及びスティール（以下「残留炉心物質」という。）において、崩壊熱により発熱を続

ける炉心燃料のその後の長期にわたる再配置挙動及び冷却挙動については後続の再配置・冷却過

程において解析する。 

 

(ⅲ）不確かさの影響評価 

有効性評価における不確かさについては、計算コード及び解析条件の不確かさの影響を考

慮する必要がある。評価項目の内、事故の熱的影響である原子炉容器内での炉心物質の保持・

冷却性に影響を及ぼす不確かさについては、遷移過程事象推移の幅広い不確かさの範囲を含

める形で再配置・冷却過程の解析を行う。他方、事故の機械的影響については、評価項目に
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影響を及ぼすパラメータである即発臨界超過に伴う放出エネルギー及び代表的指標である

炉心平均燃料温度の計算に関わる重要現象については、「別紙 4 1.3 ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳ及

びＳＩＭＭＥＲ－Ⅲ」にその抽出結果を示すとおりである。 

大きなエネルギー放出を伴う反応度の急速な挿入を引き起こすメカニズムは溶融燃料の

大規模な燃料凝集である。前述の基本ケースにおいてこのような大規模な燃料凝集が起こっ

たのは遷移過程開始後約 60 秒が経過し、炉心の損傷が広範囲に進展した段階であった。遷

移過程の初期条件は起因過程の解析結果をそのままできるだけ厳密に接続していること、炉

心の損傷が広範囲に進展するまでの間の事象推移は極めて緩慢で大きな反応度変動がない

ことなどから、ここでは遷移過程の後期の段階で大規模な燃料移動に影響を及ぼす条件又は

解析上の想定における不確かさを考慮することとする。 

具体的には、以下の 2 つの包絡的なケースについての感度解析を行い、その影響を評価す

る。 

① 炉心中心への溶融燃料の凝集移動（炉心溶融プールのスロッシング）を発生させる

ケース：2 次元円筒座標で周方向同時の燃料移動を許容する保守的な条件設定。LGT や

反射体間及び遮へい集合体間ギャップを通じた溶融燃料の炉心外への流出を遮断する

意味からも保守的な想定となる。 

② LGTの溶融貫通時の FCI の発生を仮定して大規模燃料移動を駆動するケース：すでに

炉心高さの中央部で破損はしているものの炉心下部の流路中に冷却材が残っており FCI が

発生する可能性がある LGT の位置に対して、炉心平均燃料温度のピーク直前にナトリウム

の混入を仮定し、実験的に得られている FCI による発生圧力を包絡する強さの FCI を発

生させる。 

①の解析は 2 次元計算コードＳＩＭＭＥＲ－Ⅲにより解析する。第 1.1.12 図に 2 次元円

筒座標の解析体系の全体図を示す。制御棒、後備炉停止制御棒、B 型・C 型照射燃料集合体

は基本ケースと同様に炉心での同一リングに装荷された集合体の平均出力に最も近い集合

体に置き換える。解析における反応度、出力、炉心平均燃料温度履歴を第 1.1.13 図～第

1.1.15 図に示す。2 次元円筒体系では物質の移動が鉛直・径方向のみに束縛されるため、径

方向外側から軸中心に向かう燃料集中が 3 次元解析に比べて強化される。外側炉心燃料も含

めた大規模な炉心中心に向かう燃料凝集が発生することによって反応度が即発臨界を超過

し、極めて厳しい熱エネルギーの放出があり、炉心平均燃料温度の最大値は約 5,110℃であ

った。後続の炉心膨張過程において機械的エネルギーの発生を計算する際には初期条件の不

確かさとしてこの解析結果を使用する。 

②の解析は、3 次元計算コードＳＩＭＭＥＲ−Ⅳにより解析する。FCI による発生圧力を保

守的に仮定することにより、これに伴う燃料凝集の効果による炉心平均燃料温度を評価した。3

次元体系では 2 次元体系に比べて燃料が炉心内で分散しているため核出力が小さく、炉心燃

料の溶融度は低く流動性が小さい。このため保守的な FCI 圧力を与えても 2 次元体系に比

べて燃料凝集量は小さい。反応度は即発臨界を超過するもののこれに伴う炉心平均燃料温度

は約 4,070℃であり、FCI 圧力によって駆動される燃料移動による大きな反応度挿入や過大

なエネルギー放出が生じることはなかった。  
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※ 炉心構成図内の数値は起因過程解析におけるチャンネル番号であり、CMIR は第 2 リングの集合体出

力平均値に最も近い 4 番として評価する。炉心構成図における紫破線は SIMMER-IV 計算体系の炉心水

平断面図における紫一点破線にて表現される。また、紫一点破線は第 1.1.8図の鉛直断面図取得位置、

右図の図外の番号はそれぞれ x方向セル番号と y方向セル番号である。 

 

第 1.1.7図 「常陽」の炉心構成とＳＩＭＭＥＲ−Ⅳによる遷移過程初期条件分布の水平断面図 
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※ 一点破線は第 1.1.7図の水平断面図取得位置、下図の図外の番号は x方向セル番号と z方向セル番号 

 

第 1.1.8図 ＳＩＭＭＥＲ－ＩＶによる遷移過程解析体系の領域構成（上）と 

初期条件分布の鉛直断面図（下） 
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第 1.1.9図 基本ケースにおける反応度履歴 

 

 

第 1.1.10図 基本ケースにおける出力履歴 
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第 1.1.11図 基本ケースにおける炉心平均燃料温度履歴 
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第 1.1.12図 ＳＩＭＭＥＲ－Ⅲによる解析開始時における解析領域全体図 
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第 1.1.13図 燃料スロッシングを最大限考慮したケースにおける反応度履歴 

 

 

第 1.1.14図 燃料スロッシングを最大限考慮したケースにおける出力履歴 
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第 1.1.15図 燃料スロッシングを最大限考慮したケースにおける炉心平均燃料温度履歴 

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

70 75 80 85 90 95 100 105

炉
心

平
均

燃
料

温
度

 (
℃

)

時間 (s)

[152]



 

53条(3)-別紙 5-22 

（c）再配置・冷却過程の解析 

起因過程及び遷移過程を経て事故が核的に収束（反応度が再び正にもどることのない、深い未臨

界状態に移行）した後も損傷した炉心燃料の崩壊熱による発熱によって事故はさらに進展する。原

子炉容器内での損傷炉心物質の再配置挙動には、崩壊熱による残留炉心物質の溶融と流出挙動に

依存して大きな変動幅があるため、事象推移に関して基本となるシナリオを想定した上で、先行す

る遷移過程における熱エネルギーの放出状況、及び残留炉心物質の溶融と炉心からの流出挙動（炉

心物質の量及び形態）に応じて仮定した再配置挙動を検討し、想定される再配置場所での炉心物質

の量及び形態に基づいて冷却挙動の解析を行うこととする。 

原子炉容器内での損傷炉心物質の再配置場所としては、第 1.1.16図に示すようにエネルギー放

出が小さい緩慢なシーケンスにおいては下部プレナム底部及び炉心領域、また、大きなエネルギー

放出を伴う場合には上部プレナムに放出された損傷炉心物質が堆積する炉心支持台上面（炉心構

造物を支持する水平構造物の上面）及び材料照射ラック底部が対象となる。それぞれの場所につい

て、重要現象である損傷炉心物質による熱的負荷に対する解析を行い、評価項目である原子炉冷却

材バウンダリの健全性を評価する。 

 

（ⅰ）有効性評価の条件 

冷却過程の解析で必要となる炉心損傷時の１次主冷却系流量等の境界条件を計算コードＳｕ

ｐｅｒ－ＣＯＰＤにより解析する。下部プレナムに形成されるデブリベッドの冷却過程を計算コ

ードＳｕｐｅｒ－ＣＯＰＤに組み込まれているデブリ熱計算モジュールで解析する。炉心領域に

おける残留炉心物質から周囲構造材への伝熱過程を伝熱計算モデルで解析する（別添 1 参照）。

炉心物質の再配置場所から周辺の冷却材への熱移行及び原子炉容器内での熱流動挙動を計算コ

ードＦＬＵＥＮＴにより解析する。上部プレナムに放出されるデブリベッドの冷却過程について

も堆積形状に応じて計算コードＳｕｐｅｒ－ＣＯＰＤのデブリ熱計算モジュール（炉心支持台上

面に堆積した扁平なデブリベッドが対象）及び伝熱計算モデル（材料照射ラック底部に堆積した

縦長円柱状のデブリベッドが対象）で解析する。 

主要な解析条件等について、まず共通的な解析条件等を示し、続いてそれぞれの再配置場所に

対する解析条件等を示す。 

1）再配置・冷却過程の初期状態は、遷移過程の解析において核的挙動が静定した時点の炉心

状態を参考にして定める。本過程の解析では核分裂による発熱は考慮しない。 

2）１次主冷却系は１次主循環ポンプのポニーモータ運転による低速運転に移行しているもの

とする。１次主冷却系の冷却材循環流路及び２次主冷却系の自然循環による冷却材循環流

路は確保されているものとする。 

3）崩壊熱は、起因過程及び遷移過程の解析に用いたノミナル値（最適評価値）を基に、燃料

の損傷・溶融と高温状態が継続していることを考慮して希ガス及び揮発性 FPからの崩壊熱

を除いた値を用いる。原子炉停止後の経過時間は遷移過程後の事象進展の時間スケールを

考慮してそれぞれの再配置場所について決定する。 

4）溶融炉心物質が下部プレナム及び上部プレナムに移行する際には、サブクール度の高い大

量のナトリウムによって効率的に冷却・固化・微粒化して粒子状デブリベッドとしてプレナ
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ムの底部構造物上に堆積するものとする。 

5）LGT 等を通じて炉心から下部プレナムに移行した溶融燃料は、冷却材中で固化・微粒化し

て原子炉容器底部にデブリベッドとして堆積するものとする。移行する燃料の量、温度条

件、原子炉停止後の時間等については遷移過程の終状態から事象推移を考慮して決定する。

また、デブリベッドの性状について炉心物質を用いた試験結果等に基づいて、デブリ粒子径

400µm、空隙率 0.6とする。 

6）4)で下部プレナムに移行した燃料を除く残りの燃料は炉心部に残留するが、その一部は炉

心周囲の反射体及び遮へい集合体のラッパ管間ギャップに移行して固化しているものとす

る。これら残留炉心物質の分布、温度条件、原子炉停止後の時間、炉心周辺の境界条件等は

遷移過程の終状態を評価して設定する。本評価事故シーケンスでは、事故の開始から約 130

秒後に炉心から溶融燃料の一部が径方向反射体及び遮へい集合体のラッパ管間ギャップに

移行し、炉心部での核反応が停止すると遷移過程の終状態となる。炉心からの燃料流出経路

が完全に閉塞すると、それ以上の燃料が炉心から流出することはできないが、核出力は低下

しているため、炉心部にはほぼ固体状の燃料と液体状及び固体状のスティールが混合し、残

留炉心物質として扱われる。その後の冷却過程での崩壊熱は遷移過程の終状態における炉

心状態を想定して与える。また、冷却過程の開始時点の炉心条件として、残留炉心物質の温

度は最高約 1,930℃、炉心下部の構造材及び冷却材温度は約 350℃、原子炉容器出口の冷却

材温度は約 500℃、径方向反射体の温度は約 470℃とする。 

7）大きなエネルギー放出が生じた場合には炉心全体が短時間に溶融するとともに圧力上昇に

より相当量の溶融燃料が上部プレナムに放出・移行される。ここでは、炉心上部の構造物に

よる放出抑制を無視して初期炉心インベントリの全量が放出されるものとする。上部プレ

ナム内の炉心物質の堆積場所、温度条件等については、後述する「(d) 機械的応答過程の解

析」の結果を参考に決定する。また、デブリベッドの性状等については上記 5）と同様とす

る。 

 

（ⅱ）有効性評価の結果 

① 下部プレナムにおけるデブリベッド冷却 

遷移過程終状態の残留炉心物質は未溶融又は再固化した燃料と溶融スティールの混合物と

なり、崩壊熱によって徐々に再溶融する。溶融した残留炉心物質の一部は LGTを通り下部プレ

ナムへ流出するが、炉心に残留する燃料の量が初期燃料インベントリ（以下「インベントリ」

という。）の約 50%を下回ると、発熱と炉心周辺構造への熱損失のバランスによって燃料が溶融

しなくなり、下部プレナムへの流出は停止する。遷移過程の基本ケースの終状態ではインベン

トリの約 30%が炉心周囲の反射体及び遮へい集合体のラッパ管間ギャップに移行して固化して

いる。再配置・冷却過程では、炉心部残留量または下部プレナムへの移行量を保守的に評価す

るため、炉心周囲への移行量を少なめのインベントリの約 20%と想定すると、下部プレナムに

移行可能な溶融燃料はインベントリの約 30%である。この状態を基本ケースとする。なお、炉

心部の溶融燃料が安定して冷却されて固化し、炉心に残留する燃料が約 50%より多くなる場合

には下部プレナムへの移行量は約 30%よりさらに少なくなる。 
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デブリベッドの初期温度は約 420℃、崩壊熱の起点は遷移過程において核反応が停止した時

刻である事象発生から約 130 秒後、周囲の冷却材及び原子炉容器壁の初期温度はそれぞれ約

420℃及び 350℃とし、デブリベッドの冷却性を確認する。基本ケースであるインベントリの約

30%の炉心物質からなるデブリベッドは、別途冷却性が確認されているインベントリの約 70%の

場合（「（ⅲ）不確かさの影響評価」参照）に対して大きな余裕があり、デブリベッドは安定に

冷却される。また、原子炉容器底部に生じる最大応力（１次応力）は、インベントリの約 70%

としたデブリベッドの条件においても SUS304 のクリープ破断強度と比較して小さく（「（ⅲ）

不確かさの影響評価」参照）、原子炉容器の健全性が損なわれることはなく、冷却材の温度上昇

によって原子炉冷却材バウンダリの損傷に至ることはない。以上のことから評価項目は余裕を

もって満足される。 

 

② 残留炉心物質の冷却 

「① 下部プレナムにおけるデブリベッド冷却」と同様に崩壊熱の起点は事象発生から約

130 秒後とし、伝熱計算モデルにより燃料温度の時間的変化及び溶融する範囲を計算するとと

もに、炉心から上方向、横方向及び下方向への熱流束を計算し、これを境界条件として原子炉

容器内の多次元熱流動をＦＬＵＥＮＴで計算することより、残留炉心燃料が炉心近傍の位置で

冷却保持されることを確認する。基本ケースである炉心周囲の集合体ラッパ管間ギャップに約

20%が存在し、炉心部の残留燃料が約 50%となる場合、冷却性が確認されている炉心部にインベ

ントリの約 80%の場合（「（ⅲ）不確かさの影響評価」参照）に対して余裕があり、炉心物質は

再溶融かつ移動することなく炉心部において固化した状態で安定冷却できる。また、原子炉容

器内の冷却材温度が過大になることはなく、崩壊熱レベルの減衰とともに単調に低下する。し

たがって、残留炉心燃料が評価項目である原子炉冷却材バウンダリの健全性に影響を及ぼすこ

とはない。 

 

③ 上部プレナムにおけるデブリベッド冷却 

「(d) 機械的応答過程の解析」の結果、上部プレナムに放出された損傷炉心物質は炉心バレ

ル構造物と原子炉容器の間にある環状の領域に沈降することが示されている。上部プレナムに

噴出した損傷炉心物質は原子炉容器内壁に沿って落下し、炉心支持台上面（炉心構造物を支持

する水平構造物の上面）に粒子状のデブリベッドとして堆積する。また炉心物質の一部は、原

子炉容器内壁に沿って設置されている材料照射ラック底部にも粒子状のデブリベッドとして

堆積する。ここでは、前述の環状の領域にインベントリ 100%の損傷炉心物質が均一に沈降した

と想定して評価を行う。 

デブリベッドの初期温度は遷移過程において大きなエネルギーが発生した炉心平均燃料温

度の最高値約 5,110℃の炉心物質が上部プレナムに放出されて燃料集合体頂部位置まで沈降し

た時の損傷炉心物質の温度を保守的に切り上げた 600℃とし、崩壊熱はデブリベッドが形成さ

れた時点を「(d) 機械的応答過程の解析」においてデブリ粒子が巻き上げられた高さから炉心

支持台上面までの高さを終端速度で落下すると保守的に仮定して核反応停止から 10 秒後とし

て与える。上部プレナムに放出された損傷炉心物質の広がり面積に対する材料照射ラックガイ
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ドの開口面積の比より、インベントリの約 4%が材料照射ラック底部に堆積し、残りは炉心支持

台上面に堆積するものとする。解析の結果、デブリベッド最高温度は、材料照射ラック底部に

堆積したデブリベッドではベッドの形成から約 130 秒後に約 760℃、炉心支持台上面に堆積し

たデブリベッドではベッドの形成から約 130 秒後に約 760℃まで上昇するが、その後は崩壊熱

の減衰によって低下した。冷却材温度も過大となることはなく、評価項目である原子炉冷却材

バウンダリの健全性は確保される。 

 

本評価事故シーケンスで想定される有効性評価の条件において、原子炉容器を通過する冷却材

の原子炉容器出口温度は、冷却材の流量減少と炉出力の変動、及び崩壊熱によって変動する。第

1.1.17 図に計算コードＳｕｐｅｒ－ＣＯＰＤによる原子炉容器出口の冷却材温度の履歴を示す。

原子炉容器出口の冷却材温度は約 500℃まで上昇するが、冷却材の温度上昇によって原子炉冷却

材バウンダリの損傷に至ることはない。 

 

（ⅲ）不確かさの影響評価 

有効性評価における不確かさについては、計算コード及び解析条件の不確かさの影響を考慮す

る必要があるが、評価項目である原子炉容器内での炉心物質の保持・冷却性及び原子炉冷却材バ

ウンダリの健全性に影響を及ぼす不確かさとしては再配置した炉心物質の量に関わる不確かさ

の影響が最も重要となる。そこで、不確かさ幅を十分に包絡する炉心物質の量をそれぞれの再配

置場所に対して設定し、冷却性を評価する。 

下部プレナムへの炉心物質の流出量は流出タイミングに依存する。下部プレナムにおける

デブリベッド冷却に対しては炉心領域で溶融する炉心物質全量が下部プレナムに流出するもの

とし、炉心物質の最大溶融量として得られたインベントリの約 70%の条件を保守的な上限とし

て評価を行う。また、残留炉心物質の冷却に対しては保守的に包絡する残留炉心物質の量と

してインベントリの 80%（残り 20%は炉心周囲の集合体ラッパ管間ギャップに移行・固化）が残

存する条件で評価を行う。 

なお、上部プレナムに移行した炉心物質の冷却については、すでに最大量となる 100%の

炉心物質を仮定した解析を行っているため不確かさ評価の影響評価は行わない。 

 

① 下部プレナムにおけるデブリベッド冷却 

原子炉容器底部に形成されるインベントリの約 70％の炉心物質からなるデブリベッド

の冷却挙動を計算コードＳｕｐｅｒ－ＣＯＰＤのデブリ熱計算モジュールで解析した。デブ

リベッドの性状については基本ケースと同じである。原子炉容器底部にデブリベッドが形

成される時刻は、遷移過程の基本ケースの終状態における残留炉心物質のうちインベント

リの約 70%の炉心物質が再溶融する時刻（事象発生から約 1,200 秒後）とする。第 1.1.18

図に原子炉容器底部に堆積したデブリベッド最高温度の履歴を示す。デブリベッド最高温度は

事象発生から約1,800秒後に約720℃まで上昇するが、その後は崩壊熱の減衰と共に低下した。 

ここで、デブリベッドにより高温条件となる原子炉容器底部の鏡板では、原子炉容器自

重、ナトリウム重量、及びデブリベッド重量により発生する応力は 2.8MPa（1 次応力）で
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あり、SUS304 について 900℃を超える温度条件で得られているクリープ試験結果(第

1.1.19 図)に対して有意に小さくクリープ破断は発生しないと判断できる。 

以上のことから、不確かさの影響を考慮しても、原子炉容器底部に堆積したデブリベッドは

周囲の冷却材や構造材による除熱と崩壊熱の低下によって安定的に冷却される。したがって、

原子炉容器底部の鏡板がクリープ破損し、炉心溶融物質等が原子炉容器外に流出すること

はなく、評価項目は満足される。 

 

② 残留炉心物質の冷却 

炉心部に初期インベントリの 80%が残存し、残り 20%は炉心周囲の集合体ラッパ管間ギャ

ップに移行・固化する条件（「（ⅰ）有効性評価の条件」6））に対して、伝熱計算モデルによ

り残留炉心物質内部の温度変化と残留炉心物質とその周囲の構造物との境界温度が構造

物の融点であるとして残留炉心物質から周囲の構造物への熱移行を解析した。また、計算

コードＦＬＵＥＮＴにより、残留炉心物質及びギャップ閉塞部に対する、炉心バレル構造物

内の内側及び外側反射体、遮へい集合体及びラッパ管間ギャップ部を流れるナトリウムによ

る除熱挙動を解析した。 

第 1.1.20 図に伝熱計算モデルにより評価した残留炉心物質の最高温度の履歴を示す。事

象発生から約 670 秒後に燃料が再溶融し始め、残留炉心物質最高温度は約 2,890℃まで上昇す

るが、その後は崩壊熱の減衰とともに低下した。残留炉心物質の内部がスティールの蒸気圧が

発生する様な高温となることはなく、周囲の冷却材や構造材による除熱と崩壊熱の低下によっ

て長期的に安定冷却される。 

第 1.1.21 図に計算コードＦＬＵＥＮＴで計算した残留炉心物質の周辺の温度のうち、事象

の進展に影響を及ぼす残留炉心物質下面の最高温度について、事象発生から 4,800秒までの時

間変化を示す。残留炉心物質下面温度は、残留炉心物質の形成後から発熱条件の時間変化に従

って上昇し、事象発生から約 3,900 秒後に約 850℃となり、最高温度となって以降はなだらか

に低下する。このとき炉心下部において、集合体ラッパ管間ギャップのナトリウムは、炉心外

側に位置する内側及び外側反射体、遮へい集合体内部を流れる低温ナトリウムによってラッパ

管を介して冷却され、ギャップ部のナトリウムに、低温の炉心外側と高温の残留炉心物質周辺

との間で循環流が形成される。この循環流によって低温のナトリウムが残留炉心物質周辺に輸

送され、残留炉心物質の下面が冷却される。残留炉心物質側面は、内側反射体内を流れるナト

リウムによって冷却される。残留炉心物質側面の最高温度は約 770℃となり、残留炉心物質に

接する内側反射体の内部を流れるナトリウムの最高温度は約 580℃となった。 

以上のことから、不確かさの影響を考慮しても、原子炉容器内の冷却材温度が過大になるこ

とはなく、崩壊熱の減衰とともに単調に低下し、残留炉心物質が評価項目である原子炉冷却材

バウンダリの健全性に影響を及ぼすことはない。 
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第 1.1.16図 損傷炉心物質の最終的な再配置場所 
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第 1.1.17図 原子炉容器出口冷却材温度の履歴 

 

 

 

第 1.1.18図 デブリベッド最高温度の履歴 
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第 1.1.19図 SUS304のクリープ破断時間と応力の関係(900℃から 1,000℃) 

 

 

 

第 1.1.20図 残留炉心物質最高温度の履歴  

1500

2000

2500

3000

3500

4000

0 1200 2400 3600 4800

残
留
炉
心
物
質
最
高
温
度
（
℃
）

時間 （ｓ）

[160]



 

53条(3)-別紙 5-30 

 

 

第 1.1.21図 残留炉心物質下面の最高温度の時間変化 
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（d）機械的応答過程の解析 

この過程では、起因過程又は遷移過程において即発臨界超過の結果大きな熱エネルギー放出が

あった場合、高温となった炉心物質が炉心内の圧力に駆動されて上部プレナムへ移動し、ナトリウ

ムとの熱的な相互作用を行う。その結果発生するナトリウム蒸気圧によって上部プレナム内のナ

トリウム（以下「ナトリウムスラグ」という。）が上方に加速され、大回転プラグ、小回転プラグ、

炉心上部機構等から構成される遮へいプラグ（以下「遮へいプラグ」という。）下面のカバーガス

領域を圧縮し、一次系バウンダリに対して機械的な負荷を与える。ナトリウムスラグの加速による

機械的エネルギーの発生、機械的エネルギー発生時の原子炉容器内圧力上昇に伴う原子炉容器構

造応答及び遮へいプラグの間隙から格納容器床上へのナトリウム噴出挙動の解析を行い、評価項

目に関わる重要現象である機械的エネルギーによる機械的負荷に対する原子炉容器の健全性を評

価する。ナトリウム噴出に関する解析結果は後続の「(e)格納容器応答過程の解析」に引き渡して、

ナトリウムの燃焼等に対する格納容器の健全性を評価する（一連の解析の流れを第 1.1.22図に示

す。）。 

 

（ⅰ）有効性評価の条件 

高温炉心物質やナトリウムの蒸発・膨張による機械的エネルギーの発生を計算コードＳＩＭ

ＭＥＲ－Ⅳで解析する。機械的エネルギー発生時の原子炉容器内圧力上昇に伴う原子炉容器

構造応答を計算コードＡＵＴＯＤＹＮで解析する。機械的エネルギー発生時の遮へいプラグ下面

の圧力上昇に伴う遮へいプラグ及び固定ボルトの応答挙動並びに遮へいプラグの間隙から格納

容器床上へのナトリウム噴出を計算コードＰＬＵＧで解析する。 

主要な解析条件等を以下に示す。 

1）本過程の初期状態は遷移過程において即発臨界を超過して出力の急上昇が起こった直後の、

炉心燃料温度が最高値に達した時点の炉心状態（炉心物質の質量、温度、速度及び圧力）と

する。熱エネルギーの放出により高温となった炉心物資が蒸発・膨張しつつ炉心から上方に

噴出され、ナトリウムを蒸発・膨張させながら機械的エネルギーに変換される。 

2）ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳによる機械的エネルギーの解析は、第 1.1.23図に示すように、水平方

向は炉心中心から原子炉容器の内面まで、鉛直方向は炉心燃料下端部から遮へいプラグ底

板の下端面までを、3次元直交座標を用いて行う。炉心及びその周辺の初期状態は遷移過程

解析の結果をそのまま接続する。「(b)遷移過程の解析（ⅱ）有効性評価」の基本ケースの

結果である初期の炉心平均燃料温度及びスティール平均温度はそれぞれ 3,700℃及び

1,470℃である。 

3）この解析では、遷移過程で炉心上部構造部の流路中に侵入した溶融炉心物質の固化によっ

て形成された閉塞を無視し炉心部から上部プレナムへの溶融炉心物質の噴出を容易にする、

原子炉容器内において機械的エネルギーの吸収に寄与する構造の流動に対する抵抗を無視

するなど、機械的エネルギーの発生が大きくなるような条件を用いている。 

4）ＡＵＴＯＤＹＮによる原子炉容器の構造応答解析の解析体系を、第 1.1.24 図に示すよう

に原子炉容器全体を 2 次元円筒座標でモデル化する。原子炉容器全体は上端で支持される
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構造とし、原子炉容器胴部の変形及び底部の変位を解析する。機械的エネルギー発生の解析

で得られた炉心物質の膨張における圧力-体積変化を圧力源として計算する。 

5）この解析では、遮へいプラグ及び炉心上部機構は動かない剛体としてモデル化し、これら

構造物の変形による機械的エネルギーの吸収効果を無視するなど、原子炉容器への負荷が

大きくなるような条件を用いている。 

6）ＰＬＵＧによる解析では、第 1.1.25図に示すように、遮へいプラグを構成する主要プラグ

である大回転プラグ、小回転プラグ及び炉心上部機構をモデル化し、各プラグを固定するボ

ルトをモデル化する。ナトリウム噴出量の解析では、遮へいプラグ間隙の垂直部分を環状流

路、水平部分を矩形流路としてモデル化する。また、遮へいプラグの応答及びボルトの変形

を駆動するプラグ下面の圧力履歴は、機械的エネルギーの解析において計算された圧力履

歴を用いることで、原子炉容器の変形による圧力緩和効果を無視し、プラグへの負荷が大き

くなる条件としている。 

7）ナトリウム噴出量の計算では、定常の流動方程式を用いて噴出ナトリウムの流量を計算す

るなど、ナトリウム噴出量が多くなるような条件を用いている。 

 

（ⅱ）有効性評価の結果 

① 機械的エネルギー 

即発臨界超過による熱エネルギーの放出で高温・高圧となった炉心から溶融燃料と溶融ステ

ィールの混合物が上方に放出され、液体ナトリウムを蒸発させ、これが圧力源となって、上部

プレナムのナトリウムスラグを上方へ加速し、原子炉構造に機械的負荷を与える機械的エネル

ギーへ変換される。計算された機械的エネルギーの最大値は約 1.8MJであった。なお、圧力源

の最大膨張時におけるカバーガス領域の体積は初期の 25％程度である。 

 

② 原子炉容器構造応答 

圧力源の膨張により上部プレナムのナトリウムスラグの上昇速度は徐々に増大しカバーガ

ス領域を圧縮する。この間に生じる機械的負荷により原子炉容器は水平方向に変形するものの、

安全容器側面に作用を及ぼさない。垂直下方向への機械的負荷により原子炉容器は下方へと変

形するものの、安全容器底面に作用を及ぼさない。原子炉容器に生ずる周方向ひずみの最大値

は 0.1％程度（弾性変形の範囲内）であり、許容限界である 10％を下回り、原子炉容器の健全

性は維持される。 

 

③ 遮へいプラグの応答及びナトリウムの噴出量 

ＳＩＭＭＥＲ-Ⅳによる機械的エネルギーの解析で得られた遮へいプラグ下面の圧力履歴に

基づいて遮へいプラグの応答及びナトリウムの噴出量を解析した。炉心上部機構及び小回転プ

ラグは大回転プラグと一体となって変位し、大回転プラグとの相対変位は生じない。大回転プ

ラグは 80ms 程度の短時間の間だけ、最大約 1.2mm 上向きに浮き上がるが、原子炉容器内の圧

力がプラグの浮き上がりに必要な圧力以下に低下すると、支持フランジ上に落下・着座する。

各遮へいプラグを固定するボルトのひずみは最大でも 0.1％程度であり、破断伸びである 15％

[163]



 

53条(3)-別紙 5-33 

より十分小さく、ボルトの健全性は維持される。以上から、機械的負荷により遮へいプラグは

短時間の間、垂直上方向へ変位するものの、ボルトの健全性は損なわれず、回転プラグの気密

性は確保される。 

なお、大回転プラグの浮き上がりは極短時間であって、その間に一時的に形成されるプラグ

間の間隙を通じてのナトリウムの格納容器床上への噴出は生じない。 

 

（ⅲ）不確かさの影響評価 

本過程に関わる有効性評価における不確かさについては、計算コード及び解析条件の不確かさ

の影響を考慮する必要があるが、評価項目であるエネルギー放出による機械的負荷に対する原子

炉容器の構造健全性及び噴出ナトリウムの燃焼等による格納容器の健全性に対しては、初期条件

としての放出熱エネルギーの大きさが最も大きな影響を持つ。このため、先行する遷移過程解析

における不確かさの評価の中から最も大きな熱エネルギー放出があったケース（「(b)遷移過程の

解析（ⅲ）不確かさの影響評価」において炉心中心への溶融燃料の凝集移動を発生させるケー

ス）の結果に基づいて機械的エネルギーを解析する。このケースにおける炉心平均燃料温度及び

スティール平均温度の最大値はそれぞれ 5,110℃及び 2,400℃である。 

解析の結果得られた機械的エネルギーの最大値は約 3.6MJであった。圧力源の最大膨張時にお

けるカバーガス領域の体積は初期の 4%程度である。原子炉容器の構造応答解析の結果、第 1.1.26

図に示すように、原子炉容器内圧力上昇に伴い原子炉容器が水平方向に変形するものの、安全容

器側壁に作用を及ぼさない。垂直下方向への機械的負荷により原子炉容器は下方へ変形するもの

の、安全容器底面に作用を及ぼさない。原子炉容器に生ずる周方向ひずみの最大値は 0.7％程度

であり、許容限界 10％を下回る。すなわち、評価項目である機械的負荷に対する原子炉容器の健

全性は確保される。 

第 1.1.27 図に遮へいプラグの動的応答に関する解析結果を示す。回転プラグは 1 秒未満の極

短時間の間、垂直上方向へ変位するものの、原子炉容器内の圧力がプラグの浮き上がりに必要な

圧力以下に低下すると、支持フランジ上に落下・着座し回転プラグの気密性は回復する。この間、

ナトリウムはプラグの間隙に流入するが格納容器（床上）まで到達せず、原子炉容器内から格納

容器（床上）へのナトリウムの噴出は生じない。各遮へいプラグ締結ボルトのひずみは最大で

0.8％であり、破断伸び 15％より十分小さく、ボルトの健全性は損なわれない。 

以上から、最も大きな不確かさ要因である放出熱エネルギーの不確かさの影響を考慮したとし

ても、評価項目である機械的負荷に対する原子炉容器の健全性は確保される。また、機械的負荷

により遮へいプラグは短時間の間、垂直上方向へ変位するものの、ボルトの健全性は損なわれず、

一時的に形成されるプラグ間の間隙を通じてのナトリウムの格納容器（床上）への噴出は生じな

い。 
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第 1.1.22図 機械的応答過程の解析の流れ 

 

 

第 1.1.23図 ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳによる解析体系（Y方向炉心中心における垂直断面図） 
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第 1.1.24図 ＡＵＴＯＤＹＮによる解析体系 

 

 

第 1.1.25図 ＰＬＵＧによる解析体系 
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(A) 径方向変位が最大となる箇所における原子炉容器の径方向変位 

（安全容器内の構造物との間隙：260mm） 

 

  

(B) 鉛直方向変位が最大となる箇所における原子炉容器の鉛直方向変位 

（安全容器内の構造物との間隙：165mm） 

第 1.1.26図 径方向及び鉛直方向変位が最大となる箇所における原子炉容器の変位の履歴  
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第 1.1.27図 遮へいプラグの動的応答の解析結果 
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（e）格納容器応答過程の解析 

前項「（d）機械的応答過程の解析」により、原子炉容器内から格納容器運転床上へナトリウ

ムが噴出することはないが、本解析では、格納容器の頑健性を確認するために、敢えてナト

リウムが噴出すると仮定し、その影響について評価する。 

 

（ⅰ）有効性評価の条件 

計算コードＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲを用いて、噴出ナトリウムの影響評価を行う。主要な

解析条件等を以下に示す。 

1）第 1.1.28図に解析体系を示す。格納容器運転床上の内、R501室の床より上の空間（セル

1）、原子炉容器ピット室（セル 2）及び外気（外部環境：セル 3）を解析対象としている。 

2）「（d）機械的応答過程の解析」において不確かさの影響を考慮したとしても、ナトリ

ウムの格納容器（床上）への噴出は起こらないと評価されたが、ここでは格納容器の

健全性を入念に確認するために、敢えて 230kg（既許可申請書の仮想事故時の噴出量）の

ナトリウムが噴出するものと仮定する。 

3）ナトリウムの燃焼形態として、スプレイ燃焼及びプール燃焼をそれぞれ想定し、解析

では、評価する燃焼形態が支配的となるような液滴径をそれぞれ設定する。また、ナ

トリウムとコンクリートが直接接触して反応することも想定し、この場合、噴出した

ナトリウムがプール燃焼と同じ面積で広がり、全てコンクリートと反応することを仮

定する。 

4）希ガスの核分裂生成物の 100％、揮発性の核分裂生成物の 50％が格納容器運転床上へ放出

されるものとし、これらの崩壊熱は、格納容器内雰囲気ガスに対する熱源として考慮

する。 

5）雰囲気から構造材への伝熱は自然対流による熱伝達及び熱輻射を考える。 

6）水素の発生については、ナトリウムと雰囲気中の湿分またはコンクリート中の水分と

の反応を考慮する。 

 

（ⅱ）有効性評価の結果 

噴出ナトリウムの影響評価として、①スプレイ燃焼、②プール燃焼、③ナトリウム－コンク

リート反応についてそれぞれ解析した。主な解析結果を第 1.1.29図から第 1.1.31図に示す。 

格納容器（床上）の雰囲気の圧力が最高となるのは、スプレイ燃焼のケースであり、最高圧

力は約 0.92kg／cm2[gage]（約 0.091MPa[gage]）まで上昇するが、格納容器の設計圧力 1.35kg

／cm2[gage]（約 0.13MPa[gage]）を超えない。 

格納容器鋼壁の温度が最高となるのは、同様にスプレイ燃焼のケースであり、最高温度は約

68℃まで上昇するが、格納容器鋼壁の設計温度 150℃を超えない。 

格納容器（床上）の水素濃度が最大となるのは、ナトリウム－コンクリート反応のケースで

あり、最大水素濃度は約 0.77vol％まで上昇するが、可燃限界濃度の 4vol％を下回る。即ち、

水素燃焼は発生しない。 

以上より、格納容器（床上）へのナトリウム噴出を仮想しても、評価項目である格納容器の
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圧力や温度等は設計値を超えないため、格納容器の健全性は維持される。 

 

（ⅲ）不確かさの影響評価 

噴出ナトリウムの影響評価における重要現象は「別紙 4 1.7 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲ」の

1.7.2に示す通りである。ここで重要現象として抽出されたスプレイ燃焼において、最も影響の

ある因子はスプレイの液滴径であり、不確かさの影響を考慮した上で、評価項目に対して厳し

い結果となるような液滴径を入力値として設定していることから感度解析は不要である。した

がって、ここでは次に影響のあるプール広がり面積を選定する。前述の有効性評価では、ナト

リウムの表面張力等から算出されるプールの厚み（約 1cm）を設定しており、これに対してプー

ル厚みを 1/2倍（プール面積を 2倍）とした場合の感度解析をナトリウム－コンクリート反応

を対象として実施する。一方、解析条件の不確かさとして崩壊熱があり、崩壊熱計算に用いた

計算コードの不確かさとして、「崩壊熱の 10％増加」を考慮した解析を実施する。主な解析結果

を第 1.1.32図から第 1.1.34図に示す。 

格納容器（床上）の雰囲気圧力及び格納容器の鋼壁温度が最高となるスプレイ燃焼におい

て、崩壊熱増加の影響をみたところ、圧力については変わらず（最高圧力は約

0.92kg/cm2[gage]）、格納容器の鋼壁温度は若干上昇する（最高温度は約 69℃）。これは、ス

プレイ燃焼によって発生する熱量に比べると崩壊熱増加の影響は僅かだからである。また、格

納容器（床上）の水素濃度が最大となるナトリウム－コンクリート反応において、プール面積

（反応面積）増加の影響をみたところ、水素の発生速度は増加するものの、ナトリウムの早期

消費により反応時間が短くなるため、最大水素濃度はほとんど変わらず（約 0.78vol％）、可燃

限界濃度の 4vol％を下回る。 

以上より、格納容器（床上）へのナトリウム噴出を仮想した場合の噴出ナトリウムの影響評

価において、各種の不確かさの影響を考慮しても、評価項目である格納容器（床上）の最高圧

力は変わらず、また、格納容器の鋼壁温度や水素濃度は微増する程度であり、格納容器の健全

性は維持される。 
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第 1.1.28図 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲによる解析体系 

 

 

第 1.1.29図 格納容器内圧力の推移 
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第 1.1.30図 格納容器鋼壁温度の推移 
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第 1.1.31図 格納容器内水素濃度の推移 

 

第 1.1.32図 格納容器内圧力の推移（不確かさ影響評価） 
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第 1.1.33図 格納容器鋼壁温度の推移（不確かさ影響評価） 

 

第 1.1.34図 格納容器内水素濃度の推移（不確かさ影響評価） 
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2. 過出力時原子炉停止機能喪失（UTOP） 

2.1 出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故 

（1）概要 

本評価事故シーケンスは、原子炉の出力運転中に、何らかの原因で制御棒の連続的な引抜きが生

じ、原子炉の出力が上昇した状態で、「中性子束高（出力領域）」による原子炉トリップ信号の発

信に失敗し、原子炉の停止に失敗する事象として考える。本評価事故シーケンスでは、制御棒の異

常な引抜きによる原子炉出力上昇時に原子炉の停止機能を喪失することから、炉心の昇温によって

炉心の著しい損傷に至る可能性がある。したがって、出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子

炉トリップ信号発信失敗の重畳事故では、制御棒の異常な引抜きによる原子炉出力の過度な上昇を

防止するため、制御棒の連続的な引抜きを阻止する制御棒連続引抜き阻止インターロックを整備す

るとともに、「原子炉出口冷却材温度高」を代替原子炉トリップ信号として整備し、炉心の著しい

損傷を防止し、さらに、当該事故が多量の放射性物質等を放出するおそれのある事故であることを

踏まえ、制御棒（主炉停止系）の急速挿入失敗を想定し、後備炉停止系を整備するとともに、原子

炉保護系（スクラム）の動作失敗を想定し、後備炉停止系用論理回路を整備する。 

本評価事故シーケンスにおいて、炉心損傷防止措置（制御棒連続引抜き阻止インターロック）が

ないと仮定した場合、炉心の著しい損傷に至ることから、１次主冷却系における強制循環（長期対

策としては１次主循環ポンプのポニーモータを使用）、２次主冷却系の強制循環（長期対策として

は自然循環）及び主冷却機の強制通風（長期対策としては自然通風）により、損傷炉心物質を冷却

することで原子炉冷却材バウンダリの温度上昇を抑制し、原子炉容器内に放射性物質等を閉じ込め

る措置を講じることで格納容器の破損を防止する。また、炉心の著しい損傷に至った場合、燃料の

溶融に伴う即発臨界超過により放出されるエネルギーによって原子炉容器の上部から格納容器内に

ナトリウムが噴出する可能性があるため、回転プラグを含む原子炉容器構造及び格納容器構造によ

り即発臨界超過の影響を緩和し、格納容器の破損を防止し、これらの措置の有効性評価を行う。 

 

（2）格納容器破損防止措置 

本評価事故シーケンスにおいて、格納容器の破損を防止するための措置を以下に示す。これら

は、影響緩和を目的とする。なお、事故の状況に応じて、これらの措置を適切に組み合わせるもの

とする。 

a．原子炉冷却材バウンダリの温度上昇を抑制するため、１次主冷却系における強制循環（長

期対策としては１次主循環ポンプのポニーモータを使用）、２次主冷却系の強制循環（長期

対策としては自然循環）及び主冷却機の強制通風（長期対策としては自然通風）による原子

炉容器内冷却を可能とする。 

b．回転プラグ及びその固定ボルトを含む原子炉容器構造及び格納容器構造により、即発臨界

超過により放出されるエネルギーによって原子炉容器の上部から格納容器内に噴出したナト

リウムの影響を緩和する。 

c．燃料が破損したと推定される場合は、原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等の

バウンダリ内に放射性物質を閉じ込め、貯留する。 

d．格納容器（床上）へナトリウムが噴出し、格納容器内の圧力、温度及び床上放射能レベル
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が異常に上昇した場合は、「格納容器内圧力高」、「格納容器内温度高」及び「格納容器内

床上線量率高」により警報が中央制御室に発せられ、工学的安全施設の作動により、格納容

器から放出される放射性物質を低減する。なお、工学的安全施設は、手動操作によっても作

動できるものとする。 

f．本原子炉施設は低圧システムで、かつ、燃料の装荷量の少ない小型の原子炉であり、伝熱

特性に優れた単相のナトリウムを冷却材に使用していること、ナトリウムボイド反応度が負

であること等、高い固有の安全特性を有している。また、原子炉冷却材バウンダリが放射性

物質の閉じ込めに有効な物理障壁を形成していること、格納容器（床上）には大きな自由空

間体積が存在することなどの特徴を有している。 

g．本評価事故シーケンスに対処するための措置の有効性評価においては運転員等の操作は必

要ないため、運転員操作に係る特段の条件を設定する必要はなく、操作時間等の不確かさに

ついても考慮する必要はない。 

 

（3） 資機材 

本評価事故シーケンスにおける格納容器破損防止措置に使用する設備等を第 2.1.1 表に示す。こ

れらの設備等は、基準地震動による地震力に対して機能を喪失しないように整備する。 

 

（4） 作業と所要時間 

本評価事故シーケンスにおける格納容器破損防止措置の手順及び各手順の所要時間を第 2.1.2 表

に示す。 

 

（5） 格納容器破損防止措置の有効性評価 

本事故において、格納容器破損防止措置の有効性評価は、事象の進展ごとに行う。UTOP時の評価

の流れ、評価に使用する計算コードは ULOF と同じである。 

格納容器破損防止措置に有効性があることを確認するための評価項目は「国立研究開発法人日本

原子力研究開発機構大洗研究所（南地区）高速実験炉原子炉施設（「常陽」） 第 53条（多量の放

射性物質等を放出する事故の拡大の防止）に係る説明書（その 3：格納容器破損防止措置） 2.4.6 

有効性を評価するための評価項目の設定」に記載した通りであり、事故の熱的影響及び機械的影響

に関わる評価項目はそれぞれ次の 2点である。 

① 事故シーケンスが核的に収束した後の原子炉容器内で再配置した炉心物質が長期にわたり安

定に保持・冷却できること。また、炉心物質による熱的負荷に対して原子炉冷却材バウンダリ

の健全性が維持できること。 

② 事故シーケンスの過程で即発臨界超過により放出されるエネルギーによる機械的負荷に対し

て原子炉冷却材バウンダリの健全性が維持できること。また、ナトリウムが格納容器床上へ噴

出する場合にはナトリウムの燃焼等に対して、格納容器健全性が維持できること。 

これらの評価項目のうち、①の熱的影響については再配置・冷却過程の解析により評価する。ま

た、②の機械的影響については機械的応答過程及び格納容器応答過程の解析により評価する。それ以

外の過程においては、評価項目に影響を及ぼす重要なパラメータを計算する。例えば、起因過程及び
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遷移過程の解析においては、反応度変化、即発臨界超過の有無及び放出熱エネルギー（それを代表す

る指標である炉心平均燃料温度）が重要なパラメータとなる。また、機械的応答過程においては発生

する機械的エネルギー及びこれに伴うナトリウムの格納容器（床上）への噴出の有無と噴出量を計算

する。 

なお、事象の進展の途中段階において評価事故シーケンスの結果が ULOFに包絡されることが明確

である場合にあっては、その時点で有効性評価を行う。 

 

（a）起因過程の解析 

（ⅰ）有効性評価の条件 

計算コードＳＡＳ４Ａにより解析する。主要な解析条件等を以下に示す。 

1）初期状態は、「別紙 3 2.1 初期定常運転条件」で述べたように原子炉出力 100MW、1次主

冷却系のホットレグ温度 456℃、コールドレグ温度 350℃とする。また、1 次主冷却系流量

は定格流量とする。 

2）炉心損傷防止措置のないものと仮定するため、後備炉停止機能を含む全ての原子炉スクラ

ムに失敗するものとする。 

3）最大の反応度価値を持つ制御棒 1 本が最大速度で引き抜かれるものとし、それによる

反応度添加率は、第 2.2.1 図に示すように制御棒引抜き開始から徐々に減少する。こ

の制御棒引抜きによる反応度添加を模擬するように、制御棒引抜き開始から 10 秒まで

は 3.0￠／ｓ、その後徐々に減少し 115 秒で 0 となるように解析条件を設定する。 

4）ドップラ係数、燃料密度係数、冷却材密度係数（ナトリウムボイド反応度）及び構造

材密度係数にはノミナル値（最適評価値）を用いる。 

5）崩壊熱は、連続運転により炉心燃料が平均燃焼度に到達する保守的な想定として計算

したノミナル値（最適評価値）を用いる。 

6）解析対象とする炉心の燃焼状態は、標準平衡炉心運転サイクル初期（BOC）とする。 

7）全集合体を 33 のチャンネル（ＳＡＳ４Ａチャンネル）で代表させるとともに、「別紙

4 1.2 ＳＡＳ４Ａ」で述べたように、各チャンネルは単一の燃料要素とこれに付随

する冷却材流路及び構造材で代表させる。解析で用いるＳＡＳ４Ａチャンネルの配置

図及び解析体系は「1.1 外部電源喪失及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故」

で示した第 1.1.3 図及び第 1.1.4 図と同様である。 

8）照射燃料集合体については、炉心燃料集合体に置き換えて同等の構造及び形状を使用

することとするが、集合体の出力、冷却材流量及び反応度係数は照射燃料集合体の値

を用いることにより、起因過程における炉心全体の挙動を正確に模擬できる（なお、

結果として炉心全体の燃料量が多くなるため、後続の遷移過程解析においては溶融燃

料の移動による反応度効果を保守的に評価することとなる。）。 

9）解析では燃料要素の照射挙動を扱う定常計算と、冷却材流量減少挙動等の過渡挙動を

扱う過渡計算に分けて計算する。定常計算では燃料要素の熱計算及び変形計算、各メ

ッシュの出力に応じた FP ガスの生成量の計算や燃料中のガス保持量と温度に応じた

放出量の計算を行い、評価対象の炉心の燃焼状態を模擬する。過渡計算では定常計算
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の結果を初期条件として各種過渡現象を模擬した計算を行う。 

10）UTOP における燃料の破損条件に関しては、過渡過出力型の CABRI 炉内試験から、「常

陽」のように高いスミア密度の燃料においても断面溶融割合が 20%程度以下では破損

に至らないことが分かっている。他方、破損時の燃料の溶融割合が小さいほど燃料破

損後の燃料分散による負の反応度効果が抑えられることも考慮し、保守的に断面溶融

割合 20%で破損することとする。 

 

（ⅱ）有効性評価の結果 

起因過程の解析結果を第 2.1.2図および第 2.1.3図に示す。 

本評価事故シーケンスにおいては、原子炉をスクラムしないまま制御棒引抜きによる正の反応

度投入によって原子炉出力が上昇するため、燃料要素の発熱が増加し冷却材温度が上昇する。ま

た、原子炉出力の上昇により、燃料要素の温度も上昇する。冷却材の温度上昇に伴う負の冷却材

密度反応度、燃料温度の上昇に伴う負の燃料密度反応度及びドップラ反応度は、制御棒引抜きに

よる正の反応度に比べて小さく全反応度が負になることはないため、原子炉出力は上昇を続ける。

燃料温度はさらに上昇を続け、燃料の中心部は溶融し、出力と燃焼度が共に高いチャンネル（第

1.1.3 図のチャンネル 1 と 4）で冷却材は未沸騰のまま燃料が破損に至る。燃料の一部が冷却材

流路に放出され、冷却材の流れに運ばれて上部へ分散し、原子炉出力が低下する。その後、被覆

管の昇温に伴う強度低下によって燃料は崩壊し、多くの燃料が冷却材流路に放出されるが、この

燃料の上下への分散に伴う負の反応度効果と被覆管の上下への分散に伴う正の反応度効果とで

は、燃料の分散による効果の方が大きく、原子炉出力は低下する。時刻約 31.6秒でチャンネル 4

のラッパ管の温度が融点まで上昇し、ＳＡＳ４Ａの適用限界に達する。その間の約 30 秒間の起

因過程の範囲では炉心は出力と燃焼度が共に高い 2チャンネル（炉心燃料集合体数：2）の損傷に

とどまる。 

起因過程においては、評価項目に影響を及ぼす重要なパラメータである反応度は最大でも

0.2$程度であり即発臨界（1.0$）を超えることはない。また、起因過程においては炉心損傷の範

囲も限定的であり、有意なエネルギー放出はなく、指標としての炉心平均燃料温度は起因過程の

初期値の約 1,025℃から最大値の約 1,800℃まで上昇するが、その後、原子炉出力の低下に伴い

炉心平均燃料温度も低下する。 

以上のように、起因過程においては制御棒の引抜き以外に有意な正の反応度効果はなく、反応

度及び出力の上昇は緩慢で、部分的な炉心損傷の状態で後続の遷移過程に移行する。 

 

（ⅲ）不確かさの影響評価 

有効性評価における不確かさについては、計算コード及び解析条件の不確かさの影響を考慮

する必要がある。評価項目に影響を及ぼすパラメータの計算に関わる重要現象については、

「別紙 4 1.2 ＳＡＳ４Ａ」にその抽出結果を示すとおりである。この内、計算コードのモデル

に関する不確かさとしては、FPガス保持量の不確かさの影響を評価する。また、解析条件に関

する不確かさとしては、制御棒引抜き反応度、ナトリウムボイド反応度、ドップラ反応度、燃

料の軸伸び及び燃料破損条件の不確かさの影響を評価する。考慮する不確かさ幅は以下の通り
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設定する。 

1）FP ガス保持量：燃料ペレット中の FP ガスの保持量はＳＡＳ４Ａの定常照射挙動モデルの

計算値に対して、負の反応度効果を持つ破損燃料の分散移動の駆動力となる FPガス圧力の

効果を無視する。 

2）制御棒引抜き反応度：反応度挿入曲線の傾きが最大となる制御棒位置を想定するとともに

制御棒引抜に伴う傾きの減少を無視し、さらに、実効遅発中性子割合の不確かさ等の安全余

裕を考慮して、反応度添加率を約 4.2￠／sで一定とした。 

3）ナトリウムボイド反応度：炉心の核設計においては 30%の不確かさを考慮している。ナト

リウムボイド反応度は炉心の極一部の領域を除いておおむね負である。評価項目に影響を

及ぼすパラメータである反応度を大きく計算するため、正の領域では 1.3 倍に、負の領域

では 0.7倍に設定する。 

4）ドップラ反応度：ナトリウムボイド反応度と同様に、炉心核設計で考慮される不確かさは

30%である。ドップラ反応度係数は負で、起因過程のドップラ反応度は負となるため、評価

項目に影響を及ぼすパラメータである反応度を大きく計算するため、0.7倍に設定する。 

5）燃料の軸伸び：ナトリウムボイド反応度と同様に、炉心核設計で考慮される燃料密度反応

度の不確かさは 30%である。起因過程の事故シーケンスでは燃料は膨張し反応度変化が負と

なる。評価項目に影響を及ぼすパラメータである反応度を大きく計算するため、0.7倍に設

定する。 

6）燃料破損条件：基本ケースでは 20%断面溶融割合で破損判定を行っていたが、負の反応度

効果を有する破損燃料の移動を抑制するとともに、損傷領域の拡大のために燃料溶融開始

直後に破損するように設定する。また、それとは別に、負の反応度投入自体を遅らせるため、

50%断面溶融割合の条件で破損するように設定する。 

これらの重要現象及び解析条件の間には物理的相関はなく、互いに独立であると判断されるた

め、それぞれ保守的に設定した不確かさを重ね合わせることは過度に保守的な想定となる。そこ

で、感度解析においては保守的な条件の重畳は行わず、基本ケースに対してそれぞれの不確かさ

の影響を評価した。 

起因過程に関する感度解析の結果、評価項目に関わる重要なパラメータである反応度に最も大

きな影響を与える不確かさは制御棒引抜き反応度の不確かさであった。反応度は基本ケースの最

大約 0.2$に対して、制御棒引抜き反応度の不確かさを考慮した解析ケースでは最大約 0.3$と大

きな差はなく即発臨界（1.0$）を超えることはなかった。すなわち、不確かさの影響を考慮した

としても、起因過程は反応度及び出力の上昇は緩慢であり、その結果、部分的な炉心損傷のまま

後続の遷移過程に移行する。 
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第2.1.1表 格納容器破損防止措置に使用する設備等 

 

動作・判断・操作 手順 
設備 

常設設備 可搬設備 計装設備 

原子炉 

トリップ信号発信 
－ － － 

①  関連するプロセス

計装 

原子炉容器内 

冷却確認 

・ １次主冷却系（強制循環）の

運転状況を確認するとともに、

２次主冷却系（強制循環又は自

然循環）及び主冷却機（強制通

風又は自然通風）に異常等がな

いことを確認する。 

－ － 
① 関連するプロセス

計装 

原子炉冷却材 

バウンダリ及び 

原子炉カバーガス 

等のバウンダリ内 

に放射性物質を 

閉じ込め、貯留 

・ 放射性物質を閉じ込めるた

め、原子炉カバーガス等のバウ

ンダリを隔離する。 

① １次アルゴンガス系 

１）原子炉カバーガスのバ

ウンダリに属する容器・

配管・弁（ただし、計装

等の小口径のものを除

く。） 

－ 
① 関連するプロセス

計装 

格納容器 

アイソレーション

確認 

・ 「格納容器内圧力高」、「格

納容器内温度高」、「格納容器

内床上線量率高」により、原子

炉保護系（アイソレーション）

が動作し、工学的安全施設が自

動的に作動し、隔離されること

を確認する。 

① 格納容器 

② 格納容器バウンダリに属

する配管・弁 

－ 

① 原子炉保護系（ア

イソレーション） 

② 関連するプロセス

計装 
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第2.1.2表 格納容器破損防止措置の手順及び各手順の所要時間 

 

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

状況判断 運転員A 1 ・原子炉自動停止失敗と判断
・原子炉スクラム、後備炉停止系
スクラムに失敗した場合は原子炉
自動停止失敗と判断する。

運転員B、C 2 ・原子炉容器内冷却確認

・１次主冷却系（強制循環）の運
転状況を確認するとともに、２次
主冷却系（強制循環又は自然循
環）及び主冷却機（強制通風又は
自然通風）に異常等がないことを
確認する。

運転員D 1
・原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カ
  バーガス等のバウンダリ内に放射性物質
  を閉じ込め、貯留

・燃料破損検出系により燃料破損
の有無を確認する。
・燃料が破損したと推定される場
合、放射性物質を閉じ込めるた
め、原子炉カバーガス等のバウン
ダリを隔離する。

運転員A、E 2 ・格納容器アイソレーション確認

・「格納容器内圧力高」、「格納
容器内温度高」、「格納容器内床
上線量率高」により、原子炉保護
系（アイソレーション）が動作
し、工学的安全施設が自動的に作
動し、隔離されることを確認す
る。また、隔離に失敗している場
合は手動で隔離する。

備考必要な要員と作業項目
経過時間（分）

要員（名）
（作業に必要な要員数）

格納容器破損
防止措置

10 15 20 25 30 60

▽異常事象発生（制御棒の異常な引抜き）

▽原子炉自動停止失敗と判断

120 180 240

▽事故発生の判断（「中性子束高（出力領域）」による

原子炉トリップ信号発信失敗）

▽炉心の著しい損傷の有無を判断

5
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第 2.1.1図 制御棒の引抜きにより投入される反応度 

 

 

第 2.1.2図 起因過程における出力及び反応度履歴 
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第 2.1.3図 起因過程における炉心平均燃料温度履歴 
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（b）遷移過程の解析 

（ⅰ）有効性評価の条件 

計算コードＳＩＭＭＥＲ−Ⅳにより解析する。第 2.1.5図および第 2.1.6図にＳＩＭＭＥ

Ｒ−Ⅳによる解析体系及び初期物質分布を示す。 

1）遷移過程解析は、起因過程の基本ケースの解析結果を初期状態とし、炉心物質の分

布（質量、温度、速度及び圧力）及び原子炉の出力及び反応度を引き継いだ。接続の

タイミングはＳＡＳ４Ａの適用限界であるラッパ管破損の直前とした。 

2）流体力学モデル、核計算モデルの主なオプションは ULOF 解析と同様のオプションを

用いた。 

3）原子炉容器内、B 型及び C 型照射燃料集合体、並びに燃料流出経路のモデル化も

ULOF 解析と同様のモデル化を行った。 

4）炉心下部の高圧プレナム部及び上部プレナム部の側面には炉心冷却材流量を再現す

るための圧力境界条件を与え、各燃料集合体の入り口には定格時の流量を再現できる

ようオリフィス圧力損失係数を与える。 

5）UTOP では最大の反応度価値を持つ制御棒 1 本が引抜かれ、それによる反応度添加率

は約 3￠／s である。遷移過程で投入する反応度は第 2.1.7図のとおりである。 

 

（ⅱ）有効性評価の結果 

遷移過程の初期には大半の燃料集合体は健全状態にあり、一方で制御棒の引抜きによる

反応度の印加と損傷集合体において燃料が炉心下部へ凝集するため炉心の損傷領域の拡大

は続くが、出力レベルが低く健全集合体では定格時の冷却材流量があるため炉心損傷の進

展は極めて緩慢なものとなる。遷移過程の解析結果である反応度と出力の履歴を第 2.1.8

図から第 2.1.10図に示す。 

炉心での冷却材流量は定格値の 100%であるものの、遷移過程開始から 20秒まで（UTOP開始

から 50秒）に炉心燃料集合体の約 40%が破損する。その後、反応度と出力は減少し、炉心燃料

の損傷が緩慢となる。炉心下部には再固化した燃料及びスティールによって閉塞が形成されて

はいるが、ナトリウムは閉塞が不完全な部分から炉心へと流入する。流入するナトリウムが炉

心下部の高温の損傷炉心物質と接触することで生じる蒸気圧によって炉心物質が分散され、炉

心下部への大規模な堆積を妨げる。UTOP開始から約 60秒に反応度が即発臨界を超過している

が、その場合でも大きなエネルギー放出に至ることはないが、出力の高い燃料集合体を中心に

炉心の約 60%が損傷するに至る。約 70秒の時点で炉心下部に損傷燃料が堆積しつつある。この

燃料の堆積により約 70秒で再び反応度が即発臨界を超過する。再度発生するナトリウム及びス

ティール蒸気圧によって燃料が炉心から流出し、その総計は約 30%である。この結果反応度は-

30$を下回り、核的な事象推移は終息する。このときの炉心平均燃料温度の最大値は約 2,820℃

である。 

UTOPの遷移過程の事象推移においても反応度が即発臨界を超えているが、いずれも ULOFに比

べて大きなエネルギー放出を伴うものではない。その理由は、炉心冷却材流量が残っているた

めに炉心損傷の進展が緩慢であること、損傷した集合体の炉心下部で冷却材蒸気圧力が頻繁に
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発生することで炉心物質を分散させるため、炉心下部での損傷燃料の堆積を妨げられることに

ある。 

 

（ⅲ）不確かさの影響評価 

有効性評価における不確かさについては、計算コード及び解析条件の不確かさの影響を考

慮する必要がある。事故の機械的影響については、評価項目に影響を及ぼすパラメータであ

る即発臨界超過に伴う放出エネルギー及び代表的指標である炉心平均燃料温度の計算に関

わる重要現象については、「別紙 4 1.3 ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳ及びＳＩＭＭＥＲ－Ⅲ」にその

抽出結果を示すとおりである。 

大きなエネルギー放出を伴う反応度の急速な挿入を引き起こすメカニズムは溶融燃料の

大規模な燃料凝集である。UTOP の基本ケースにおいてこのような大規模な燃料凝集が起こ

ったのは遷移過程開始後約 40 秒（UTOP 開始から約 70 秒）が経過し、燃料溶融が炉心の広

範囲に進展した段階であった。遷移過程の初期条件は起因過程の解析結果をそのままできる

だけ厳密に接続していること、燃料溶融が進展するまでの間の事象推移は極めて緩慢で大き

な反応度変動がないことなどから、ここでは遷移過程の後期の段階で大規模な燃料移動に影

響を及ぼす条件又は解析上の想定における不確かさを考慮することとする。 

UTOP の遷移過程において炉心平均燃料温度の上昇が起こる原因は大規模な燃料凝集の発

生によるものである。この燃料凝集を駆動する要因は局所的な蒸気圧等の発生であるが、

UTOP においては定格時流量が維持されていることから、破損した燃料集合体、LGT、反射体

及び炉心上下端から炉心へとナトリウムが流入しやすい。このため、UTOP の遷移過程では

炉心でナトリウム蒸気圧が頻繁に発生することとなり、FCI の効果を保守側に評価すると燃

料分散と燃料凝集の双方を促進することとなり、ULOF に比べてその明確な影響は現れない。

このことから、UTOP の遷移過程の不確かさの影響評価では起因過程の基本ケースを引き継

いで、燃料凝集に伴う正の反応度添加とエネルギーの放出を最大限に考慮した解析を実施す

る。 

以上を踏まえて、ULOF の場合と同様に、ここでは 2 次元計算コードＳＩＭＭＥＲ－Ⅲによ

り解析する。第 2.1.11 図にＳＩＭＭＥＲ－Ⅲによる 2 次元円筒座標解析体系の全体図を示す。

LGT、B型及び C型照射燃料集合体は基本ケースと同様に炉心での同一リングに装荷された集合体

の平均出力に最も近い集合体に置き換える。「常陽」の設計に準じて、集合体下部の冷却材入り口

側に設定するオリフィス係数とともに定格時流量を再現するように冷却材出入口を圧力境界条

件として設定する。 

解析における反応度、出力、炉心平均燃料温度履歴を第 2.1.12図から第 2.1.14図に示す。炉

心中心に向かう燃料凝集が発生することによって反応度が即発臨界を超過するが、炉心平均燃料

温度の最大値は約 4,300℃であった。本事象では定格時の 1次冷却材流量が確保され、燃料凝集

が生じる時の炉心損傷領域が ULOF に比べて小さくなり、燃料凝集が制限されることから、ULOF

に比べて炉心平均燃料温度の最大値が低くなる。 
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※ 炉心構成図内の数値は起因過程解析におけるチャンネル番号であり、CMIRは第 2リングの集合体出力

平均値に最も近い 4 番として評価する。破線青丸が起因過程で損傷した燃料集合体。炉心構成図にお

ける紫破線はＳＩＭＭＥＲ−Ⅳ計算体系の炉心水平断面図における紫一点破線にて表現される。また、 

紫一点破線は第 2.1.6図の鉛直断面取得位置である。 

 

第 2.1.5図 「常陽」の炉心構成とＳＩＭＭＥＲ−Ⅳによる遷移過程初期条件分布の水平断面図 
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※ 一点破線は第 2.1.5図の水平断面取得位置 

 

第 2.1.6図 ＳＩＭＭＥＲ−Ⅳによる遷移過程解析体系の領域構成（上）と 

初期条件分布の鉛直断面図（下） 
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第 2.1.7図 遷移過程での投入反応度 

 

 

 

 

第 2.1.8図 基本ケースにおける反応度履歴 
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第 2.1.9図 基本ケースにおける出力履歴 

 

 

 

 

第 2.1.10図 基本ケースにおける炉心平均燃料温度履歴 
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第 2.1.11図 ＳＩＭＭＥＲ－Ⅲによる UTOP遷移過程解析体系全体図 
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第 2.1.12図 燃料スロッシングを最大限考慮したケースにおける反応度履歴 

 

 

第 2.1.13図 燃料スロッシングを最大限考慮したケースにおける出力履歴 
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第 2.1.14図 燃料スロッシングを最大限考慮したケースにおける炉心平均燃料温度履歴
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(c）格納容器破損防止措置の有効性評価のまとめ 

これまでの起因過程及び遷移過程の評価から、本事象で発生する熱エネルギーは不確かさを考

慮しても約 4,300℃以下である。これは「1.1 外部電源喪失及び原子炉トリップ信号発信失敗の

重畳事故（ULOF）」の値を下回る。このため発生する機械的エネルギー、原子炉容器の構造応

答、遮へいプラグの応答及びナトリウム噴出量は ULOFの解析結果に包絡される。ULOFの評価に

おいて発生する機械的エネルギーが評価項目である原子炉冷却材バウンダリの健全性に影響を及

ぼすことはないこと、及び噴出ナトリウムの燃焼等により格納容器の健全性が損なわれないこと

が示されていることから、本事象においても評価項目である原子炉冷却材バウンダリの健全性及

び格納容器の健全性が問題となることはない。 

また、本事象では ULOFよりも多くの 1次冷却材流量が確保されることから、原子炉容器内で

再配置した燃料及び炉心残留燃料の冷却も ULOFに比べて容易である。ULOFの評価において炉心

残留燃料が評価項目である原子炉冷却材バウンダリの健全性に影響を及ぼすことはないことが示

されていることから、本事象においても原子炉冷却材バウンダリの健全性に影響を及ぼすことは

ない。 

以上より、出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故を

想定しても格納容器の破損は防止され、施設からの多量の放射性物質等の放出は防止される。 
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3. 除熱源喪失時原子炉停止機能喪失（ULOHS） 

3.1 ２次冷却材流量減少及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故 

（1） 概要 

本評価事故シーケンスは、原子炉の出力運転中に、何らかの原因で２次系の冷却材

流量が減少した後、「２次冷却材流量低」による原子炉トリップ信号の発信に失敗し、

原子炉の停止に失敗する事象として考える。本評価事故シーケンスでは、２次冷却材

流量減少時に原子炉の停止機能を喪失することから、炉心の昇温によって炉心の著し

い損傷に至る可能性がある。 

したがって、本評価事故シーケンスでは、「原子炉出口冷却材温度高」を代替原子

炉トリップ信号として整備することにより炉心の著しい損傷を防止する。さらに、当

該事故が多量の放射性物質等を放出するおそれのある事故であることを踏まえ、制御

棒（主炉停止系）の急速挿入失敗を想定して後備炉停止系を整備するとともに、原子

炉保護系（スクラム）の動作失敗を想定して後備炉停止系用論理回路を整備する。こ

こでは、この炉心損傷防止措置が機能しないとした場合における格納容器破損防止措

置の有効性評価を行う。 

 

（2） 格納容器破損防止措置 

a．負の反応度係数などの固有の物理メカニズムによる出力低減 

b．１次主冷却系強制循環、２次主冷却系自然循環による炉心冷却 

 

（3） 資機材 

本評価事故シーケンスにおける格納容器破損防止措置に使用する設備等を第 3.1.1

表に示す。 

 

（4） 作業と所要時間 

本評価事故シーケンスにおける格納容器破損防止措置の手順及び各手順の所要時間

を第 3.1.2表に示す。 

 

（5） 格納容器破損防止措置の有効性評価 

ULOHSの事故シーケンスにおいては 1次冷却材流量が維持されているため炉心の燃料

及び冷却材の温度変化が緩慢であるとともに、負の反応度フィードバックが大きく、

炉心の発熱と冷却とがバランスし温度が高温にならないまま静定することが予備的な

解析で明らかとなっている。このため、「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構大

洗研究所（南地区）高速実験炉原子炉施設（「常陽」） 第 53条（多量の放射性物質等

を放出する事故の拡大の防止）に係る説明書（その 3：格納容器破損防止措置） 2.4.6 

有効性を評価するための評価項目の設定」に記載した評価項目のうち、「炉心の著しい
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損傷が発生するおそれがないものであり、かつ、炉心を十分に冷却できるものである

こと。」を評価項目とする。 

 

（ⅰ）有効性評価の条件 

計算コードＳｕｐｅｒ－ＣＯＰＤにより解析をする。主要な解析条件等を以下に

示す。 

1）初期状態は、「別紙 3 2.1 初期定常運転条件」で述べたように原子炉出力

100MW、1次主冷却系のホットレグ温度 456℃、コールドレグ温度 350℃とする。

また、1次主冷却系流量は定格流量とする。 

2）燃料ペレット－被覆管間隙のギャップ熱伝達率は、0.7W/cm2/℃とする。 

3）2 ループの２次主循環ポンプの主電動機が同時に停止し、2 ループの１次主

循環ポンプの主電動機は運転を継続するものとする。 

4）２次主循環ポンプの主電動機の停止によるインターロックにより、主冷却機

の主送風機は同時に停止し、自然通風により除熱されるものとする。 

5）ドップラ係数、燃料温度係数、冷却材温度係数、構造材温度係数及び炉心支

持板温度係数にはノミナル値（最適評価値）を用いる。 

6）「２次冷却材流量低」による原子炉トリップ信号発信に失敗するものとする。 

7）代替原子炉トリップ信号である「原子炉出口冷却材温度高」の信号発信にも

失敗するものとする。 

8）措置として整備する設備の単一故障は仮定しない。 

 

（ⅱ）有効性評価の結果 

本評価事故シーケンスの解析結果を第 3.1.1図に示す。１ループの２次主循環ポ

ンプがトリップすると、相互インターロックによりほぼ同時に他の１ループの２次

主循環ポンプもトリップし、両ループの２次冷却材流量が低下し、約 1.6秒で「２

次冷却材流量低」の設定値である定格流量の約 80％に到達するが、原子炉トリップ

信号の発信に失敗すると仮定する。２次主冷却系は自然循環に移行し、また、２次

主循環ポンプのトリップに伴うインターロックにより、全ての主冷却機の主送風機

が停止し、主冷却器出口温度の制御は、停止時の制御モードに切り替わる。２次冷

却材流量の低下により、主中間熱交換器の除熱量が低下するため、１次主冷却系の

コールドレグの温度（原子炉容器入口冷却材温度）が上昇する。その結果、炉心支

持板の熱膨張等による負の反応度フィードバックが印加され原子炉出力は低下し、

それに伴い燃料温度も低下する。原子炉出力は低下するものの、原子炉容器入口冷

却材温度が上昇しているため、被覆管温度、冷却材温度及び原子炉容器出口冷却材

温度が上昇し、事象発生後約 121秒で「原子炉出口冷却材温度高」の代替原子炉ト

リップ信号の設定値である 464℃に到達するが代替原子炉トリップ信号の発信にも
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失敗すると仮定する。 

この場合、引き続き、原子炉容器入口冷却材温度が上昇するため、炉心支持板の

熱膨張等による負の反応度フィードバックが印加され、原子炉出力はさらに低下し、

原子炉容器入口冷却材温度の上昇よりも原子炉出力の低下の寄与が大きくなるこ

とにより、燃料温度、被覆管温度及び冷却材温度は低下する。その後、原子炉出力

と原子炉容器入口冷却材温度が平衡状態となり、炉心温度及び原子炉容器出入口冷

却材温度は安定に推移する。 

原子炉出力及び燃料最高温度は、初期値以上に上昇することなく低下する。被覆

管最高温度及び冷却材最高温度は、両者共に約 550℃にとどまり、評価項目となる

パラメータの値を下回り、その後長時間にわたって安定な炉心冷却状態が維持され

る。また、原子炉容器出入口冷却材の最高温度は、それぞれ約 500℃及び約 480℃

にとどまり、評価項目となるパラメータの値を下回る。 

以上より、２次冷却材流量減少及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故にお

いて、炉心損傷防止措置である代替原子炉トリップ信号による原子炉停止機能がな

いと仮定した場合でも、炉心及び冷却系の物理特性により炉心の著しい損傷は防止

され、格納容器の破損及び施設からの多量の放射性物質等の放出は防止される。 

なお、本評価シーケンスの収束は評価項目との比較により合理的に判断できるも

のの、その状態は比較的高温での安定静定状態である。この間に、運転員が手動に

よる制御棒挿入操作を行うことにより、低温の安定静定状態に導くことができる。

また、運転員による手動操作によっても、何らかの原因により制御棒が挿入されな

い場合は、自主対策設備を用いて、直接、制御棒駆動機構の軸を回転させることに

より、制御棒を炉心に挿入し原子炉を低温の安定静定状態へ移行させるように努め

る。 
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第 3.1.1表 格納容器破損防止措置に使用する設備等 

 

動作・判断・操作 手順 
設備 

常設設備 可搬設備 計装設備 

原子炉 

自動停止失敗の 

判断 

・ 原子炉スクラム（自動停止）、

後備炉停止系スクラム（自動停

止）を確認する。 

－ － － 

原子炉容器内 

冷却確認 

・ １次主冷却系（強制循環）

の運転状況を確認するととも

に、２次主冷却系（自然循環）

及び主冷却機（自然通風）に異

常等がないことを確認する。 

－ － 
① 関連するプロセ

ス計装 

原子炉出力低下

の確認 

・ 関連する核計装により原子

炉出力が低下することを確認

する。 

－ － ① 関連する核計装 

原子炉 

手動停止 

・ 手動スクラム、制御棒保持

電磁石励磁手動断、後備炉停止

制御棒保持電磁石励磁手動断、

制御棒駆動機構による制御棒

手動挿入又は後備炉停止制御

棒駆動機構による後備炉停止

制御棒手動挿入により、原子炉

を停止する。 

① 制御棒 

② 制御棒駆動系 

③ 後備炉停止制御棒 

④ 後備炉停止制御棒駆動系 

－ ① 関連する核計装 
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第 3.1.2表 格納容器破損防止措置の手順及び各手順の所要時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

状況判断 運転員A 1 ・原子炉自動停止失敗と判断
・原子炉スクラム、後備炉停止系
スクラムに失敗した場合は原子炉
自動停止失敗と判断する。

運転員B、C 2 ・原子炉容器内冷却確認

・１次主冷却系（強制循環）の運
転状況を確認するとともに、２次
主冷却系（自然循環）及び主冷却
機（自然通風）に異常等がないこ
とを確認する。

運転員A 1 ・原子炉出力低下確認
・関連する核計装により原子炉出
力が低下することを確認する。

運転員A 1 ・原子炉手動停止

・手動スクラム、制御棒保持電磁
石励磁手動断、後備炉停止制御棒
保持電磁石励磁手動断、制御棒駆
動機構による制御棒手動挿入又は
後備炉停止制御棒駆動機構による
後備炉停止制御棒手動挿入によ
り、原子炉を停止する。

備考必要な要員と作業項目
経過時間（分）

要員（名）
（作業に必要な要員数）

格納容器破損
防止措置

10 15 20 25 30 60

▽異常事象発生（２次冷却材流量減少）

120 180 240

▽事故発生の判断（「２次冷却材流量低」による

原子炉トリップ信号発信失敗）

▽原子炉自動停止失敗と判断

5

[198]



53条(3)-別紙 5-69 

 

 

第 3.1.1図 ２次冷却材流量減少及び原子炉トリップ信号発信失敗の 

重畳事故における事象進展 

（代替原子炉トリップ信号による原子炉停止機能がないと仮定） 

  

0秒：事象発生（2次主循環ポンプトリップ（Aループ、Bループ））

原子炉停止機能がないと仮定（代替原子炉トリップ信号なし）
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（6）不確かさの影響評価 

有効性評価における不確かさについては、計算コード及び解析条件の不確かさの影

響を考慮する必要があるが、この内、計算コードの不確かさの影響は、「別紙 4 1.1 

Ｓｕｐｅｒ－ＣＯＰＤ」で述べたとおり、小さいと判断できるため、ここでは解析条

件の不確かさの影響評価を行う。なお、本事故シーケンスの評価においては運転員等

の操作がないため、運転員操作に係る不確かさを考慮する必要はない。 

解析条件の不確かさとしては、事象進展に有意な影響を与えるもののうち、評価項

目に対する余裕が小さくなると考えられる「炉心支持板温度係数」の不確かさに関す

る感度解析を実施して評価項目に対する影響を評価した。 

1）炉心支持板温度係数：炉心構成等による変動の幅±20％を考慮し、原子炉容器入

口冷却材温度の上昇に対して、負のフィードバック効果が最小となるよう絶対値

が最小の負の値を使用する。 

不確かさを考慮した解析結果を第 3.1.2 図に示す。被覆管最高温度及び冷却材最高

温度が出現するまで、炉心支持板の熱膨張による負のフィードバック反応度が小さく

なったことにより、原子炉出力の低下が「(5) 格納容器破損防止措置の有効性評価」

の解析に比べ小さくなった。その結果、被覆管最高温度は約 10℃高くなり約 560℃、

冷却材最高温度は「(5) 格納容器破損防止措置の有効性評価」の解析とほとんど変わ

らず約 550℃となり、評価項目となるパラメータの値を下回る。原子炉出力の最大値及

び燃料最高温度は「(5) 格納容器破損防止措置の有効性評価」の解析と変わらず、評

価項目となるパラメータの値を下回る。また、原子炉容器出入口冷却材の最高温度は

両温度共に約 10℃高く、それぞれ約 510℃及び約 490℃となり、評価項目となるパラメ

ータの値を下回る。 

以上より、条件の不確かさを考慮したとしても、炉心の著しい損傷は防止され、格

納容器の破損及び施設からの多量の放射性物質等の放出は防止される。 
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第 3.1.2図 ２次冷却材流量減少及び原子炉トリップ信号発信失敗の 

重畳事故における事象進展 

（代替原子炉トリップ信号による原子炉停止機能がないと仮定（感度解析結果）） 
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4. 原子炉容器液位確保機能喪失による崩壊熱除去機能喪失（LORL） 

4.1 １次冷却材漏えい（2箇所）事故 

（1） 概要 

本評価事故シーケンスは、原子炉の出力運転中に、何らかの原因で原子炉冷却材バウンダリ機能を

有する１次主冷却系又は１次補助冷却系の配管（内側）が破損し、原子炉が「炉内ナトリウム液面低」

により自動停止した後、リークジャケット又は配管（外側）により漏えい量が抑制された状態での崩

壊熱除去中に、リークジャケット又は配管（外側）が破損し、１次冷却材が二重壁外に漏えいする事

象として考える。ここでは、１次冷却材漏えい箇所は、安全容器内の配管（内側及び外側）とする。 

本評価事故シーケンスでは、補助冷却設備の運転による原子炉容器内の冷却機能がないと仮定し

た場合、炉心の著しい損傷に至ることから、原子炉容器外に冷却材（ナトリウム）や損傷炉心物質が

流出したものとして、安全容器にて、流出した冷却材や損傷炉心物質を保持し、コンクリート遮へい

体冷却系により、安全容器と生体遮へい体（コンクリート遮へい体）のギャップに窒素ガスを通気

し、安全容器内にて保持した損傷炉心物質を冷却する措置を講じることで格納容器の破損を防止す

る。 

さらに、ここでは、炉心冷却機能の喪失を前提としていることを踏まえ、炉心が溶融する過程で、

炉心が露出するまでに冷却材の蒸発が生じ、原子炉冷却材バウンダリ内が高圧になることを想定し、

主中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1次・2次境界）の過圧を防止するため、１次アルゴン

ガス系に安全板を設置し、原子炉冷却材バウンダリの過圧を防止する措置を講じる。また、断熱材及

びヒートシンク材により、安全板から流出するナトリウムによる熱的影響を緩和する措置を講じる。 

 

（2） 格納容器破損防止措置 

本評価事故シーケンスにおいて、格納容器の破損を防止するための措置を以下に示す。これらは、

炉心の著しい損傷に至る可能性がある事故の影響緩和を目的とする。なお、事故の状況に応じて、こ

れらの措置を適切に組み合わせるものとする。 

a．原子炉容器外に流出した冷却材や損傷炉心物質を保持するため、安全容器を整備する。 

b．安全容器と生体遮へい体のギャップに窒素ガスを通気し、安全容器内にて保持した損傷炉心

物質を冷却するため、コンクリート遮へい体冷却系を整備する。 

c．原子炉冷却材ナトリウムの蒸発により、主中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1次・

2次境界）が過圧されることを防止するため、１次アルゴンガス系に安全板を整備する。 

d．安全板から流出するナトリウムによる熱的影響を緩和するため、断熱材（セラミックファイ

バー）及びヒートシンク材（アルミナ）を整備する。また、流出したナトリウムがコンクリー

トと直接接触することを防止するため、格納容器（床下）の室には鋼製のライナを整備する。 

e．原子炉運転中は格納容器（床下）を窒素雰囲気に保ち、ナトリウムが流出した場合の燃焼反

応を防止する。 

f．ナトリウムが流出し、格納容器内の圧力、温度及び床上放射能レベルが異常に上昇した場合

は、「格納容器内圧力高」、「格納容器内温度高」及び「格納容器内床上線量率高」により警報

が中央制御室に発せられ、工学的安全施設の作動により、格納容器から放出される放射性物質

の量を低減する。なお、工学的安全施設は、手動操作によっても作動できるものとする。 
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（3） 資機材 

本評価事故シーケンスにおける格納容器破損防止措置に使用する設備等を第 4.1.1 表に示す。こ

れらの設備等は、基準地震動による地震力に対して機能を喪失しないように整備する。 

 

（4） 作業と所用時間 

本評価事故シーケンスにおける格納容器破損防止措置の手順及び各手順の所要時間を第 4.1.2 表

に示す。 

 

（5） 格納容器破損防止措置の有効性評価 

本評価事故シーケンスに対する格納容器破損防止措置の有効性評価においては、事故シーケンス

全体をいくつかの過程に分けて解析を行う。事故の開始から炉心が損傷し原子炉容器が破損する

までの過程を炉内事象過程と呼び、この過程では崩壊熱が全て原子炉冷却材の昇温及び蒸発並

びに原子炉冷却材バウンダリ内の機器の昇温に寄与するという保守的な仮定を用いて温度変化

等を解析する。その後、原子炉容器が破損し、原子炉容器外に流出した冷却材や損傷炉心物質

を安全容器内で保持する過程を炉外事象過程と呼び、この過程における熱流動挙動をＦＬＵＥ

ＮＴにより解析する。安全板から原子炉冷却材バウンダリの外に流出したナトリウムによる影響が

生じる過程を格納容器応答過程と呼ぶ。 

格納容器破損防止措置に有効性があることを確認するための評価項目は「国立研究開発法人日本

原子力研究開発機構大洗研究所（南地区）高速実験炉原子炉施設（「常陽」） 第 53条（多量の放射

性物質等を放出する事故の拡大の防止）に係る説明書（その 3：格納容器破損防止措置） 2.4.6 有

効性を評価するための評価項目の設定」に記載した通りであり、事故の熱的影響及び機械的影響に関

わる評価項目はそれぞれ次の 4点である。 

① 安全容器内に流出したナトリウムや損傷炉心物質を安定に保持・冷却できること。 

② 安全容器の健全性が維持できること。 

③ 主中間熱交換器及び補助中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1次・2次境界）の健全

性が維持できること。 

④ 格納容器（床下）に流出するナトリウムの熱的影響等に対して、格納容器の健全性が維持で

きること。 

これらの評価項目のうち、③については、本評価事故シーケンスの事象進展では、原子炉冷却材温

度及び圧力が通常運転時よりも低い状態で、１次主冷却系の循環に必要な液位を下回る。また、補助

冷却設備の機能を喪失した場合には１次補助冷却系の弁を閉止するため、1次冷却材を介して主中間

熱交換器及び補助中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1次・2次境界）を過温・過圧すること

はなく、当該バウンダリの破損防止措置の有効性について評価する必要はない。 

また、④については、本評価事故シーケンスの事象進展では、炉心が露出するまでに格納容器（床

下）に流出する原子炉冷却材ナトリウムの量が、「２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗の重畳事

故」よりはるかに少ないため、有効性評価は、「２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗の重畳事故」

において実施する。 

以上のことから、①及び②の評価項目に照らして、炉内事象過程及び炉外事象過程の解析により評
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価する。 

 

（a）炉内事象過程の解析 

（ⅰ）有効性評価の条件 

１次冷却材の漏えいにより、１次主冷却系の循環に必要な液位を喪失し、崩壊熱により原子

炉冷却材が昇温され、原子炉冷却材の蒸発によりさらに原子炉容器内の液位が低下し、炉心頂

部が露出するまでの炉内の事象推移を以下の条件で評価した。 

1）原子炉の自動停止は「炉内ナトリウム液面低」によるものとする。 

2）１次冷却材漏えい箇所は、安全容器内の配管（内側及び外側）とし、漏えい口の大きさは

42mm2とする。 

3）冷却材の漏えいにより、原子炉容器等の冷却材液位が１次主冷却系の循環に支障を来すレ

ベルまで低下するものとする。 

4）安全容器内に漏えいしたナトリウムは安全容器にて保持され、それにより補助冷却設備の

運転に必要な液位は確保されるものの、何らかの理由により補助冷却設備による崩壊熱の

除去が機能しないものとする。 

5）原子炉冷却材温度の上昇を高めに評価するため、主中間熱交換器 2基の 2次側の除熱能力

の完全喪失を仮定する。また、１次主冷却系配管の断熱を仮定する。 

6）崩壊熱は、連続運転により炉心燃料が平均燃焼度に到達する保守的な想定として計算した

ノミナル値（最適評価値）を用いる。 

7）事故発生前から常時運転しているコンクリート遮へい体冷却系の運転が継続されるものと

し、安全容器外面冷却による除熱を考慮するものとする。 

8）炉心崩壊熱による原子炉容器内のナトリウムの昇温、蒸発挙動を計算し、蒸発による液位

低下を評価する。なお、沸点に達する前の蒸発や蒸発に伴う液体ナトリウムの冷却も計算す

る。原子炉カバーガス等のバウンダリ内の圧力が１次アルゴンガス系に整備した安全板の

設定圧（9.8kPa）を超過すると、安全板が開放され、格納容器応答過程では蒸発したナトリ

ウム蒸気は安全板を通じて窒素雰囲気の格納容器（床下）に流出するものとする。 

 

（ⅱ）有効性評価の結果 

原子炉容器内の事象推移の計算結果を第 4.1.1図及び第 4.1.2図に示す。 

本評価事故シーケンスにおいては、原子炉は自動停止するものの、その後の崩壊熱除去機能の

喪失により原子炉冷却材温度は緩やかに上昇する。温度上昇により蒸発したナトリウムは１次ア

ルゴンガス系に整備した安全板の設定圧（9.8kPa）を超過すると、安全板から流出する。それと

ともに、漏えい口からのナトリウムの漏えいが継続するため、液位が低下する。 

評価項目に影響を及ぼす重要なパラメータである原子炉冷却材温度及び圧力は通常運転時よ

り低い状態のまま推移し、事象発生の約 4 時間後に１次主冷却系の循環に必要な液位を下回り、

１次主冷却系の循環が停止する。事象発生の約 18 時間後に、原子炉容器内と安全容器内の液位

が平衡し、１次冷却材の漏えいが停止する。その後、原子炉冷却材の最高温度は事象発生の約 3

日後に約 800℃まで上昇し、原子炉冷却材の蒸発により約 5 日後に炉心頂部まで液位が低下する
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が、蒸発による液位の低下は緩やかであり、炉心の損傷が急速に進展することはない。 

以上のように、炉内事象過程においては、炉心の損傷が緩やかに拡大し、損傷炉心物質が原

子炉容器下部を熱的、機械的に損傷させ、原子炉容器外に冷却材（ナトリウム）や損傷炉心物質

が流出し、炉外事象過程に移行する。 

 

（ⅲ）不確かさの影響評価 

炉内事象過程では、炉心頂部まで液位が低下する時間を評価し、後続の炉外事象過程移行時

の発熱条件を計算している。炉外事象過程移行時の発熱条件は、炉心頂部まで液位が低下した

時点で損傷炉心物質の全量が安全容器内に移行するものとして、炉外事象の解析結果を厳しく

するよう保守的に条件設定を行っており、炉内事象過程における崩壊熱等の不確かさの影響を

包絡した条件設定としている。このため、炉内事象過程での解析結果に対する不確かさの影響

評価は不要である。 

 

（ｂ）炉外事象過程の解析 

（ⅰ）有効性評価の条件 

計算コードＦＬＵＥＮＴ等により解析する。主要な解析条件を以下に示す。 

1）第 4.1.3図にＦＬＵＥＮＴによる解析体系を示す。第 4.1.4図に境界条件を示す。本解析

では、コンクリート遮へい体冷却系の窒素ガス（40℃で 20,500m3/h）を流入させ、安全容器

に保持される損傷炉心物質に初期の崩壊熱（240kW）を設定して定常解析を実施する。その

後、炉心崩壊熱の推移に従って過渡解析を実施する。 

2）炉心が損傷し原子炉容器底部に移行した損傷炉心物質はナトリウム中で冷却されるため、

表面温度はナトリウムの沸点を超えることはなく、原子炉容器底部を溶融貫通することは

ない。しかしながら、原子炉容器底部が長期間高温に維持され、クリープ破損が生じる可能

性があるため、原子炉容器底部の破損を想定する。 

3）原子炉容器底部が破損した結果、ナトリウムが安全容器内に流出するとともに損傷炉心物

質の全量が円筒形のインゴット状で原子炉容器外の安全容器内に移行したものとし、これ

を解析の初期状態とする。 

4）崩壊熱は、炉心が損傷する過程において、燃料の損傷・溶融と高温状態が継続することを

考慮して希ガス及び揮発性 FPからの崩壊熱を除いた値を用いる。また、安全容器内での損

傷炉心物質の冷却性について保守的に評価するため、原子炉容器内液位の低下により炉心

頂部が露出した時点の崩壊熱（240kW）を有した状態で損傷炉心物質が安全容器内に移行し、

その後崩壊熱が減衰するものとする。 

5）事故発生前から常時運転しているコンクリート遮へい体冷却系の運転を継続し、安全容器

外面冷却による除熱を実施するものとする。このとき、窒素ガスが安全容器下部の流入孔か

ら流入するものとする。 

6）安全容器内での損傷炉心物質上方のナトリウムによる伝熱効果を保守的に評価するため、

原子炉容器内液位は、炉心頂部位置におけるナトリウムインベントリの約 1/3 が損傷炉心

物質上部に残存すると想定した液位として、グラウンドレベル（以下「GL」という。）-12,
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460mm で維持されているものとする。また、安全容器内のナトリウム液位は GL-8,900mm と

する。 

7）コンクリート遮へい体冷却系の安全容器外面冷却の解析を行い、それにより求められた温

度条件及び損傷炉心物質による荷重条件に基づき、安全容器の構造健全性を評価する。 

 

（ⅱ）有効性評価の結果 

炉外事象過程の解析結果について、崩壊熱が最も高い条件（240kW）となる時刻 0秒での定常解

析結果における安全容器底板の径方向温度分布及び安全容器胴の軸方向温度分布を第 4.1.5図及

び第 4.1.6図にそれぞれ示す。安全容器を冷却する窒素ガスは、原子炉容器内から流出した損傷

炉心物質の下方の安全容器下部から、安全容器底板に向けて吹き出した後、構造物表面に衝突し、

径方向に流れを変えて広がりながら安全容器底板を冷却する（安全容器底板の下には炭素鋼遮へ

い板があり、窒素ガスは炭素鋼遮へい板下面に接し、炭素鋼遮へい板を介して安全容器底部を冷

却する。）。第 4.1.5図に示した安全容器底板の径方向温度分布においては、発熱源である損傷炉

心物質の直下となる安全容器中心（第 4.1.5図の横軸が 0の位置）から離れるに従い温度は低下

する。炭素鋼遮へい板下面に沿って径方向に流れた窒素ガスは鉛直上向きに流れ方向を変え、コ

ンクリート遮へい体とその内側の炭素鋼遮へい体間の隙間に流入する。炭素鋼遮へい体側面に開

けられた開口部から、安全容器に向けて窒素ガスが水平方向に流出し、安全容器側面を冷却する。

安全容器を冷却した窒素ガスは上向きの流れとなって安全容器の上部から流出する。第 4.1.6図

に示す安全容器側面の温度は、発熱源である損傷炉心物質の上方、安全容器下面（第 4.1.6図の

縦軸が 0の位置）から約 1.5m近傍で最も温度が高くなり、それ以降は温度が低下する。 

第 4.1.7図及び第 4.1.8図に代表的な解析結果として損傷炉心物質及びそれを保持する遮へい

グラファイト領域の最高温度の時間変化について示す。崩壊熱が最も高い時刻 0秒での定常解析

において各部は最高温度を示し、その後、崩壊熱の減衰に従って低下する。安全容器の最高温度

は約 330℃となり、設計温度（450℃）を超えることはなかった。損傷炉心物質及びそれを保持す

る遮へいグラファイト領域の最高温度はそれぞれ約 860℃及び約 530℃となった。また、損傷炉

心物質上方のナトリウムの最高温度は約 350℃であり沸騰することはない。なお、損傷炉心物質

及びそれを保持する遮へいグラファイトの共存性に問題はなく、遮へいグラファイトによる損傷

炉心物質の保持機能は維持される【後日提示】。 

以上のように、炉外事象過程の事象推移を計算した結果、コンクリート遮へい体冷却系の安全

容器外面冷却により、原子炉容器内から流出した損傷炉心物質の崩壊熱は安定的に除去され、安

全容器の温度が設計温度を超えることはない。また、安全容器の自重、ナトリウム重量及び損傷

炉心物質の重量並びに内圧により安全容器の胴部及び底板部に発生する応力（1 次応力）は当該

部の許容応力を十分に下回ることから、安全容器の健全性は確保されると判断できる。 

以上より、安全容器内に流出したナトリウムや損傷炉心物質は安定に保持・冷却されるとと

もに、安全容器に係る評価項目を満足することから、安全容器の健全性は確保され、格納容器

の破損は防止できる。 

 

（ⅲ）不確かさの影響評価 
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安全容器の構造健全性を評価する上で重要な指標である構造温度に対し、影響が大きいのは、

原子炉容器内から流出した損傷炉心物質の発熱条件が挙げられる。 

発熱条件については、炉心頂部まで液位が低下した時点で損傷炉心物質の全量が安全容器内に

移行するものとして、炉外事象の解析結果を厳しくするよう保守的に条件設定を行っており、炉

心頂部まで液位が低下する約 5日後の崩壊熱（240kW）を設定している。しかしながら、損傷炉心

物質の冷却性を評価する上で発熱条件の影響は大きいため、崩壊熱のみの不確かさに加えて、炉

内事象推移の不確かさも考慮し、発熱条件を崩壊熱（240kW）から 25%増加させて 300kWとする条

件で解析を実施した。この結果、第 4.1.9 図の安全容器底板の径方向温度分布及び第 4.1.10 図

の安全容器胴の軸方向温度分布から、温度分布形状は概ね相似のまま温度レベルが上昇する。な

お、安全容器の最高温度は約 400℃となり、設計温度（450℃）を超えず、また、損傷炉心物質の

最高温度は約 1,090℃、損傷炉心物質を保持する遮へいグラファイトの最高温度は約 680℃とな

った。また、損傷炉心物質上方のナトリウムの最高温度は約 430℃であり沸騰することはない。 

以上のことから、不確かさの影響を考慮しても安全容器に係る評価項目への影響は小さく、

評価項目を満足することから、安全容器の健全性が確保される。 
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第 4.1.1表 格納容器破損防止措置に使用する設備等 

 

動作・判断・操作 手順 
設備 

常設設備 可搬設備 計装設備 

原子炉冷却材 

バウンダリが高圧 

に至ることの判断 

・冷却材の著しい昇温及び蒸発が

生じた場合、原子炉冷却材バウ

ンダリが高圧に至ると判断す

る。 

－ － ①関連するプロセス計装 

１次アルゴンガス系 

安全板より、 

ナトリウム蒸気を 

格納容器（床下） 

に放出 

・１次アルゴンガス系安全板よ

り、ナトリウム蒸気が格納容器

（床下）に流出することを確認

する。 

①断熱材及び 

ヒートシンク材 
－ ①関連するプロセス計装 

格納容器 

アイソレーション確認 

・「格納容器内圧力高」、「格納容器

内温度高」、「格納容器内床上線

量率高」により、原子炉保護系

（アイソレーション）が動作し、

工学的安全施設が自動的に作動

し、隔離されることを確認する。 

①格納容器 

②格納容器バウン    

ダリに属する配 

管・弁 

－ 

①原子炉保護系 

（アイソレーション） 

②関連するプロセス計装 

原子炉容器外に 

冷却材や 

損傷炉心物質が 

流出したことの判断 

・安全容器内の圧力が著しく上昇

した場合、原子炉容器外に冷却

材や損傷炉心物質が流出したと

判断する。 

－ － ①関連するプロセス計装 

安全容器による 

冷却材や損傷炉心物質の

保持 

・ 

コンクリート遮へい体 

冷却系による冷却 

・安全容器により冷却材や損傷炉

心物質が保持されることを確認

する。また、コンクリート遮へい

体冷却系の運転により、安全容

器内にて保持した損傷炉心物質

を冷却する。 

①安全容器及びコ

ンクリート遮へ

い体冷却系 

－ ①関連するプロセス計装 
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第 4.1.2表 格納容器破損防止措置の手順及び各手順の所要時間 

 

 
 

  

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

状況判断 運転員A、B 2
・原子炉冷却材バウンダリが高圧に至る
　ことの判断

・冷却材の著しい昇温及び蒸発が
推定される場合に、原子炉冷却材
バウンダリが高圧に至ると判断す
る。

運転員D 1
・１次アルゴンガス系安全板より、ナトリ
　ウム蒸気を格納容器（床下）に放出

・１次アルゴンガス系安全板よ
り、ナトリウム蒸気が格納容器
（床下）に放出されることを確認
する。

運転員A、E 2 ・格納容器アイソレーション確認

・「格納容器内圧力高」、「格納
容器内温度高」、「格納容器内床
上線量率高」により、原子炉保護
系（アイソレーション）が動作
し、工学的安全施設が自動的に作
動し、隔離されることを確認す
る。

状況判断 運転員A、B 2
・原子炉容器外に冷却材や損傷炉心物質が
　流出したことの判断

・安全容器内圧力に著しい上昇が
生じた場合に、原子炉容器外に損
傷炉心物質が流出したと判断す
る。

格納容器破損
防止措置

運転員B、E 2
・安全容器による冷却材や損傷炉心物質の
　保持
・コンクリート遮へい体冷却系による冷却

・安全容器により冷却材や損sy法
炉心物質が保持されることを確認
する。また、コンクリート遮へい
体冷却系の運転により、安全容器
内にて保持した損傷炉心物質を冷
却する。

備考必要な要員と作業項目
経過時間（分）

要員（名）
（作業に必要な要員数）

格納容器破損
防止措置

▽異常事象発生（安全容器内１次主冷却系配管（内側）破損）

▽冷却材の昇温及び蒸発により、

原子炉冷却材バウンダリが高圧に至ると判断

▽事故発生の判断（安全容器内１次主冷却系配管（外側）破損に伴う炉内冷却材液位低下）

▽原子炉容器外に損傷炉心物質

が流出と判断

10 20 30 5時間 5日 10日 30日 40日1日5 60
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第 4.1.1図 炉内事象推移の計算結果（原子炉容器内冷却材温度及び炉心崩壊熱の推移） 
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・主な事象推移 

＜異常事象＞ 

① 安全容器内の１次主冷却系の配管（内側）が破損し、原子炉が「炉内ナトリウム液面低」

により自動停止した後、配管（外側）が破損し、１次冷却材が二重壁外に漏えい。 

＜原子炉スクラム後の事象推移＞ 

② 原子炉容器内と安全容器内の液位の平衡により、１次冷却材の漏えいが停止。 

③ １次冷却材の蒸発により、原子炉容器内の液位が低下。 

④ 炉心構造物等の頂部までの液位低下による１次冷却材の断面積の低下により、冷却材蒸発

率が低下。 

⑤ １次冷却材の昇温により、冷却材蒸発率が上昇。 

⑥ 崩壊熱がコンクリート遮へい体冷却系による除熱量を下回ることにより、冷却材温度が低

下し、冷却材蒸発率が低下。 

⑦ 炉心頂部が露出した時点で炉心が損傷するものとし、約 5日後の崩壊熱を炉外事象過程の

崩壊熱に設定。 

 

第 4.1.2図 炉内事象推移の計算結果（原子炉容器内冷却材液位及び冷却材蒸発率の推移） 
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第 4.1.3図 コンクリート遮へい体冷却系による安全容器外面冷却時の解析モデルの概略図 

 

  

原子炉容器
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第 4.1.4図 コンクリート遮へい体冷却系による安全容器外面冷却時 

の境界条件及び解析結果の提示位置の概略図 

  

入口境界（窒素ガス）

流量：20500 [m3/h]

温度：40 [℃]

出口境界（窒素ガス）
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断熱

原子炉容器内表面

断熱

上面

断熱 遮蔽リング

温度：40[℃]

コンクリート外側
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ナトリウム

表面断熱

安全容器底板温度

の提示位置

安全容器胴温度

の提示位置
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第 4.1.5図 安全容器底板の径方向温度分布 

（基本ケース） 

 

 

第 4.1.6図 安全容器胴の軸方向温度分布 

（基本ケース） 
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第 4.1.7図 損傷炉心物質温度の時間変化 

（基本ケース） 

 

 

 

第 4.1.8図 損傷炉心物質下部の遮へいグラファイト温度の時間変化 

（基本ケース） 
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第 4.1.9図 安全容器底板の径方向温度分布 

（発熱条件：300kW） 

 

 

第 4.1.10図 安全容器胴の軸方向温度分布 

（発熱条件：300kW） 
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5. 交流動力電源が存在し、かつ原子炉容器液位が確保された状態での崩壊熱除去機能喪失（PLOHS） 

5.1 ２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗の重畳事故 

(1) 概要 

本評価事故シーケンスは、原子炉の出力運転中に、２次冷却材の漏えいが生じ、原子炉が「原子炉

入口冷却材温度高」により自動停止した後、原子炉停止後の崩壊熱除去において、１次主冷却系にお

ける低速運転（１次主循環ポンプのポニーモータを使用）による強制循環冷却に失敗するとともに補

助冷却設備の運転による強制循環冷却に失敗する事象として考える。本評価事故シーケンスでは、原

子炉自動停止後の崩壊熱除去において炉心の冷却機能が喪失することから、炉心の露出によって炉

心の著しい損傷に至る可能性がある。 

したがって、２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗の重畳事故では、健全なループの１次主冷却

系及び２次主冷却系の自然循環並びに主冷却機の自然通風により原子炉停止後の崩壊熱を除去し、

炉心の著しい損傷を防止する。 

1 ループの自然循環による炉心損傷防止措置は 1 系統の動的機器を要する措置と比べて信頼性が

極めて高く、失敗することは考えられないが、「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構大洗研究

所（南地区）高速実験炉原子炉施設（「常陽」） 第 53条（多量の放射性物質等を放出する事故の

拡大の防止）に係る説明書（その 1：炉心の著しい損傷に至る可能性があると想定する事故の選定） 

2.2 多量の放射性物質等を放出するおそれのある事故の想定の基本的な考え方」において示した安

全容器の機能も踏まえた格納容器破損防止措置の頑健性を確認するために、何らかの原因で自然循

環冷却に期待できない場合を仮定する。 

この場合、炉心の著しい損傷に至ることから、原子炉容器外に冷却材（ナトリウム）や損傷炉心物

質が流出したものとして、安全容器にて、流出した冷却材や損傷炉心物質を保持し、コンクリート遮

へい体冷却系により、安全容器と生体遮へい体（コンクリート遮へい体）のギャップに窒素ガスを通

気し、安全容器内にて保持した損傷炉心物質を冷却する措置を講じることで格納容器の破損を防止

する。 

さらに、ここでは、炉心冷却機能の喪失を前提としていることを踏まえ、炉心が溶融する過程で、

炉心が露出するまでに冷却材の蒸発が生じ、原子炉冷却材バウンダリ内が高圧になることを想定し、

主中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1次・2次境界）の過圧を防止するため、１次アルゴン

ガス系に安全板を設置し、原子炉冷却材バウンダリの過圧を防止する措置を講じる。また、断熱材及

びヒートシンク材により、安全板から流出するナトリウムによる熱的影響を緩和する措置を講じる。

これらの措置の有効性評価を行う。 

 

(2) 格納容器破損防止措置 

本評価事故シーケンスにおいて、格納容器の破損を防止するための措置を以下に示す。これら

は、炉心の著しい損傷に至る可能性がある事故の影響緩和を目的とする。なお、事故の状況に応じ

て、これらの措置を適切に組み合わせるものとする。 

a．原子炉容器外に流出した冷却材や損傷炉心物質を保持するため、安全容器を整備する。 

b．安全容器と生体遮へい体のギャップに窒素ガスを通気し、安全容器内にて保持した損傷炉心

物質を冷却するため、コンクリート遮へい体冷却系を整備する。 
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c．原子炉冷却材ナトリウムの蒸発により、主中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1次・

2次境界）が過圧されることを防止するため、１次アルゴンガス系に安全板を整備する。格納

容器応答過程では蒸発したナトリウム蒸気は安全板を通じて窒素雰囲気の格納容器（床下）

に流出するものとする。 

d．原子炉運転中は格納容器（床下）を窒素雰囲気に保ち、ナトリウムが流出した場合の燃焼反

応を防止する。  

e．安全板から流出するナトリウムによる熱的影響を緩和するため、断熱材（セラミックファイ

バー）及びヒートシンク材（アルミナ）を整備する。また、流出したナトリウムがコンクリー

トと直接接触することを防止するため、格納容器（床下）の室には鋼製のライナを整備する。

なお、１次主冷却系の配管・機器の破損による格納容器内の圧力、温度の異常な上昇を検出し

た場合には、手動操作によって、１次主冷却系配管に残存するナトリウムをダンプタンクにド

レンすることを可能とする。 

f．ナトリウムが流出し、格納容器内の圧力、温度及び床上放射能レベルが異常に上昇した場合

は、「格納容器内圧力高」、「格納容器内温度高」及び「格納容器内床上線量率高」により警報

が中央制御室に発せられ、工学的安全施設の作動により、格納容器から放出される放射性物

質の量を低減する。なお、工学的安全施設は、手動操作によっても作動できるものとする。 

 

（3） 資機材 

本評価事故シーケンスにおける格納容器破損防止措置に使用する設備等を第 5.1.1 表に示す。こ

れらの設備等は、基準地震動による地震力に対して機能を喪失しないように整備する。 

 

（4） 作業と所要時間 

本評価事故シーケンスにおける格納容器破損防止措置の手順及び各手順の所要時間を第 5.1.2 表

に示す。 

 

（5） 格納容器破損防止措置の有効性評価 

本評価事故シーケンスに対する格納容器破損防止措置の有効性評価においては、事故シーケンス

全体をいくつかの過程に分けて、解析を行う。事故の開始から炉心が損傷し原子炉容器が破損す

るまでの過程を炉内事象過程と呼び、この過程では崩壊熱が全て原子炉冷却材の昇温及び蒸発

並びに原子炉冷却材バウンダリ内の機器の昇温に寄与するという保守的な仮定を用いて温度変

化等を解析し、主中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1 次・2 次境界）の健全性を評価す

る。その後、原子炉容器が破損し、原子炉容器外に流出した冷却材や損傷炉心物質を安全容器

内で保持する過程を炉外事象過程と呼ぶ。安全板から原子炉冷却材バウンダリの外に流出したナ

トリウムによる影響が生じる過程を格納容器応答過程と呼び、ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲで解析する。 

格納容器破損防止措置に有効性があることを確認するための評価項目は「国立研究開発法人日本

原子力研究開発機構大洗研究所（南地区）高速実験炉原子炉施設（「常陽」） 第 53条（多量の放射

性物質等を放出する事故の拡大の防止）に係る説明書（その 3：格納容器破損防止措置） 2.4.6 有

効性を評価するための評価項目の設定」に記載した通りであり、事故の熱的影響及び機械的影響に関

[218]



53条(3)-別紙 5-89 

 

わる評価項目はそれぞれ次の 4点である。 

① 安全容器内に流出したナトリウムや損傷炉心物質を安定に保持・冷却できること。 

② 安全容器の健全性が維持できること。 

③ 主中間熱交換器及び補助中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1次・2次境界）の健全

性が維持できること。 

④ 格納容器（床下）に流出するナトリウムの熱的影響等に対して、格納容器の健全性が維持で

きること。 

これらの評価項目のうち、①及び②については、「１次冷却材漏えい（2箇所）事故」の有効性評

価の条件が相対的に厳しいため、安全容器を措置とした炉外事象過程の有効性評価は「１次冷却材漏

えい（2箇所）事故」において実施する。 

③については炉内事象過程の解析に基づき評価する。また、④については、格納容器応答過程の解

析により評価する。併せて炉内事象過程においては、評価項目に影響を及ぼす重要なパラメータであ

る冷却材温度変化、冷却材液位変化を解析する。 

 

（a）炉内事象過程の解析 

（ⅰ）有効性評価の条件 

２次冷却材の漏えい等により、１次主冷却系からの除熱機能を喪失し、崩壊熱により原子炉

冷却材が昇温され、原子炉冷却材の蒸発により原子炉容器内の液位が低下し、炉心頂部が露出

するまでの炉内の事象推移を以下の条件で評価した。 

1）「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構大洗研究所（南地区）高速実験炉原子炉施設

（「常陽」） 第 53条（多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止）に係る説明書（そ

の 2：炉心損傷防止措置）」に記載した炉心損傷防止措置の解析条件と同じ事象進展により、

炉心の強制循環冷却に失敗するものとする。 

2）１次主冷却系の循環に必要な液位は確保された状態で、何らかの原因で炉心の自然循環冷

却に失敗するものとする。 

3）炉心頂部まで液位が低下する条件とするため、主中間熱交換器 2 基の 2次側の除熱能力

の完全喪失及び１次主冷却系配管の断熱を仮定する。 

4）事故発生前から常時運転しているコンクリート遮へい体冷却系の運転が継続されるものと

し、安全容器外面冷却による除熱を考慮する。 

5）崩壊熱は、連続運転により炉心燃料が平均燃焼度に到達する保守的な想定として計算した

ノミナル値（最適評価値）を用いる。 

6）崩壊熱による原子炉冷却材バウンダリ内ナトリウムの昇温挙動を計算し、それにより主中

間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1 次・2次境界）（第 5.1.1図）の温度を評価する。

また、格納容器応答過程の解析の入力条件として、安全板を通して蒸気の形態で流出するナ

トリウムの温度及び蒸発速度を評価する。 

7）主中間熱交換器の 2次側下部プレナムの鏡板の座屈について、日本機械学会 発電用原子

力設備規格 設計・建設規格 第 I 編 軽水炉規格(2016)の PVB-3220 及び PVB-3230 に準拠

して評価する。 
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8）主中間熱交換器の 2次側下部プレナムの鏡板にかかる外圧は、ナトリウムによるヘッド圧

及び１次アルゴンガス系の圧力のみを考慮する。１次主冷系のポンプは停止を想定してい

るため、そのヘッド圧はゼロとし、保守的な評価を行うため、2 次側の内圧は考慮しない。 

 

（ⅱ）有効性評価の結果 

本評価事故シーケンスにおいては、原子炉は自動停止するものの、主中間熱交換器の除熱能力

の喪失及び１次主冷却系配管の断熱により、原子炉冷却材の温度が上昇する。原子炉容器内冷却

材温度及び炉心崩壊熱の推移を第 5.1.2図に、原子炉容器内冷却材液位及び冷却材蒸発率の推移

を第 5.1.3図に示す。 

原子炉容器内の冷却材の蒸発により原子炉冷却材バウンダリ内の圧力が上昇するものの、１次

アルゴンガス系に整備した安全板の設定圧（9.8kPa）を超過すると安全板が開放され、原子炉冷

却材バウンダリ内の圧力の上昇を抑制する措置を講じていることから、１次アルゴンガス系の圧

力及び原子炉冷却材ナトリウムのヘッド圧を加えた主中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ

（1 次・2 次境界）の圧力は 0.1MPa以下に抑制される。これに対して、日本機械学会 発電用原

子力設備規格に準拠して、不確かさの影響を含めた原子炉容器内の事象推移の計算温度を包絡す

る 815℃における主中間熱交換器の 2次側下部プレナムの鏡板の座屈に関して評価した結果、許

容圧力は 0.6MPa となり、原子炉冷却材バウンダリ（1 次・2 次境界）内の圧力は許容圧力を下

回る。 

なお、当該事象発生時には補助冷却設備は機能を喪失しているため、当該設備は仕切弁に

より隔離し、補助中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1 次・2 次境界）に影響が生じるこ

とを防止する。 

以上より、「２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗の重畳事故」を想定しても、評価項目で

ある主中間熱交換器及び補助中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1 次・2次境界）の健全

性は確保できる。 

 

（ⅲ）不確かさの影響評価 

評価項目である主中間熱交換器及び補助中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1次・2次

境界）の健全性に影響を与える重要現象は原子炉冷却材温度及び圧力である。この内、原子炉

冷却材圧力については、安全板の仕様に基づき保守的に設定していることから感度解析は不要

である。したがって、ここでは、解析条件の不確かさとして原子炉冷却材温度の推移に大きな

影響がある崩壊熱の不確かさの影響について評価する。崩壊熱は、最適評価値に対して安全余

裕を 10％考慮した値を使用して解析を実施する。主な解析結果を第 5.1.4図及び第 5.1.5図に

示す。 

崩壊熱を増加させた解析の結果、原子炉冷却材の最高温度は 815℃を下回り、その許容圧力は

0.6MPa となる。主中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1 次・2 次境界）内の圧力は

（ⅱ）有効性評価と同じ 0.1MPa以下となり、許容圧力を下回る。 

以上のことから、不確かさの影響を考慮すると、原子炉冷却材バウンダリの最高温度が上昇

するが、評価項目である主中間熱交換器及び補助中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1
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次・2次境界）の健全性は確保でき、格納容器の破損は防止される。 

 

（ｂ）格納容器応答過程の解析 

（ⅰ）有効性評価の条件 

計算コードＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲにより解析する。主要な解析条件等を以下に示す。 

1）第 5.1.6図に解析体系を示す。格納容器（床上）（セル 1、セル 2）、格納容器（床下）(セ

ル 4～セル 6)、外気（外部環境：セル 3）を解析対象としている。 

2）ナトリウムは、「（a）炉内事象過程の解析」で評価した冷却材温度及び蒸発速度で１次ア

ルゴンガス系に整備した安全板を通して蒸気の形態で流出するものとする。 

3）窒素雰囲気（酸素濃度 3.5vol％）の格納容器（床下）に流出したナトリウムは雰囲気中の

酸素等と反応し、格納容器（床下）の底部にプール状に溜るものとする。 

4）格納容器（床下）に整備する断熱材及びヒートシンク材による影響緩和の効果を考慮する。 

5）雰囲気から構造材への伝熱は自然対流による熱伝達を考えるものとする。また、ナトリウ

ムプールが形成される格納容器（床下）の最下階（セル 6）（第 5.1.6 図）については、上

記に加え熱輻射による伝熱を考えるものとする。 

6）格納容器（床上）と格納容器（床下）の間は、圧力差 981Paに対して 100％/dの通気率が

あるものとする。 

 

（ⅱ）有効性評価の結果 

主な解析結果を第5.1.7図及び第5.1.8図に示す。 

格納容器（床上）の最高圧力及び格納容器鋼壁の最高温度は、それぞれ約0.032kg/cm2[gage]

（約3.2kPa[gage]）及び約42℃であり、格納容器の設計圧力1.35kg/cm2[gage]（約0.13MPa 

[gage]）及び格納容器鋼壁の設計温度150℃を超えることはなく、格納容器（床上）の健全性は

確保される。 

また、格納容器（床下）の最高圧力は約0.032kg/cm2[gage]（約3.2kPa[gage]）、断熱材及び

ヒートシンク材を整備した床のライナ最高温度及びコンクリート最高温度は、いずれも約68℃

であり、格納容器（床下）の健全性は確保される。 

以上より、「２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗の重畳事故」を想定しても、評価項目で

ある格納容器の圧力や温度は設計値を超えないため、格納容器の破損は防止できる。 

 

（ⅲ）不確かさの影響評価 

流出ナトリウムの影響評価における重要現象は「別紙 4 1.7 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲ」に

示す通りである。格納容器（床下）は窒素雰囲気であるため、ナトリウムの凝縮・蒸発が重要

現象となる。この際、流出ナトリウム条件が最も影響のある因子であり、不確かさの影響を考

慮した上で、評価項目に対して厳しい結果となるよう蒸気を対象として解析していることから

感度解析は不要である。したがって、ここでは、解析条件の不確かさとして原子炉冷却材温度

の推移に大きな影響がある崩壊熱の不確かさの影響について評価する。崩壊熱は、最適評価値

に対して安全余裕を 10％考慮した値を使用して解析を実施する。主な解析結果を第 5.1.9図及
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び第 5.1.10図に示す。 

崩壊熱を増加させた解析の結果、格納容器（床上）の最高圧力は「（ⅱ）有効性評価の解析」

と比べ約 0.015kg/cm2高くなり、約 0.047kg/cm2[gage]（約 4.7kPa[gage]）となった。格納容器

（床上）の格納容器鋼壁の最高温度は「（ⅱ）有効性評価の解析」とほとんど変わらず、約

42℃となった。また、格納容器（床下）の最高圧力は「（ⅱ）有効性評価の解析」と比べ約

0.015kg/cm2高くなり、約 0.047kg/cm2[gage]（約 4.7kPa[gage]）となった。格納容器（床下）

の断熱材及びヒートシンク材を整備した床のライナ最高温度及びコンクリート最高温度は

「（ⅱ）有効性評価の解析」と比べ約 5℃高くなり、いずれも約 73℃となった。 

以上のことから、格納容器（床下）へのナトリウム流出を想定した場合の影響評価におい

て、不確かさの影響を考慮しても、評価項目である格納容器の圧力や温度はわずかに上昇する

程度であり、設計値を超えないため、格納容器の破損は防止できる。 
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 第5.1.1表 格納容器破損防止措置に使用する設備等 

 

動作・判断・操作 手順 
設備 

常設設備 可搬設備 計装設備 

原子炉 

スクラム 

（自動停止） 

確認 

・ 「原子炉入口冷却材温度

高」による原子炉トリップ信

号発信及び原子炉スクラム

（自動停止）を確認する。 

① 制御棒 

② 制御棒駆動系 
－ 

① 原子炉保護系（ス

クラム） 

② 関連するプロセス

計装 

③ 関連する核計装 

事故発生 

の判断 

・ １次主冷却系の強制循環

冷却及び補助冷却設備の強制

循環冷却に失敗した場合は事

故発生と判断する。 

－ － 
① 関連するプロセス

計装 

原子炉冷却材 

バウンダリが高圧 

に至ることの判断 

・ 冷却材の著しい昇温及び

蒸発が生じた場合、原子炉冷

却材バウンダリが高圧に至る

と判断する。 

－ － 
① 関連するプロセス

計装 

１次アルゴンガス系 

安全板より、 

ナトリウム蒸気を 

格納容器（床下） 

に放出 

・ １次アルゴンガス系安全

板より、ナトリウム蒸気が格

納容器（床下）に流出するこ

とを確認する。 

① 断熱材及びヒートシンク

材 
－ 

① 関連するプロセス

計装 

格納容器 

アイソレーション確認 

・ 「格納容器内圧力高」、

「格納容器内温度高」、「格

納容器内床上線量率高」によ

り、原子炉保護系（アイソレ

ーション）が動作し、工学的

安全施設が自動的に作動し、

隔離されることを確認する。 

① 格納容器 

② 格納容器バウンダリに属

する配管・弁 

－ 

① 原子炉保護系（ア

イソレーション） 

② 関連するプロセス

計装 

原子炉容器外に 

冷却材や 

損傷炉心物質が 

流出したことの判断 

・ 安全容器内の圧力が著し

く上昇した場合、原子炉容器

外に冷却材や損傷炉心物質が

流出したと判断する。 

－ － 
① 関連するプロセス

計装 

安全容器による 

冷却材や損傷炉心物質

の保持 

・ 

コンクリート遮へい体

冷却系による冷却 

・ 安全容器により冷却材や

損傷炉心物質が保持されるこ

とを確認する。また、コンク

リート遮へい体冷却系の運転

により、安全容器内にて保持

した損傷炉心物質を冷却す

る。 

① 安全容器及びコンクリー

ト遮へい体冷却系 
－ 

① 関連するプロセス

計装 
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第5.1.2表 格納容器破損防止措置の手順及び各手順の所要時間 

 

 

  

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

運転員A 1 ・原子炉スクラム確認
・「原子炉入口冷却材温度高」に
よる原子炉保護系（スクラム）動
作を確認する。

運転員A、B 2 ・事故発生の判断

・１次主冷却系の強制循環冷却失
敗を確認する。
・補助冷却設備の強制循環冷却失
敗を確認する。

炉心損傷
防止措置

運転員B、C 2 ・自然循環移行（1ループ）

・１次主冷却系（自然循環）、２
次主冷却系（自然循環）及び主冷
却機（自然通風）の運転状況を確
認する。

状況判断 運転員A、B 2
・原子炉冷却材バウンダリが高圧に至る
　ことの判断

・冷却材の著しい昇温及び蒸発が
推定される場合に、原子炉冷却材
バウンダリが高圧に至ると判断す
る。

運転員D 1
・１次アルゴンガス系安全板より、ナトリ
  ウム蒸気を格納容器（床下）に放出

・１次アルゴンガス系安全板よ
り、ナトリウム蒸気が格納容器
（床下）に放出されることを確認
する。

運転員A、E 2 ・格納容器アイソレーション確認

・「格納容器内圧力高」、「格納
容器内温度高」、「格納容器内床
上線量率高」により、原子炉保護
系（アイソレーション）が動作
し、工学的安全施設が自動的に作
動し、隔離されることを確認す
る。

状況判断 運転員A、B 2
・原子炉容器外に冷却材や損傷炉心物質が
  流出したことの判断

・安全容器内圧力に著しい上昇が
生じた場合に、原子炉容器外に冷
却材や損傷炉心物質が流出したと
判断する。

格納容器破損
防止措置

運転員B、D、E 3
・安全容器による冷却材や損傷炉心物質の
  保持
・コンクリート遮へい体冷却系による冷却

・安全容器により冷却材や損傷炉
心物質が保持されることを確認す
る。また、コンクリート遮へい体
冷却系の運転により、安全容器内
にて保持した損傷炉心物質を冷却
する。

備考必要な要員と作業項目
経過時間（分）

要員（名）
（作業に必要な要員数）

状況判断

格納容器破損
防止措置

▽異常事象発生（２次冷却材漏えい）

▽冷却材の昇温及び蒸発により、

原子炉冷却材バウンダリが高圧に至ると判断

▽事故発生の判断

（1次主冷却系の強制循環冷却及び補助冷却設備の強制循環冷却失敗）

▽原子炉容器外に冷却材（ナトリウム）や

損傷炉心物質が流出と判断

10 20 30 60 3時間 10日 20日 30日 40日5
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第 5.1.1 図 主中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1次・2次境界）  

 1次/2次境界 
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・主な事象推移 

＜異常事象＞ 

①２次冷却材の漏えいが生じ、原子炉が「原子炉入口冷却材温度高」により自動停止した後、

原子炉停止後の崩壊熱除去において、強制循環及び自然循環冷却機能を喪失。 

＜原子炉スクラム後の事象推移＞ 

②冷却機能の喪失により冷却材温度が上昇。 

③崩壊熱が冷却材の蒸発による除熱量を下回ることにより冷却材温度が低下。 

④冷却材の蒸発による除熱量が低下し、冷却材温度が上昇。 

⑤崩壊熱が冷却材の蒸発による除熱量を下回ることにより冷却材温度が低下。 

⑥冷却材の蒸発による除熱量が低下し、冷却材温度が上昇。 

 

第 5.1.2図 炉内事象推移の計算結果（原子炉容器内冷却材温度及び炉心崩壊熱の推移） 
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・主な事象推移 

＜異常事象＞ 

①２次冷却材の漏えいが生じ、原子炉が「原子炉入口冷却材温度高」により自動停止した後、原

子炉停止後の崩壊熱除去において、強制循環及び自然循環冷却機能を喪失。 

＜原子炉スクラム後の事象推移＞ 

②１次主循環ポンプトリップにより冷却材液位が低下。 

③冷却材温度の上昇（冷却材密度の低下）により液位が回復。 

④冷却材温度の上昇により冷却材の蒸発率が上昇。 

⑤冷却材の蒸発により原子炉容器内の液位が低下。 

⑥主冷却系配管までの液位低下による冷却材断面積の低下により、冷却材蒸発率が低下。 

⑦冷却材温度の上昇により、冷却材蒸発率が上昇。 

⑧崩壊熱がコンクリート遮へい体冷却系による除熱量を下回ることにより冷却材温度が低下し、

冷却材蒸発率が低下。 

⑨炉心構造物等の頂部までの冷却材液位低下による冷却材の断面積の低下により、冷却材蒸発率

が低下。 

⑩炉心頂部が露出した時点で炉心が損傷するものとし、約 27日後に炉心が損傷すると評価。 

 

第 5.1.3図 炉内事象推移の計算結果（原子炉容器内冷却材液位及び冷却材蒸発率の推移） 
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第 5.1.4図 炉内事象推移の計算結果（原子炉容器内冷却材温度及び炉心崩壊熱の推移） 

（不確かさの影響評価） 

 

 

第 5.1.5図 炉内事象推移の計算結果（原子炉容器内冷却材液位及び冷却材蒸発率の推移） 

（不確かさの影響評価） 
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第 5.1.6図 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲによる解析体系 
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第 5.1.7図 格納容器内圧力の推移

 

第 5.1.8図 格納容器鋼壁温度の推移 
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第5.1.9図 格納容器内圧力の推移（不確かさの影響評価） 

 

 

第5.1.10図 格納容器鋼壁温度の推移（不確かさの影響評価） 
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別添 1 

炉心物質冷却性評価の伝熱計算モデル 

 

 

１，はじめに 

ULOF の再配置・冷却過程における残留炉心物質及び材料照射ラック底部に堆積したデブリベッドの

冷却性を評価するために使用した伝熱計算モデルは、炉心物質内部の発熱と周囲への伝熱の熱収支、及

び炉心物質が溶融した際の物質再分布を 1次元体系で計算する簡易モデルである。 

残留炉心物質の冷却性評価においては、残留炉心物質の内部がスティールの蒸気圧が発生するよう

な高温となることがないことを確認するとともに、原子炉容器内全体の熱流動を解析するＦＬＵＥＮ

Ｔの境界条件となる残留炉心物質から 3方向（上方向、下方向、横方向）への熱流束履歴を計算する。

初期条件として温度分布や崩壊熱レベルを与えて、炉心溶融プール及び炉心上部／下部構造を高さ方

向１次元に要素分割して熱収支及び物質再分布を計算し、残留炉心物質の温度分布及び 3 方向への熱

流束履歴を計算する。 

また、材料照射ラック底部に堆積したデブリベッドの冷却性評価においては、デブリベッドを空隙の

ある固体円筒としてモデル化してその内部で冷却材が沸騰するような高温となることがないことを確

認する。初期条件として温度分布や崩壊熱レベルを与えて、デブリベッドを高さ方向 1 次元に要素分

割して熱収支を計算し、円筒内の温度分布を計算する。 

 

２．熱収支計算モデル 

炉心物質の物質混合と溶融状態の様々な状況を区別するため、溶融燃料層、溶融スティール層、混合

層（固体燃料粒子と溶融スティールの混合層、又は固体燃料粒子と固体スティール粒子と冷却材の混合

層）、燃料クラスト層を考慮し、それぞれについて実効的な熱伝導率又は熱伝達率を求めて熱収支計算

を実施する。要素分割は高さ方向 1次元であるが、径方向への除熱についても、溶融層では自然対流に

よる熱伝達、混合層では内部発熱のある径方向熱伝導を考慮する。エネルギー方程式は以下の通りであ

る。 

   （１） 

ここで、M は質量、eは比エンタルピ、tは時間、Qdhは崩壊熱による発熱量、Qrmは除熱量、下付文字 k

は要素番号である。除熱量について、混合層と燃料クラスト層は熱伝導で計算し（以下、当該領域を「熱

伝導領域」という。）、溶融燃料層と溶融スティール層は自然対流熱伝達を仮定し複数要素をひとつの領

域にまとめて熱伝達率を用いて計算する（以下、当該領域を「熱伝達領域」という。）。軸方向熱移行量

は、要素 k の中心から要素境界までの熱移行量、及び要素境界から要素 k+1 の中心までの熱移行量が

等しくなると仮定して、要素境界温度を求めることによって計算する。径方向熱移行量は、要素 kの中

心から径方向境界までの距離と温度差を求めることによって計算する。軸方向の自然対流熱伝達率に

ついて、溶融燃料層は平行平板間の体積発熱プールの自然対流に対する Steinberner-Reiner の Nu 数

相関式[1]、溶融スティール層は下面が加熱された非発熱流体の自然対流に対する Churchillの Nu数相

関式[2]で得た熱伝達率を適用して熱移行量を計算する。また、径方向熱伝達率の評価には、SCARABEE炉

内試験でその適用性が確認された Nu数相関式を用いる[3]。 

 

, ,
k

k dh k rm k

de
M Q Q

dt
= −
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３．物質再分布計算モデル 

再配置・冷却過程初期状態の残留炉心物質は、全体が第 1図（1）に示すように一様な混合層を仮定

する。混合層において燃料が再溶融すると第 1図（2）に示す通り、密度差により物質再分布（溶融燃

料の沈降と固体燃料粒子の落下：密度の高い溶融燃料が沈降し、密度の低い溶融スティールが上側へ排

除される。また、沈降した溶融燃料の体積分だけ固体燃料粒子が落下する。）が生じるものとする。第

2 図に溶融燃料の沈降と固体燃料粒子の落下モデルの概念図を示す。本モデルのアルゴリズムは次の通

りである。 

第 2 図（1）の初期状態は溶融スティールと燃料粒子の混合物が存在しているが、第 2図（1）におい

て、ある要素で燃料の溶融が生じると、溶融した燃料は下の要素に移行する。ここで、溶融した燃料は、

下の要素の溶融スティールの体積分のみ移行できる。一方、溶融燃料の沈降により排除された溶融ステ

ィールは、上の要素に移行するとする。すなわち、αf,liq、αs,liq をそれぞれ、要素中の溶融燃料、溶

融スティールの体積割合とすると、 

  （２） 

のとき、要素 k+1の溶融燃料を同体積の要素 kの溶融スティールと入れ替える。 

  （３） 

の場合は、要素 kの溶融スティールを同体積の要素 k+1の溶融燃料と入れ替える（この場合、要素 k+1

の溶融燃料は一部残ることになる。）。物質の入れ替えを行うとともに平均温度を計算する。この操作を

k＝１から解析体系の上端である k=kmaxまで行う。 

第 2 図（2）では、ある要素の下の要素の燃料粒子の体積割合がある最大値（以下「ALPMXI」という。）

より小さい場合、燃料粒子の落下が生じる。燃料粒子の落下により排除された溶融スティールは、上の

セルに移行するとする。すなわち、αf,solを要素中の固体燃料粒子の体積割合とすると、 

  （４） 

のとき、要素 k の溶融スティールを上式左辺の体積分の要素 k+1 の固体燃料粒子と入れ替える。要素

k+1の固体燃料粒子の体積が上式左辺の体積分より小さい場合は、要素 k+1の固体燃料粒子の全量が要

素 k へ移行する。物質の入れ替えを行うとともに平均温度を計算する。この操作を k=1～kmax まで行

う。再配置・冷却過程における崩壊熱による燃料の溶融、あるいは周囲への伝熱による固化は物質移動

に比較して極めて緩慢であり、本モデルのような簡易的な手法で物質再分布を扱うことが可能である。 

熱収支の計算、物質再分布の計算後、融点（混合層については燃料融点）を超えた要素は熱伝達領域

にまとめ、溶融層の平均温度を計算する。 

 

 

 , , 1 1 , ,f liq k k s liq k kz z + +  

  , , 1 1 , ,f liq k k s liq k kz z + +  

 ( ), , , ,1 0f liq k f sol kALPMXI −  − 
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 （1）冷却過程初期状態         （2）燃料再溶融後の状態 

第 1図 典型的な炉心物質の状態（概念図） 

 

 

 

第 2 図 溶融燃料の沈降／燃料粒子の落下モデルの概念 
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別添 2 

ULOFにおける機械的エネルギーの発生について 

 

 

これまでの「常陽」の設置許可申請においても原子炉立地審査指針に基づく仮想事故として損傷炉心

の即発臨界超過によるエネルギー放出の評価が行われてきた。 

今回の設置変更申請前の既許可の仮想事故の「炉心溶融再臨界事故」はアプリオリに再臨界（即発臨

界超過）の発生を想定するもので、大きな機械的エネルギー発生に対して原子炉施設（特に格納容器）

の健全性を評価することを目的に、「常陽」の当初申請以来同じ考え方が踏襲されてきた。有効破壊エ

ネルギーの計算は、即発臨界超過後の出力逸走で生じた高温高圧の燃料の膨張に伴う機械的エネルギー

への変換を理論上もっとも変換効率が大きくなる大気圧までの断熱変化を仮定して熱力学的に行われ

た、いわば熱力学的仕事ポテンシャルであり、ＭＫ－Ⅲ炉心では約 180MJであった。 

一方で、今回の機械的エネルギーの発生挙動の解析では、多次元熱流動解析コード（ＳＩＭＭＥＲ－

Ⅳ）を使用して、原子炉容器内の冷却材の加速と運動エネルギー、カバーガスの圧縮エネルギー等への

エネルギー変換とその間の熱的、流体力学的相互作用や損失を機構論的に解析している。その結果計算

された機械的エネルギーは熱力学的仕事ポテンシャルと比べて大きく低減され、不確かさ影響評価ケー

スにおいて発生する機械的エネルギーとして約 3.6MJを得た。 
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別添 3 

機械的エネルギーの解析から原子炉容器応答解析への 

機械的エネルギーの受け渡しについて 

 

機械的エネルギーの解析から原子炉容器応答解析への接続においては、機械的エネルギーそのものを

受け渡すのではなく、機械的エネルギーの発生を駆動する圧力源の膨張特性を介して行われる。具体的

な手順は以下の通りである。 

ULOFにおける機械的エネルギーの発生はＳＩＭＭＥＲ－Ⅳによる多次元熱流動解析により機構論的に

解析する。即発臨界超過で発生した熱エネルギーで高温・高圧となった炉心物質が蒸発・膨張しなが

ら、周囲のナトリウムを蒸発させつつ、上部プレナムの下部に炉容器径スケールの固気液混相の蒸気泡

（以下「CDA（Core Disruption Accident）気泡」という。）を成長させる。これが圧力源となって上部

プレナム内のナトリウムを上方に加速することで、熱エネルギーが機械的エネルギーに変換される。こ

の機械的エネルギーの解析で得られた原子炉容器内の物質配位の時間変化（不確かさを考慮したケー

ス）を図１に示す。CDA気泡は炉上部機構を迂回しながらトーラス形状で成長している様子が見て取れ

る。図２に CDA気泡の体積（増分）とその圧力の時間変化を示す。CDA気泡は炉心物質の膨張とともに

成長し、その体積は約 120msで一旦ピークに達した後に約 160msにかけて若干収縮するが、再度膨張し

て約 190msで最大値に達する。気泡圧力の最大値は約 2MPaである。 

ＡＵＴＯＤＹＮによる原子炉容器応答解析では、圧力源である CDA気泡を同コードの「ガス気泡モデ

ル」によって表現し、その膨張特性である圧力と体積の関係（以下「P-V曲線」という。）を与えること

によって、上部プレナムのナトリウムの加速と機械的エネルギーの発生、カバーガス空間の圧縮、原子

炉容器内の圧力挙動、及びこれによる原子炉容器応答を解析する。ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳによる解析で得ら

れた図２の圧力及び体積の時間挙動に基づく P-V曲線を気泡の体積が最大値となる約 7m3までプロット

したグラフを図３の実線に示す。ＡＵＴＯＤＹＮのガス気泡モデルでは、気泡の体積と圧力は一対一の

関係で与えられるため、実際には図３の点線で示した関係がＡＵＴＯＤＹＮの入力として用いられてい

る。このＡＵＴＯＤＹＮへの入力とした P-V曲線を体積について積分した約 4.0MJは、ＳＩＭＭＥＲ－

Ⅳによる炉心膨張挙動の解析で得られた機械的エネルギー約 3.6MJよりも大きな値となっており、ＳＩ

ＭＭＥＲ－Ⅳによる解析で得られた機械的エネルギーが保守的にＡＵＴＯＤＹＮへ受け渡されている。 

なお、P-V曲線を介して機械的エネルギーの発生と整合させた形で原子炉容器応答解析を行う手順

は、米国のクリンチリバー増殖炉（CRBR）の CDA解析で使用されたもので、「もんじゅ」の ULOF解析で

も用いられた。 
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第 1図 原子炉容器内物質配置の時間変化（不確かさを考慮したケース） 
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第 2図 CDA気泡の体積と圧力の時間変化（不確かさ影響評価ケース） 

 

 

 

第 3図 蒸気泡の体積と圧力の関係（不確かさ影響評価ケース） 

 

 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

0

0.5

1

1.5

2

2.5

0 100 200 300

体
積
（
m

3
）

圧
力
（
M
Pa
）

時刻（ms）

気泡の圧力 気泡の体積

0

0.5

1

1.5

2

2.5

0 1 2 3 4 5 6 7

圧
力

(M
Pa
)

体積 (m3)

機械的エネルギーの

解析より得たもの

原子炉容器応答解析

の入力値

[238]



53条(3)-別紙 5-別添 4-1 

別添 4 

UTOP の有効性評価における制御棒の異常な引抜きによる反応度添加率の設定における反応度価値の計

算では、実験値と計算値の比や炉心サイズの不確かさ等を考慮した補正係数の最大値を適用し、反応度

価値変化率（微分反応度相対値）の計算では、基本ケースにあっては、BOC位置からの引き抜き、不確か

さ影響評価ケースにあっては、変化率が最大（炉心中央近傍）となる位置からの引き抜きを適用した（第

1表）。なお、不確かさ影響評価ケースのΔk/k/s単位の反応度添加率は、核設計で求め、MK-IV炉心の核

的制限値として設定する最大反応度添加率（0.00016Δk/k/s）と同じである。 

また、￠/s 単位への換算に用いた実効遅発中性子割合は、基本ケースにあっては、標準平衡炉心の計

算値とし、不確かさ影響評価ケースにあっては、計算値に 10%の不確かさを考慮した。 

運転時の異常な過渡変化の「出力運転中の制御棒の異常な引抜き」では、上記の不確かさ影響評価ケー

スの計算値にさらに裕度を見込むために数値を切り上げ、既許可と同じ反応度添加率として 5￠/s を設

定しているが、上記のように UTOP の有効性評価における不確かさ影響評価ケースで使用している 4.2￠

/sは不確かさとして想定する幅として十分な保守性を有している。 

第 1表 反応度添加率の設定 

項目 基本ケース 不確かさ影響評価ケース 異常な過渡変化 

引き抜き制御棒の 

反応度価値 
2.8%Δk/k 

※1

3.0%Δk/k 
※2

3.0%Δk/k 
※2

引き抜き開始位置 401mm 傾きが最大となる位置 傾きが最大となる位置 

反応度価値変化率 2.1×10
-3

 mm
-1 ※3

2.4×10
-3

 mm
-1 (一定) 2.4×10

-3

 mm
-1 (一定)

実効遅発中性子割合 0.43% 0.38% 0.38% 

反応度添加率 3.0￠/s 4.2￠/s 5￠/s 

※1：後備炉停止制御棒全引き抜き時の反応度価値（第 1図パターン③参照）。

※2：後備炉停止制御棒全挿入時の反応度価値（第 1図パターン①参照）。

※3：制御棒引き抜き開始から 10 秒までの変化率（401mm→約 423mm）であり、その後 115 秒で 0 となる

ように徐々に減少（第 2図）。 

UTOPの有効性評価における制御棒の異常な引抜きによる反応度添加率の設定

[239]



53条(3)-別紙 5-別添 4-2 

 
 

 

※：反応度価値変化率が最大のときの反応度添加率を示す。 

第 1図 反応度価値の設定における制御棒パターン 

 

 

第 2図 制御棒ストローク曲線 

 

引き抜き開始から 

10 秒までの変化率 

※ ※ ※ 
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